
名
　これらの提言を受けて、工業省
予算によりFuniture Industry De

りJICAの全面的な協力を得た（19
　1996年現在、同ｾﾝﾀｰは順調に運
りの研修の実施　2)個別家具工場
4)個別家具工場から持ち込まれる
成の為のｾﾐﾅｰの実施、等を主な活
が研修場、品質ﾃｽﾄ場、試験場とそ
（1996年10月）。ただし、同ｾﾝﾀｰ
された器材をほぼそのまま現在も
陳腐化が見られる。同ｾﾝﾀｰではCN
を通じ政府に予算請求しているが
い。また、JICAにも要請していく
結果）
1999.11現在：特に新情報なし。
(*)につづく。

調 査 延 人 月 数

員

期
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国　　　　 タイ 予 算 年 度 報告書提出後の状況49～50

和 家具産業振興計画調査 実績 10,7額（累計） 37 千円

人月案　件　名 英 Study on Furniture Industry D
Programming

evelopment and
業振興開発ｾﾝﾀｰ)を発足させた。同
術協力案件としても取り上げられ

調査の種類／分野 M/P／その他工業

最終報告書作成年月 1975.11

コンサルタント名 (株)コスガ

調
　
査
　
団

団長 氏名  斉藤　久夫

所属  (株)コスガ

担当者名（職位）

相手国側担当機関名 タイ工業省 Industries Service
Institute
(ISI)調 査 団 7数

現地調査 間 75.3.11～3.30

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
1.調査対象事項
　ﾀｲ工業省ISI（Industries Service Institute）と共に、ﾊﾞﾝｺｸ地
計5地区43社で実差査を行い、ﾀｲ側が意図している振興上の基本方
検討を行なった。
　1)量産化体制の確率
　2)機械工具類の整備と操作技術の習得
　3)作業能力の向上
　4)未利用資材の開発と利用
　5)内需志向産業から輸出志向産業への脱皮

2.振興策等提案事業
　ISI家具部門の強化・充実を図り、ここを核機関として以下を実
の機材供与、専門家の派遣、先進国への技術研修生の送り込みが必

　1)製造技術管理方法について
　　製材、乾燥、機械加工、接着、研磨、組立、塗装等について、
　　a)基礎的技術の確立、b)伝習事業の実施、c)ISI職員の指導能

　2)ﾃﾞｻﾞｲﾝについて
　　家具産業の近代化に必要な設計、管理手法の確立
　　ﾀｲ国独自のｵﾘｼﾞﾅﾙ･ﾃﾞｻﾞｲﾝの確立
　　輸出志向地の市場調査

区12社他、ﾀｲ全国で合
針に関する次の各事業の

施する。但し先進国より
要である。

力の向上

家具産業振

協力期間を
ISI所長直轄
Centerとし

1.ｾﾝﾀｰの機
　1)技術経
　2)人材の
　3)技術開

2.ｾﾝﾀｰ設立
　STAGE1　
　STAGE2　
　STAGE3　

実績
1.専門家派
          

2.機材供与
          

3.ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰ
          

 提言内容の現況に至る理由興ｾﾝﾀｰの設置の概要

3年間とし、ISIの家具部門を拡充し、
のFurniture Industry Development
て発足した。

能と業務
営指導
養成
発

の実施ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
設立準備期間(概ね1977年5月末迄)
基礎確立期間(概ね1978年5月末迄)
初期活動期間(概ね1979年11月末迄)

遣：1977～1979年/13名
    1980年/18名

：1977年/106,852千円
  1978年/8,670千円

ﾄ受入：1977～1979年/11名

（＊）から
現在も同センターは順調に運営され、器材もJICA供与のものがその
入は工業省として予算申請をし続けているもののいまだ認められて
果）

 その他の状況
       1980年/4名

　ﾀｲ国の家具製品輸出額は1976年調査当時の200million bahtsから
へと順調に伸びている。
　現在同ｾﾝﾀｰは、国内民間ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄに委託して、今後のﾀｲ国家具産業
合的調査を実施している。調査期間は5年間の予定で、この調査結果
画を検討するものと思われる。（1996年10月現地調査結果）
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2001年3月改訂

国　　　　名 タイ 予 算 年 度 55～56 報告書提出後の状況

和
ナムパイチャム河水力発電開発計画調査

実績額（累計） 93,320 千円
1981年7月に提出された最終報告書ではMae Pai No.6と
Mae Chaem No.5の両地点が優先地域とされ、引き続きF/S
を実施すべきであると提言された。この提言を受けてMae
Chaem No.5についてはｶﾅﾀﾞ国際開発庁（CIDA）の援助を
受けてF/Sが実施された。Mae Pai No.6については、EGAT
によりF/S調査を日本側に要請する動きが1983年にあった
が、ﾊﾟｲ川右岸側の山地全体は野生動物保護林に指定され
ていることが判明し、その後、具体化へ向けての調査は
行われなかった。
　現在までのところ、本計画調査の提言に従って水力発
電所が建設される見通しはない。環境問題への関心の高
まりにより、ﾀｲ国内で新規のﾀﾞﾑを建設することは、事実
上ほぼ不可能になったというのが、EGAT当局者を含めた
関係者の共通した認識である。（1996年10月現地調査結
果）

1999.10　現在：変更点なし

案　件　名 英 Master Plan for the Pai and Chaem River
Hydroelectric Power Development in the Kingdom
of Thailand

調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 M/P／水力発電

最終報告書作成年月 1981.7

コンサルタント名 電源開発(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  成田　饒

所属  電源開発(株) 相手国側担当機関名 National Energy Administration
（NEA，国家エネルギー庁）

調 査 団 員 数 9 担当者名（職位）

現地調査期間 80.11.11～81.1.19

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  中止･消滅
1. 計画の概要
 調査目的・調査内容
　ﾀｲ政府が計画中の「ﾅﾑﾊﾟｲ･ﾁｬﾑ河水力発電開発計画」地域について、同計画の
推進に必要なﾏｽﾀｰ･ﾌﾟﾗﾝを策定し、その結果を報告書として完成することを目的
とする。
　1981年度は、国内解析作業を行って、ﾄﾞﾗﾌﾄﾌｧｲﾅﾙﾚﾎﾟｰﾄを完成し、（NEA）に
説明を行い、その後にﾌｧｲﾅﾙﾚﾎﾟｰﾄを完成して送付した。
2.結論及び勧告
　Mae Pai No.6及びMae Chaem No.5の両地点は今後F/Sを実施すべきであり、ま
たMae Pai No.1及びMae Chaem No.4の両地点も調査を引き続き推進することが
望ましいと結論され、その旨勧告した。

 提言内容の現況に至る理由

　THA005ｸﾜｲﾔｲ河上流ﾀﾞﾑ中止をきっかけに、この計画も具体化検討までに至らなかっ
た。
　なおEGATは、民営化されるのに伴い、民間独立発電業者（IPP）からの買電を増やす
予定であるが、これら民間業者は初期投資が莫大で立ち上げまで7～8年もかかるﾀﾞﾑ建
設よりも、火力発電所建設を指向している。（1996年10月現地調査結果）

 その他の状況
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2001年3月改訂

国　　　　名 タイ 予 算 年 度 55～7 報告書提出後の状況

和
バンコク市配電網近代化マスタープラン計画調査

実績額（累計） 91,036 千円
　最終報告書提出後、このｴﾘｱA,B,Cに基づいて提言の大部分が実
施されたとのことである。さらに報告書提出後の急激な需要増に
対処すべく、1986年になったMEAは需要予測の見直しを含めた本ﾏ
ｽﾀｰﾌﾟﾗﾝの見直しも実施した。また提言の実施は主にｱｼﾞｱ開発銀
行（ADB）からの借入により賄った。当時OECFは地方電化の方に
注力していた。また資金的な制約のために1)230KV送電線ﾙｰﾄの先
行手配、2)変圧器管理ｼｽﾃﾑ、3)都心部配電線の地中化は実現しな
かった。本計画調査終了後の進捗状況とを概観すると、提言に
沿っておおむね順調に実現化していると言える。
　さらに、1992年になって、MEAに電力を供給するEGATが「ﾊﾞﾝｺｸ
首都圏送電網増強計画調査(F/S)」を実施した。このEGATの“送
電網”の増強方針に伴い、MEAの“配電網”の増強も必要となっ
たことから、1993年にJICAの協力を得て「ﾊﾞﾝｺｸ首都圏配電網改
善増強計画調査(F/S)」が実施され1995年11月に最終報告書が提
出された。このMEAのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは第21次円借款で「配電網信頼性
向上事業」として取り上げられ、今後5年間で実施することが決
定している。（1996年10月現地調査結果）
1999.11現在：変更点なし

案　件　名 英 The Master Planning Study for MEA's Distribution
System in the Kingdom of Thailand

調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 M/P／送配電

最終報告書作成年月 1982.9

コンサルタント名 (株)EPDCインターナショナル

調
　
査
　
団

団長 氏名  本間　利典

所属  (株)EPDCインターナショナル 相手国側担当機関名 Sawek Palawativichai
General Manager
Metropolitan Electricity Authority
(MEA)
首都圏電力公社

調 査 団 員 数 5 担当者名（職位）

現地調査期間 81.3.2～3.22

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
　ﾀｲ国では、主にEGATが電力開発を担当してそのEGATから電力供給を受けて、ﾊﾞﾝｺｸ市とそ
の周辺ではMEA（首都圏配電公社）が、またそれ以外の地域ではPEA（地方配電公社）がそ
れぞれ配電を受け持っている。MEAでは、配電設備利用率は全域一律50％程度と極めて低く
抑えられており、この設備利用率の改善が重要な課題であった。なぜ低いのかというと、
主要な設備をすべて2重構造にし、設備の1ﾕﾆｯﾄが故障した時にはもう1ﾕﾆｯﾄで救済するとい
う考え方に起因していた。
1982年9月に提出された本計画調査の最終報告書では、配電ｴﾘｱを1ごとの「ﾒｯｼｭ」に分けて
それぞれの現状の負荷密度を調査することにより、MEA配電ｴﾘｱをｴﾘｱA,B,Cに分けた。そし
て、それぞれのｴﾘｱの特性ごとに適正な高配電設備利用率を実現すべく、必要な設備更新・
拡充の提言がなされた。
1.実施機関：MEA
2.主な提言内容
(1)設備拡充計画
　1)配電用変電所拡充計画　2)二次送電線拡充計画　3)高圧配電線拡充計画
　4)後年度の都心への供給
(2)投資計画
　20年間で総額61,840百ﾊﾞｰﾂ
(3)投資についての勧告
　1)近年度
　　設備利用率の向上、変電所用地の先行確保
　2)遠年度
　　変電所用地の有効利用、ﾀｰﾐﾅﾙ変電所用地230kv送電線ﾙｰﾄの先行手配
(4)投資に関連しての技術上の勧告
　1)近年度
　　・二次送電線にTAACを採用
　　・配電用変電所からの配電線引き出し数増加の対策
　　・低圧系統の投資提言のための変圧器管理ｼｽﾃﾑ
　　・諸統計の整備
　2)遠年度
　　・送電線、配電線地中化への新技術採用
　　・電源規模の拡大に伴う短絡容量の増大に対する対策

(1)提言の大部分が実施されつつある。
(2)しかし：230KV送電線ﾙｰﾄの先行手配
         ：変圧器管理ｼｽﾃﾑ
         ：都心部配電線、送電線の地中化
           は実施が見送られている。
           理由は、主として財務事情（資
           金不足）によるものと思われる。
(3)最近の急激な需要増に対処すべく、数多くの
計画が立案されつつある。

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
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2001年3月改訂

国　　　　名 タイ 予 算 年 度 57～59 報告書提出後の状況

和
省エネルギープロジェクト開発計画調査

実績額（累計） 206,764 千円
　国家計画、ｾｸﾀｰ計画へ組み込まれている。具体的には
省ｴﾈﾙｷﾞｰ法制定を検討する際に、その資料の一部として
使用された。また、省ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰ設立のための資料とし
て活用された。1985年4月に省ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰが設立された。
　本計画調査報告書提出後、提言はほぼ全てそのまま実
現したと言える。本調査は、調査中のOJTによる効果的な
技術移転（「その他の状況」参照）を含め、ﾀｲ側ｶｳﾝﾀｰ
ﾊﾟｰﾄから高く評価されており、そのことが次の「THA113
省ｴﾈﾙｷﾞｰ計画ｱﾌﾀｰｹｱ調査」要請につながった。（1996年
10月現地調査結果）

1999.11現在：特に新情報なし。

案　件　名 英 The Study on the Energy Conservation Project in
the Kingdom of Thailand

調 査 延 人 月 数 70.04 人月 （内現地30.28人月）

調査の種類／分野 M/P／エネルギー一般

最終報告書作成年月 1985.1

コンサルタント名 (財)省エネルギーセンター

調
　
査
　
団

団長 氏名  植　政一／新倉　隆

所属  (財)省エネルギーセンター 相手国側担当機関名 National Energy Administration
（NEA：国家エネルギー庁）
Prapath Premmani (Secretary General)調 査 団 員 数 2,8,7,7,2,7 担当者名（職位）

現地調査期間 83.1.9～2.12／83.6.26～7.30／
84.1.22～1.27／84.3.4～3.21

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
　1979年の第2次ｵｲﾙｼｮｯｸに見舞われた直後に策定された第5次5ヵ年国家社会開
発計画では、貿易赤字の縮小とｴﾈﾙｷﾞｰの輸入依存率の低減が唱われた。このよ
うな背景のもと各種の省ｴﾈ対策が立案されたが、特に工業ｾｸﾀｰにおけるそれは
重視された。しかし実施機関である当時のNEA（国ｴﾈﾙｷﾞｰ庁）はこの分野の経験
が乏しかったため、技術移転を含めて本計画調査の実施が依頼された。本調査
での提言および調査内容は次のとおりであった。
1)省ｴﾈﾙｷﾞｰ法の制定と、それに基づく各種優遇策等の実施。
2)半官半民の省ｴﾈﾙｷﾞｰ推進機関を設立し、民間企業に対する技術支援の実施。
3)6業種55工場についてｴﾈﾙｷﾞｰ診断を行い、業種別のｴﾈﾙｷﾞｰ使用合理化ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ
を作成した。

この提言に基づき、以下のとおり実現化さ
れた。
1)1992年4月に「省ｴﾈﾙｷﾞｰ促進法」が制定さ
れた。同法の骨子は、a)一定基準以上のｴﾈﾙ
ｷﾞｰを使用する工場・建物を指定工場・建築
物とし、定期的にｴﾈﾙｷﾞｰ使用状況および省ｴ
ﾈﾙｷﾞｰ計画の提出義務づけ、b)指定工場・建
築物に対するｴﾈﾙｷﾞｰ管理者の選任・届け出
義務づけ、c)省ｴﾈﾙｷﾞｰ促進基金の設立によ
る補助金支出と低利融資の実施、である。
2)半官半民の「ﾀｲ省ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰ(ECCT)」が
1985年4月に設立された。同ｾﾝﾀｰはｴﾈﾙｷﾞｰ診
断およびｴﾈﾙｷﾞｰ管理研修、広報、普及ｾﾐ
ﾅｰ、情報提供等を実施しており、ﾀｲにおけ
る省ｴﾈﾙｷﾞｰ推進中核機関として産業界で高
い評価を受けている。
3)業種別のｴﾈﾙｷﾞｰ使用合理化ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝは、
NEAの改組して発足したｴﾈﾙｷﾞｰ開発促進省
(DEDP)内のEnergy Conservation
Regulatory Divisionで活用されている。
（1996年10月現地調査結果）

 提言内容の現況に至る理由

(*)より
3.個別短期派遣専門家1989年2～7月に熱の専門家1名を3～5月に電気の専門家1名を派
遣して、工場診断技術をはじめとする省ｴﾈﾙｷﾞｰ技術の普及・推進を行った。
4.1992年10月にﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ選定確認調査団を派遣し、ﾀｲ側の要望を調査した結果、省ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ計画ｱﾌﾀｰｹｱについての必要性を認め、1993年1月に日本側へ要請した。
5.1993年4月に事前調査団を派遣し、要請内容を確認した。
6.1993年6月から1995年3月までﾀｲ王国賞ｴﾈﾙｷﾞｰ計画ｱﾌﾀｰｹｱ調査を実施した。
7.NEAは、1992年10月に機構改革により、ｴﾈﾙｷﾞｰ開発促進局(DEDP)となった。
8.1994年10月にﾀｲ王国省ｴﾈﾙｷﾞｰ調査のｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ8名を受け入れ、以下の研修を実施し
た。
(1)省ｴﾈﾙｷﾞｰ政策の的確な実施
(2)日本の省ｴﾈﾙｷﾞｰ推進税制
(3)ｴﾈﾙｷﾞｰ管理士制度
(4)ｴﾈﾙｷﾞｰ関連ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ

 その他の状況
技術移転例
1.ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄに対する現地でのOJTとしては、携行機材を使用して工場のｴﾈﾙｷﾞｰ診断技
術の指導を行った。
2.ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄの日本における研修としては以下のことを行った。
(1)日本の省ｴﾈﾙｷﾞｰ政策研修　(2)産業界での省ｴﾈﾙｷﾞｰ推進方法研修
(3)工場の省ｴﾈﾙｷﾞｰ優秀事例研修　(4)ｴﾈﾙｷﾞｰ診断機材取扱研修(*)へ続く



名
　第6次5ヵ年計画（1987～1991年
を開発政策の最重要施策として押

1985.1　 MIDI設立計画基本設計調
1985.6 　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術協力事
1985.10　無償資金協力「金属加工
1/2」E/N（10.04億円）
1986.7　 無償資金協力「金属加工
1/2」E/N（19.11億円）
1986.7 　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術協力実
1986.10-1991.9　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技
振興」実施
1991.6 　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ終了時合同評価
1999.10現在：変更点なし
2003年3月現在：1996年にMIDIは、
と発展的に改組され現在にいたっ

員

期
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国　　　　 タイ 予 算 年 度 報告書提出後の状況58～59

和 金属加工業振興計画調査 実績 83,4額（累計） 29 千円

案　件　名 英 The Study on the Promotion of
Industries in the Kingdom of 

 Metalworking
Thailand

調 査 延 27.07 人月 （内現地18.20人月）
る資料として活用され、勧告の中
議において実施されることが承認人 月 数

調査の種類／分野 M/P／機械工業

最終報告書作成年月 1985.1

コンサルタント名 (財)素形材センター

調
　
査
　
団

団長 氏名  滝　勇 石川島播磨重工業(株)

所属 (財)総合鋳物センター（現、素形材センター）相手国側担当機関名 Department of Industrial
Promotion,Ministry of Industry Pisai
Khongsamran
工業省工業振興局（工業振興局局長）
Mr.Pisal Khongsamran
工業振興局局長

担当者名（職位）調 査 団 2,1,11,2数

現地調査 間 84.1.17～1.25／84.3.21～3.29／
84.5.14～6.13／84.8.7～8.17

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
　本調査が実施された1984年当時は、恒常的輸入超過、農業依存と
持つ産業構造などがﾀｲ国経済の問題点として指摘されていた。この
ており、産業構造の高度化を模索していた。とくに、育成に長期間
業構造高度化の過程において幅広い分野の部品供給を支える金属加
た。また将来は国内での需要を満たすのみならず、諸外国への輸出
のような背景のもと、本調査は実施された。
　本調査では同国金属加工産業の実態、問題点、対応策等が検討さ
て14の振興ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑと4つの個別振興ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが提言された。14の振
制、金融、行政、人材育成、業界団体等に関する提言で構成されて
興ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとは以下のとおりであった。
　1)金属加工業振興ｾﾝﾀｰ（MIDC）の設立　（事業内容：(1)人材育
    (3)技術開発、(4)振興計画の企画調整等）
　2)新中小企業金融制度の創設（資金源：別途検討する。利率：ﾌ
　3)中小金属加工業再配置ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（特に東部臨海工業地帯の関連
    工場団地創設
　4)金属加工品の輸出市場開拓調査

(*)　より
　また融資企業に対してｺﾝｻﾙﾀﾝﾄによる経営指導も取り入れている
ﾄ（中小金属加工業再配置ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ(特に東部臨海工業地帯の関連下
創設)）については工業団地創設が工業省およびMIDIの管轄外との
でていない。ただし、ｺﾝｹﾝ、ﾁｪﾝﾏｲ、ﾁｮﾝﾌﾞﾘ等の地方都市にあるMI
をMIDIはｻﾎﾟｰﾄしているという。
　提言の中の第4ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（金属加工品の輸出市場開拓調査）に関
輸出振興局（DEP）が輸出促進業務を専管しているということもあ
査はまだ行われてないにようである。然し、MIDI加盟企業が従来の
加のみならず、海外のExhibitionに金属加工部品の出展を開始して
特にｲﾀﾘｱでのExhibition参加の成果として、金属加工部品を輸出し
月現地調査結果）

未熟な工業部門を併せ
点はﾀｲ国政府も認識し
を要するが、今後の産
工産業が重要視され
も見込まれていた。こ

れ、最終報告書におい
興ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑは法律、税
いた。また4つの個別振

成、(2)情報伝達、

ﾟﾗｲﾑﾚｰﾄ以下。）
下請工業小規模

。提言の中の第3ﾌﾟﾛｼﾞｪｸ
請工業小規模工場団地
ことで、具体的な動きは
DI類似の工業ｾﾝﾀｰの活動

しては、同じ工業省内の
り、本格的な輸出市場調
国内でのExhibition参
いるとのことである。
はじめた。（1996年10

　その後、
過程におい
要施策とし
に活用され
振興ｾﾝﾀｰ設
て、1985年
究所）設立
計画に基づ
（計約30億
ｸﾄ方式技術
た。これら
が行われた
　同ｾﾝﾀｰで
製品検査等
に人材育成
して以来、
計91ｺｰｽが実
余が受講し
業界団体が
企業に情報
き常時協議
修ｺｰｽの新設
聴取を行っ
　提言の中
創設）につ
ことである
育成ﾂｰｽﾃｯﾌ
新設され金
績があがっ
り1～2％程
な条件であ

 提言内容の現況に至る理由第6次5ヵ年計画（1987～1991年）策定
て、金属加工行振興を開発政策の最重
て押し上げるための資料としておおい
、提言の中の第1ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（金属加工行
立）が閣議で承認された。これを受け
1月にMIDI（正式名称：機械工業開発研
計画基本設計調査が実施された。その
き1985年10月と1986年7月に無償E/N
円）が締結され、1987年7月にはﾌﾟﾛｼﾞｪ
協力実施協議（R/D交換）が実施され
の経過を経て1985年5月に同ｾﾝﾀｰ開所式
。
は提言に基づき人材育成、ｾﾐﾅｰ開催、
のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑが活発に実施されている。特
については1988年に22の研修ｺｰｽを実施
1995年にはCADやCNC操作ｺｰｽ等を新設し
施された。過去8年間で述べ1万1千人
たことになる。また同ｾﾝﾀｰ内には2つの
事務所を構え、業界誌を発行して会員
提供をする一方、MIDIの事業内容につ
しているとのことである。ちなみに研
についてもこれらの業界団体から意見
ている。
の第2ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（新中小企業金融制度の

　MIDI設立以外は、本計画調査のｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄである工業省産業振興局
ないとのことで実現が遅延している提言がある。

（追加・情報）
　上記の4個別ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ以外に最終報告書で提言された14の振興ﾌﾟﾛ
進法等の制定について見ると、伝統的に新規立法は極めて困難との
小企業関連法創設については1988年に実施された「工業分野振興開
提言されたが進展はなかった。さらにその後1993年に実施された「
業）調査(THA114)」でも再び同じ提言がなされたが、やはり進展は
企業基本法が未だにないことが、効果的かつ整合的な中小企業施策
なっているとの分析もある。この分析とほぼ同様の認識を工業省も
にある以上、如何ともし難いというのが現状であるとのことである
　また大学における金属加工関連学科の拡充新設も提言されたが、
ないとのことである。大学におけるｶﾘｷｭﾗﾑについてはﾀｲ国文部省の
がなっていたとしても工業省および本計画調査とは関係ないとのこ
独自の研究ｺｰｽがあり、このｺｰｽの講師として大学教授を招くことが
　また税制措置による創始産業への投資促進、および金属加工品の
資材輸入の関税等の免除・減免等の税制優遇措置が提言されている
（1996年10月現地調査結果）

 その他の状況
いては、工業省およびMIDIの管轄外の
。1985年にOECF融資を受けた中小企業
ﾟﾛｰﾝ（正式名称：IFCTローン(Ⅰ)）が
属加工業の融資対象業種に指定され実
ている。金利はﾀｲ国の民間通常融資よ
度低く、返済期間等についても緩やか
る。(*)へ続く

金属加工センター（MIDI)は、JICA開発調査「工業分野振興開発計画
の提言を受けて発展的に「裾野産業振興センター（Bureau of Supp
BSID)」(DIP傘下）へと改組された。その一環でプラスチック部門の
NEDOのアジア経済構造改革促進研究協力によりプラスチック射出形
ン）2機と附属機器が供与され、技術指導がおこなわれた。1999年7
技術協力（1999～2004）としてプラスチック金型製作（訓練用）機
派遣に合意。日本人専門家の派遣を2004年末まで実施する予定。　
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2001年3月改訂

国　　　　名 タイ 予 算 年 度 60～61 報告書提出後の状況

和
ナムユアム川流域水力発電開発計画調査

実績額（累計） 171,983 千円
「ﾅﾑﾕｱﾑ川流域水力発電統合開発計画調査」として、電源
開発(株)がF/Sを実施し、1990年度に終了した。
この中で、Nam Ngao(140MW)、Mae Lama Luan(240MW)の2
つの発電所の統合開発計画が提案された。

1999.10　現在：変更点なし

案　件　名 英 Master Plan Study on Nam Yuam River Basin
Hydroelectric Power Development Project in
Thailand

調 査 延 人 月 数 59.85 人月 （内現地22.50人月）

調査の種類／分野 M/P／水力発電

最終報告書作成年月 1987.3

コンサルタント名 電源開発(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  高島　康夫

所属  電源開発(株) 相手国側担当機関名 タイ国発電公社
Sommart Boonpiraks (Director)
Payak Ratnarathorn (Chief)
Prasit Srisaichua (Asst. chief)

調 査 団 員 数 12 担当者名（職位）

現地調査期間 85.7.0～87.3.0

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  中止･消滅
提言の内容：本ｽﾀﾃﾞｨによって浮上した地点はﾕｱﾑ川支流ﾇｶﾞｵ川に位置するMae
Ngao地点であって、F/Sの実施と追加調査工事を勧告している。
提言の概要：
・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：ﾀｲ国西北部ｻﾙｳｨﾝ川水系ﾕｱﾑ川上流域
・総事業費   ：3.833.4百万B（うち外貨分1.874.3百万B）
               （1B=6円）
・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ範囲：ﾀｲ国西北部ｻﾙｳｨﾝ川ﾕｱﾑ川上流息において、9つの候補地点
                地点より、4つの主要ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを選定し詳細な検討を実施。

                       Mae        Mae       Mae       Upper
                       Ngao       Rit       Rit 2a    Yuam 1
　ﾀﾞﾑ高さ(ｍ)          114        87         38         62
　貯水量(MCM)          661.2      85.7        3.2      421.4
　有効落差(ｍ)          82.5      68.5      126.9       41.0
　使用水量(Cms)        166.2      41.2       10.4       53.0
　設備容量(MW)         116.9      24.0       11.2       18.5
　年間発生電力量(GWh)   245.2      61.5       43.6       54.46
　建設費10MB           3.373      1.273      698        1.791
　B/C10MB             1.305      0.82       0.858      0.503

F/S THA104を実施（1990年3月終了）  提言内容の現況に至る理由

　提言内容に基づきF/S調査（THA104を参照）が実施され、1990年3月に最終報告書を
提出した。その後、ﾀｲ国の法律で義務づけられた環境影響評価調査を1991年から1994
年までの予定で実施した。しかしその実施中に、ﾀｲ政府が環境保護のため北緯18度以
北での水資源開発を事実上凍結するとの方針が内々に伝えられたため、この計画およ
び上位計画である本ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝの実現は断念されるに至った。ﾀｲ国政府は1995年に正式
にこの18度以北規制方針を閣議決定した。この閣議決定によりﾀｲ国内での新規水資源
開発は事実上ほぼ困難となったと認識されている。（1996年10月現地調査結果）

 その他の状況



名
無償資金協力
・「工業標準化・工業計量試験ｾﾝ

　　1989.7.　　15.94億円

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術協力
・「工業標準化私権研修ｾﾝﾀｰ」（
　専門家派遣　44名、ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ受
　機材供与　106057千円

1994年6月に最終評価ﾐｯｼｮﾝが派遣
月末日を以って協力期間は満了し
果）

員

期
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国　　　　 タイ 予 算 年 度 報告書提出後の状況61～62

和 工業規格・検査・計量制度振興計画調査 実績 95,09額（累計） 6 千円

案　件　名 英 The Study on the Development 
Industrial Standardization, T
Metrology in Thailand

Programmes of 調 査 延 54.50 人月 （内現地15.50人月）
　　1988.11.　　26.48億円
・「工業標準化・工業計量試験ｾﾝ人 月 数

esting and
調査の種類／分野 M/P／その他

最終報告書作成年月 1987.11

コンサルタント名 (財)日本規格協会

調
　
査
　
団

団長 氏名  柿沼　幹二 (財)日本品質保証機構

所属  (財)日本規格協会理事 相手国側担当機関名 タイ国工業省工業標準局（TISI）
Kanya Sinsakul (Director)
タイ国科学技術研究所
Siri Nandhasri (Director)

担当者名（職位）調 査 団 14数

現地調査 間 87.2.25～3.26

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
　本計画調査は、工業製品の規格・基準および認証制度の振興を図
業製品の品質を改善して国際的競争力を高め、輸出振興およびﾀｲ国
に負けずにｼｪｱを維持すること等を目的として実施された。この規
の振興は第6次5ヵ年計画でも重要な施策として位置付けられた。こ
（MOSTE）所管の公益法人ﾀｲ国家科学技術研究所（TISTR）より試験
力向上に関する調査要請が出された一方、工業省工業標準局（TIS
機能向上のための試験所および試験器材の無償資金協力要請が出さ
およびその後の事務ﾚﾍﾞﾙ協議の末、両要請を一本化し、開発調査の
び試験・検査・計量制度の振興ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ調査を実施することでJIC
合意し、1987年12月に最終報告書が提出された。最終報告書ではﾀ
合的な分析を行い、17の問題点を明らかにしたうえで18振興ﾌﾟﾛｸﾞ
らに加えて2ｾﾝﾀｰ設立ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを詳細に提言している。

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：　ﾊﾞﾝｺｸ市内または近郊の閑静な場所

総 事 業 費 ：　44.6億円（うち外貨分7千万円）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ範囲：(1)研究開発における試験
              (2)標準の確立と計量校正ｻｰﾋﾞｽの充実
              (3)工業規格に基づく試験
              (4)工業標準化、品質管理に関する研修

ることにより、ﾀｲ国工
内市場において輸入品
格・基準および認証制度
れを受け、科学技術省
・計量・校正ｻｰﾋﾞｽの能
I）からも工業規格試験
れた。結局、年次協議
枠内で工業標準化およ
A、TISTR、TISIの三者が
ｲ国工業規格に関する総
ﾗﾑを提言している。それ

「工業標準
「工業計量
については
E/N（建物建
ｸ市郊外ﾊﾞﾝ
設立された
　その後、
ﾀｰ」に対し
(5年間)し、
心に技術移
家派遣(長期
機械保守(約
材の修理・
するﾌｫﾛｰｱｯ
ﾝﾀｰには「電
学」「建設
験室があり
普及を支援
の試験器材
ており、高
　一方後者
は、ﾌﾟﾛ技は
れた。（19
従来縦割り
試験所を分
車、ISO認証
合する産業
も分野別統
ISTTCからの

 提言内容の現況に至る理由化・試験・研修ｾﾝﾀｰ」(TISI管轄)と
・試験ｾﾝﾀｰ」(TISTR管轄)の2ｾﾝﾀｰ設立
実現した。1988年11月と翌1989年7月に
設および機材供与）が締結され、ﾊﾞﾝｺ
ﾌﾞｰ工業団地内に隣接して二つのｾﾝﾀｰは
。
前者の「工業標準化・試験・研修ｾﾝ
、5年間のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術協力を実施
標準化・品質管理、試験の2分野を中
転が行われた。ﾌﾟﾛ技の内容は主に専門
12名、短期21名)、ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ(23名)、
94,000千円)であった。その後、同機
保守管理指導に必要な資材の選定に関
ﾌﾟ(修理班派遣)も行われている。このｾ
気電子」「機械」「工業材料」「化
材料」「食品・農業製品」の6分野の試
、それに加えて民間企業内での試験の
する研修課がある。どの試験室も最新
を先進国（主に日本）から随時調達し
い試験制度を実現している。
の「工業計量・試験ｾﾝﾀｰ」に関して
実施されず、個別専門家派遣が派遣さ
96年10月現地調査結果）
で存在していた政府機関の付属機関・

　本調査の結果を踏まえ、提案業務を担当している工業省工業標準
成を通じて工業製品の品質管理を強化し、それらの品質向上を図る
資金協力により工業標準化・試験・研修センター及び工業計量・試
に必要な資金が供与された。その後、同機材の修理・保守管理指導
ﾛｰｱｯﾌﾟ（修理班派遣）も行われている。
また、工業標準化・試験・研修ｾﾝﾀｰに対しては、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術
管理・試験の2分野を中心に技術移転が行われた。（1996年10月現地

(*)
特に電気試験分野については、ISTTCの近くに新たな試験所を建築中
する予定。化学分野は、当面ISTTCに残る。現在、TISIの付属機関と
（製品試験）は、各Instituteにその試験分野が移管された後は、T
うになる。（1998年10月調査時点）
1999年工業省の産業構造改革ﾌﾟﾗﾝに基づき、電気試験分野は電気・
立。自動車分野は自動車ｲﾝｽﾃｨﾃｭﾄ(TAI)として独立した。その他ｻﾌﾞ
産業毎に半民間組織形態によって当該分野での活動が行われている

変更点なし（2003年2月現地調査結果）

 その他の状況
野別（食品、繊維、電気、電子、自動
等）のInstitute（民間）に分割・統
構造改革ﾌﾟﾗﾝが進行しており、ISTTCで
合に沿って、自動車、電気試験分野の
分離を準備中である。(*)へ続く

　ｱｲﾛﾝ、冷蔵庫、蛍光灯、鉄鋼棒、電線といった製品についての性
されるが、電気電子関連および自動車関連の部品（いわゆる裾野産
いては現在までのところ対象外のようである。しかしこの種の裾野
は高まっており、TISIが対象とする製品の範囲を従来の概念を超え
（1996年10月現地調査結果



員

期

1)提言に沿って、現地に、事業主
れた他、ｻｰﾋﾞｽ施設についても充実

同工業団地の区画はゾーン１、ゾ
としても成功している工業団地の
月現地調査結果）

調 査 延 人 月 数

名
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国　　　　 タイ 予 算 年 度 報告書提出後の状況62～63

和 ラムチャバン工業基地開発計画調査 実績 121,2額（累計） 33 千円

人月案　件　名 英 The Study on the Leam Chabang
Industrial Promotion in the K

, EPZ/GIE
2)ほぼ分譲が終了し、主要な企業
1999.10現在：特に変更点なし

ingdom of Thailand
調査の種類／分野 M/P／工業一般

最終報告書作成年月 1989.1

(財)日本立地センターコンサルタント名

調
　
査
　
団

団長 氏名  飯島　貞一

所属  (財)日本立地センター常務理事 相手国側担当機関名 東部臨海開発委員会事務局

担当者名（職位）調 査 団 20数

現地調査 88.5.16～10.20間

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
　ﾀｲ政府は1982年に世銀融資を得て、ﾗﾑﾁｬﾊﾞﾝ工業団地を含む東部
した。同ﾌﾟﾗﾝは大規模な産業基盤と国際的な物流拠点をﾊﾞﾝｺｸ首都
方分散をはかることを目的とした、ﾀｲ国内における大規模工業団地
た。その後1985年から1991年頃にかけて、OECF融資によりﾗﾑﾁｬﾊﾞﾝ
備が行われた。1988年、このﾗﾑﾁｬﾊﾞﾝ工業団地の一応の完成を目前
定・企業誘致・工業団地運営等についての指針を提供するため本調
うち入居企業選定のために、2段階の選定基準案を策定し提示した
ｹﾞﾃｨﾝｸﾞ･ｸﾗｲﾃﾘｱの2枚の企業選定評価ｼｰﾄ）。また本調査のそのほか
である。
- 効率的ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ活動の実施
- 投資ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞの改善
- IEATの組織改正（Policy Coordination Section等の創設）
- 各種新施設の建設
- 工場立地手続の簡略化
- IEATの入居企業の維持管理業務分担の明確化
- 中小企業団地の設立　等

臨海開発ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝを作成
圏以外の地域に形成し地
開発の先駆けであっ
工業団地の過半のｲﾝﾌﾗ整
に控えて、入居企業選
査が実施された。その
（ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ･ｸﾗｲﾃﾘｱとﾀｰ
の提言は以下のとおり

1996年度現
物である2枚
されている
定基準の参
　「効率的
の概要・投
日本語、英
に役立てて
　「各種新
得て技術者
ある。既に
ﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ｽｸ
内にも建設
特筆すべき
を集積した
けたことで
ﾊﾞﾝｺｸとのﾃ
　「工場立
隣諸国にお
1.2年である
ていた。こ
認可が通知
設され最終
大幅に改善
　「中小企
めの施策は
ｾﾝﾌﾞﾘｰ企業
日系中小部
る。しかし
本中小部品
年10月現地

 提言内容の現況に至る理由地調査によれば、本調査の主たる成果
の企業選定評価ｼｰﾄ(案)はかなり活用
という。提案された評価項目も企業選
考にされている。
ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ活動の実施」は、本工業団地
資ﾒﾘｯﾄを説明するﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ、ﾋﾞﾃﾞｵ等を
語、中国語、ﾀｲ語で作成して企業誘致
いる。
施設の建設」は、まずｵｰｽﾄﾗﾘｱの協力を
学校が工業団地内に新設される予定で
進出企業の社員の子弟教育のためにｲﾝ
ｰﾙが開校されており、将来は工業団地
予定。通信回線は準じ増設中であり、
会議場とそれに付随する最新通信設備
Global Access Centerという区画を設
ある。ここからは通信回線により首都
ﾚﾋﾞ同時会議が可能。
地手続の簡略化」は報告書のなかで近
ける工場立地申請手続きの平均が1～
ことが指摘され、この短縮が提言され
の提言を受け、進出申請から進出の内
されるまで約25日間、実際に工場が建
的な工場操業許可がでるまで約3ヵ月と
されている。

　当財団に、企業ｱﾝｹｰﾄのその後の反応として、企業等からの問合わ
相手側にも紹介等の連絡を行った。
　その後、日本立地ｾﾝﾀｰ職員が現地へ出向き、事業進捗状況を確認
る。また港湾、道路等ｲﾝﾌﾗ事業、経済環境が改善されたことで、予
わかった。

2003年2月時点でラムチャバン工業団地の区画は、JICAのM/Pの支援
同工業団地は第１ゾーンと、1995年に開発・拡張された第2ゾーンか
般工業用の団地としており、第2ゾーンはプロセッシング（処理）を
となっている。第２ゾーンも開発後2年程で完売した。タイ国第2国
関連の企業も多く同工業団地に誘致されている。この工業団地もIE
の１つとのことである。（2003年2月現地調査結果）

 その他の状況
業団地の設立」については特にそのた
実施していないが、進出した日系大手ｱ
が国産化率引上政策に対応して系列の
品ﾒｰｶｰを同工業団地内に進出させてい
提言が本来狙ったﾊﾞﾝｺｸ周辺からのﾀｲ資
ﾒｰｶｰの移転は、ほとんどない。（1996
調査結果）

- ﾗﾑﾁｬﾊﾞﾝ工業団地営業開始直前にｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄの研修が日本において
支援制度等の検討が進んだ。
- 1996年からの第8次5ヵ年計画でのﾗﾑﾁｬﾊﾞﾝ工業団地関連の投資必要
調達予定先については明らかではない。
- 東部臨海工業地帯における第2の国際港は、ｳｰﾀｰﾊﾟｵ（地名）に建
（1996年10月現地調査結果）



名
報告書の内容を検討して今後の進
言実現はない。

施は難しかったと考えられる。し
合理的使用に関する独立のｾﾝﾀｰ設
建設予定地ﾁｮﾝﾌﾞﾘ）が決まってお
現する可能性がある。その計画に
入を検討中とのことである。これ
転計画を提出させ、あらかじめ定
付与し工業用地下水を供給するが
という計画である。現在そのｾﾝﾀｰ
るが、このほかにも調査体制の充
また、このｾﾝﾀｰ計画立案には本報
る。またｾﾝﾀｰ運営開始時には個別
とであった。（1996年10月現地調

 調査報告書の提言を受けて、工業
が実施されている。今までの成果
に完成予定とのことである。（20

員

期
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国　　　　 タイ 予 算 年 度 報告書提出後の状況61～63

和 工業用水合理的使用計画調査 実績 198,3額（累計） 64 千円

案　件　名 英 The Study on the Effective Us
Water in the Kingdom of Thail

e of Industrial 調 査 延 71.60 人月 （内現地21.70人月）
　以上、提言内容を実施するには
局）の体制（人員、組織等）、予人 月 数

and
調査の種類／分野 M/P／工業一般

最終報告書作成年月 1989.3

コンサルタント名 共同事業体：代表

調
　
査
　
団

団長 氏名  橋本　尚人 (財)造水促進センター

所属  (財)造水促進センター 相手国側担当機関名 Pisal Khongsamran
Director-General
Industrial Works Department Minitry of
Industry　工業省
(2003年現在：Mrs. Nongnuch Ingkhawara,
Director, Industrial Water Technokolgy
Institute, DIW, MOI)

担当者名（職位）調 査 団 10数

現地調査 間 87.10.12～12.10
88.7.14～7.28

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
　本調査は、ﾊﾞﾝｺｸでの地下水くみ上げにより近年深刻化している
する工業用水需要に対処するため実施された。提言として以下の事
1)合理化普及ｾﾐﾅｰ開催による技術指針の普及・徹底
2)量的・地域的に対象工場を拡大しての工場調査の実施
3)適当な工場を選び合理的使用設備を付与して合理化の効果を実証
　（「ﾃﾞﾓﾝｽﾄﾚｰｼｮﾝ･ﾌﾟﾗﾝﾄ」構想）
4)巡回指導による技術指針の実現
5)個別工場の要望時応じた専門家派遣による技術指導
　これ以外に報告書内で税制・金融制度の優遇措置、法制度の充実
の値上げ等を提言。

地盤沈下懸念および増大
項が挙げられた。

して周知する。

、工業向け地下水料金

　本調査実
施された（
民間企業が
じての開催
後開催され
的に拡大し
ない。「ﾃﾞ
はないが現
専門家派遣
はない。た
遣を要請中
　税制・金
本部局の管
ない。工業
おり、1988
き上げられ
る。ただし
抑制を意図
い。（1996

その後、調
等を元に、
調査が進め
工業省DIWが
がら調査を
場の協力を
た実証的調
工、テキス
ある。2001
詳しい調査
会、ワーキ
ており、20
2月現地調査

 提言内容の現況に至る理由施中に合理的使用に関するｾﾐﾅｰが2回実
1回は官公庁・大学等が対象で、1回は
対象）。ただしこのこれらのｾﾐﾅｰに準
を提言された合理化普及ｾﾐﾅｰが、その
たという情報はない。また量的・地域
た工場調査の提言もその後実現してい
ﾓﾝｽﾄﾚｰｼｮﾝ･ﾌﾟﾗﾝﾄ」構想は詳細は定かで
在部内で検討中。巡回指導・個別工場
についても特に進展しているとの情報
だしこの提言を受けて日本に専門家派
。
融措置および法制度の充実については
轄外のこともあり、特段検討されてい
向け地下水料金の値上げは実施されて
年の1.5ﾊﾞｰﾂ/立方ﾒｰﾄﾙから段階的に引
現在は3.5ﾊﾞｰﾂ/立方ﾒｰﾄﾙとなってい
、この段階的値上げが地下水くみ上げ
して実施されたものかは明らかではな
年10月現地調査結果）

査を通して技術移転を受けた調査手法
バンコック東部において5分野にわたり
られた。1999年から2001年にかけて、
中心となり大学等にも協力を依頼しな

 その他の状況
実施。４業種に絞り込み民間企業28工
受けて合理的な工業用水の利用に向け
査が進められた。この4業種は、食品加
タイル、ゴム等の水を多く使う業種で
年からはさらに15工場に絞込みさらに
を実施している。2002年からは委員
ンググループにより調査結果をまとめ
03年3月に報告書を完成予定。（2003年
結果）

　この調査では工業用水のくみ上げだけを問題としているが、飲料
考察がないため、地盤沈下と地下水くみ上げに関する包括的な調査
とも言える。かりにこの地盤低下の問題に本格的に取り組むとする
とを検討せねばならないかもしれない。ちなみにﾊﾞﾝｺｸ市は毎年2.5
（1996年10月現地調査結果）



査
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200
国　　　　名 タイ 予 算 年 度 62～2 報告書提出後の状況

和 サムットプラカン工業地区大気汚染環境管理計画調査 実績 334,671額（累計）
　本調査以降、MOSTE内で公害管理局は着実に拡
ら80人となった。また職員を対象としたｾﾐﾅｰや
後開催され、大学の環境関連学部の協力も得つ
る。省ｴﾈの啓蒙活動については、産業界に対し
ている他、ｴﾈﾙｷﾞｰ供給側のEGATがかなりの予算
実施している。以上が各提言の実現状況である
捗状況を概観すると、短期・長期にわたるほぼ
化していると言える。またその提言実現により
数値は着実な改善を示している。それに加えて
害ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ･ｾﾝﾀｰが既に設置され測定業務を行っ
調査結果)以上のように、従来型の排気ｶﾞｽに関
いては着実な進展を見せているが、ﾀｲ国では規
発性有機化合物(VOCs)による各地の工業地区に
染が深刻化している。特に、近隣小学校の移転
がれている。このような状況下で、通商産業省
ﾛｼﾞｪｸﾄとして、VOCs汚染調査法に関する研究協
く

案　件　名 英 The Study on the air quality managem
for the Samut prakarn industrial dis
Kingdom of Thailand

調ent planning 延 人 月 78.78 人月 （内現地26.92人月）数

調査
trict in the

M/P／その他の種類／分野

最終報告書作成年月 1991.1

コン (社)産業環境管理協会サルタント名

調
　
査
　
団

団長 氏名  山田　剛

所属  (社)産業環境管理協会 相手 Office of National Environment Board
(ONEB)
Mr. Sangsant Panit (Acting Chief of
Air and Noise Section)
Dr. Supat Wang Wong Watana
(Environment Officer)

国側担当機関名

調 査 団 員 2/10/7/1/9/1/1/6数 担当者名（職位）

現地調査期間 87.12.14～12.20／88.1.6～2.2／
88.3.3～3.27／88.4.24～5.5／
88.7.4～7.28／88.9.11～9.21／
88.11.13～11.23／89.1.17～1.28

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
　本計画調査が要請された当時、ｻﾑｯﾄﾌﾟﾗｶﾝ工業地区の3分の1にあ
に2,500余の中小工場が操業していた。これに加え、近隣のﾁｬｵﾌﾟ
うﾌｪﾘｰﾎﾞｰﾄ(1,300台/日)からの廃棄ｶﾞｽ、および新設された高速道
ｶﾞｽが加わり、この地区の大気汚染は既に深刻なものであった。今
り3分の2にﾊﾞﾝｺｸ周辺からの工場移転が見込まれ、更なる大気汚染
されていた。
　このような背景のもと本調査は実施され、同工業地区における
質・排出源・排出量の測定等を行った後、改善策の検討、ﾀｲ経済
の分析、現行の行政組織・法体系に関する分析を行っている。こ
析を踏まえ、1991年1月の最終報告書で短期と長期に分けた提言が
期では、

1)本調査で行われたｻｰﾍﾞｲの継続的実施
および
2)ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ･ｼｽﾃﾑの拡充が提言された
長期では
3)環境管理基本法の制定
4)工場への排出規制の実施
5)環境基準の見直し
6)行政組織の改編・拡充
7)職員の訓練
8)省ｴﾈ啓蒙の実施等が提言された

たる敷地で既
ﾗﾔ川を行き交
路からの廃棄
後、敷地の残
の悪化が懸念

大気汚染物
に与える影響
れらの現状分
行われた。短

　この短期の提言を
れたのと同様のｻｰﾍﾞ
る。さらに報告書が
MOSTEは同省の通常予
ﾑの全面的刷新を行っ
　また長期の提言の
ついて見ると以下の
　ﾀｲ国では、同国国
ど新規立法が難しい
混乱からﾃｸﾉｸﾗｰﾄのみ
が設立した1991年か
従来審議が遅延して
案が設立した。公害
「Enhancement and 
National Environme
経って、突然1992年
の法案には首相自ら
が影響したようであ
基づいて、環境基準
の排出規制権限等が
付与され、公害対策
化が進展して今日に
法律を根拠として、
害の苦情を受けて調
を同じMOSTE内のInd
Departmentに報告し
場に改善命令等を出
(1996年10月現地調査

 提言内容の現況に至る理由受けて、本調査で行わ
ｲが毎年実施されてい

(*)より
　このﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでは、ﾄﾘｸﾛｴﾁﾚﾝなどの5種のVOCsを対象にして、ある工業
地下水汚染、大気汚染の調査手法の技術移転、これの物質の使用・管理
れる。これらの結果を踏まえて、今後は、汚染調査の実態、修復などの
(1997年8月現在)
　また、1998年度の同ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとして、Map Ta Phut工業団地をﾓﾃﾞﾙ対象
大気拡散ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝｿﾌﾄの供与を行った。ｻﾑｯﾄﾌﾟﾗｶﾝﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでは、大気拡
し(ﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝを含む)、その取り扱いに関する技術を移転することにより
大気拡散ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝがﾀｲ国独自で行えるようになった。またｻﾑｯﾄﾌﾟﾗｶﾝ地区
ｼﾞｪｸﾄ下で大気汚染関連の工場診断を行った。(1999年10月現在)
この他、タイ国自らが、公害防止やエネルギー使用合理化のための体制
整えるために1999年から我が国の工場立ち入り検査制度、公害防止管理
理者制度を参考にし、日本の制度にあるような国家試験や資格認定講習
スーパーバイザー制度を構築し、制度の運用を2003年から始めることと
省経済協力局技術協力課並びに日本貿易振興会による）

2002.3現在：新情報なし。
2003.3現在：新情報なし。

提出された1991年に、
算によりﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ･ｼｽﾃ
た。

それぞれの実現状況に
通りである。
家の伝統とも言えるほ
。しかし主要政党間の
で構成されたｱﾅﾝ内閣

ら1992年にかけては、
いた数多くの有力な法
対策基本法である
Construction of
ntal Act」も10年近く
に国会を通過した。こ
の後押しがあったこと
る。その後この法律に
の見直し権限や工場へ
この公害管理(PCD)に
行政の大幅な充実・強
至っている。またこの

 その他の状況公害管理局(PCD)が公
査を実施し、調査結果
ustrial Work
この部局が調査対象工
す仕組も整備された。
結果)

　今後は地方にも同様のﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ･ｾﾝﾀｰを拡張していく方針で、来年中に
る。ｻﾑｯﾄﾌﾟﾗｶﾝ地区での本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄはこれらﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ･ｾﾝﾀｰの設置とﾈｯﾄ･ﾜ
(1996年10月現地調査結果)
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2003年
国　　　　名 タイ 予 算 年 度 62～2 報告書提出後の状況

和 工業分野開発振興計画 実績額（累 476,797 千円計）
　MIDIの機能強化については、設立当初
は約90にまで充実しており、業界段階機
手・外資企業と独立中小企業との「縁結
門家招請の実施等、提言に沿った内容が
ﾃｷｽﾀｲﾙ、ｶﾞｰﾒﾝﾄ産業のTID及び木製家具の
ており、また陶磁器産業の「ﾗﾝﾊﾞﾝｾﾗﾐｯｸｾ
立された。ただし、玩具産業の「玩具産
動きはない。中小企業法等の制定につい
りその国会では伝統的に新規立法は極め
　BOI投資奨励業種としての認定について
型加工、ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ加工、陶磁器(ｾﾗﾐｯｸ)等
投資が主たる対象である。
　付加価値税(VAT)はその後導入された。
のBOI認定企業並み税制・関税優遇措置に
が望まれているところである。また各種
ては、ﾃｷｽﾀｲﾙについて原材料の輸入関税免
る。(**)へ続く

案　件　名 英 Study on Industrial Sector Development 調 人月月 数

調 の種類／分野 M/P／工業一般

最 報告書作成年月 1990.10

コ サルタント名 日本貿易振興会

調
　
査
　
団

団長 氏名  井上　朗 日本鋼管(株)

所属  日本貿易振興会 相 国側担当機関名 Department of Industrial Promotion
工業省　工業振興局

調 査 団 員 13数

現地調査期間 88.1.31～3.31(12)／88.6.1～6.15(11)
88.11.1～12.20／89.3.7～3.26(計20)
89.11.1～12.20(11)／90.6.11～6.30(11)

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
　輸出拡大から取り残された中小企業、また輸出産業を支えるべき金型加
業でもそれに対応できていない中小企業が7業種を対象に本計画調査は実
産業、玩具、木製家具、ﾃｷｽﾀｲﾙ、ｶﾞｰﾒﾝﾄ、ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ加工品、陶磁器)。この
業育成および輸出振興のための総合ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを策定。
<行政組織改編>
　金型産業については、工業省工業振興局(DIP)と商工省輸出振興局(DEP
連携を提言。また工業省内に「資料・情報ｾﾝﾀｰ」の設立を提言。
　他6業種についても、DIPとDEPとの政策調整・連携を提言。またﾌﾟﾗｽﾁｯ
ではとくに政府部内に「政策担当ﾕﾆｯﾄ」(振興案作成実施、民間団体との
関係機関との調整)の設立が新しく提言されている。
<公的ｻｰﾋﾞｽ機関設立>
　金型産業についてはMIDIの機能強化を提言。具体的には専門家の招請、
強化、OJT、情報提供、学会の組織・運営、国内技術交流(大手/外資企業
の推進等である。
　他6業種については、玩具で「玩具産業振興機関」が詳細に提案されて
ｶﾞｰﾒﾝﾄ、木製家具では既存のTID及びFIDCの強化が提言されている。また
ﾝ･ｾﾗﾐｯｸ･ｾﾝﾀｰ」設立が詳細に提案されている。
<法整備・政策的配慮>
　金型産業では「中小企業省」の早期制定・施行が提言されている。加え
のBOI投資奨励業種への指定が提言されている。
　他6産業はBOI投資奨励業種としての認定あるいは弾力的運用を求めてい
<税制・関税措置>
　金型産業では負付加価値税の早期導入(当時政府内で検討中)が提言され
並み税制・関税優遇措置に加えて金型生産用機械の輸入関税免除が提言さ
　他6産業では玩具、プラスチック加工、陶磁器では生産機械の輸入関税
いる。他6産業では玩具、ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ加工、陶磁器では生産機械の輸出関税免
ﾒﾝﾄ、ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ、陶磁器では原材料の輸入関税免除が提言されている。木製
輸出税の引き下げが提言されている。
<金融措置>
　金型産業ではﾂｰｽﾃｯﾌﾟﾛｰﾝの導入が提言されている。加えて既存の制度金
(IFTC,SIFO)の積極活用と、中央銀行輸出ﾘﾌｧｲﾅﾝｽ制度の信用枠拡大・優遇
利に連動)が提言されている。また中小輸出業者のための輸出信用保証機
　他6産業では6業種とも既存の制度金融の適用が提言されている(*)へ続

工品など裾野産
施された。(金型
7業種について産

)との政策調整・

ｸ加工品、陶磁器
協力、情報整備、

金型研修機能の
と独立中小企業)

いる。ﾃｷｽﾀｲﾙ、
陶磁器では「ﾗﾝﾊﾞ

て「金型加工」

る。

た。BOI認定企業
れている。

免除が提言されて
除、ﾃｷｽﾀｲﾙ、ｶﾞｰ
家具ではﾊﾟﾗｳｯﾄﾞ

融機関
金利設定(市中金

関の新設も提言。
く

(**)より   1992年に円
(1992.9.14調印、343.
業金融公社とｸﾙﾝﾀｲ銀行
に対して優遇金利の中
業ではThai Mot and D
Foundry Industry Ass
設立され、双方ともMI
業界誌を発行している
ﾗｽﾁｯｸ産業についてはT
Forumが約100社の参加
　1989年以降、工科系
設が相次いでいる。し
振興ｾﾝﾀｰ)とFIDC(家具
産業振興局管轄の公的
いる場合には、そこで
ているとのことである
は労働省の管轄とのこ
は現在までのところ検
業、ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ加工、家具
日系企業との合弁事業
し、海外市場調査や輸
戦略に関する事項は工
(DEP)の管轄とのことで
えられていない。(199

 提言内容の現況に至る理由借款「AJDFｶﾃｺﾞﾘｰB」
75億円)が供与されﾀｲ産
を通じてﾀｲの中小企業

長期資金を付与。金型産
ie AssociationとThai
ociationの2業界団体が
DIの協力を得て定期的に
とのことである。またﾌﾟ
hai Electral Plating
を得て設立された。
大学の新設、工学部の増
かしMIDI(金型機械産業
産振興ｾﾝﾀｰ)等の工業省
ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰが設立されて
職業訓練ｺｰｽを充実させ
。また資格制度について
とで、工業省産業振興局
討していない。金型産
等の分野においては、

がかなり見られる。ただ
出ﾐｯｼｮﾝの派遣等の輸出
業省内でも輸出振興局

　本計画調査は産業振興と輸出振興をｾｯﾄで検討し、法律、税制、関税、金融
提言がなされているにも関わらず、報告書が提出されたｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄは当然なが
あった。このため、産業振興局に権限のない分野の提言については実現が遅
(*)より
<業界団体関連>
　金融産業では金型ﾒｰｶｰの業界団体「金型工業会」の設立と定期的「金型情
る。他6産業では、業界団体は既にあったが、ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ加工では一歩進んで、
成る「ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ産業連絡会」の常設が提言されている。
<人材育成>
　金型産業ではMIDI,King-Monkhut工科大学、金型工業会共同の金型工緊急養
が提言されている。加えて学校職業教育における金属加工業関連学科の規模
る。また資格制度の設備も提言。
　他6産業では玩具、陶磁器は提言された独立機関での研修を提言。ﾃｷｽﾀｲﾙで
学校の充実、ｶﾞｰﾒﾝﾄでは既存研修の拡充がそれぞれ提言されている。ﾌﾟﾗｽﾁｯ
設が提言されている。
<その他>
　金型産業では金型産業外国ﾒｰｶｰの誘致と合弁企業の推進が提言されている
外市場調査、見本市の開催、輸出ﾐｯｼｮﾝの派遣、外貨の投資・合弁誘致等が提

 その他の状況、進捗状況の詳細は捉
6年10月現地調査結果)

　ﾀｲでは伝統的に省庁間の協力関係が希薄であると言われているが
でも見られ、本計画調査のｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄである工業省工業振興局(DIP
政策・連携は実施されておらず現在でも模索されていないとのこと
果)
2002.3現在：変更点なし
2003.2現在、変更点なし。（2003年2月現地調査結果）
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2003
国　　　　名 タイ 予 算 年 度 3～5 報告書提出後の状況

和 悪臭防止管理計画 実績額（ 211,827 千円累計）
　ﾀｲ政府より日本政府に対し、悪臭
専門家の派遣が要請された。(1994
　また1996年中にDIW内に悪臭の調
Pollution Control"という新部局が
で、その設置決定に本調査が参照さ
　なお、ﾁｮﾝﾌﾞﾘ県に悪臭ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの
　1996年4月から1997年2月まで悪臭
専門家が派遣された。

2002.3現在：新情報なし

案　件　名 英 Study on Prevention and Control of 
Odors from Small and Medium Scale F
the Kingdom of Thailand

Offensive 調 査 延 人 40.62 人月月 数
actories in

調 の種類／分野 M/P／その他

最 報告書作成年月 1994.1

コ サルタント名 (株)環境工学コンサルタント

調
　
査
　
団

団長 氏名  牧山　聡

所属  (株)環境工学コンサルタント 相 国側担当機関名 工業省工業局
Mr. Issra Shoatburakarn（技術課長）
Mr. Sunaree Veerasawadrak（係長）
Mr. Sugunya Banapaesat（係長）

調 査 団 員 8数 担当者名（職位）

現地調査期間 92.10～94.1

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
　本調査(1992.10～1994.1)では調査対象の4業種8工場の悪臭測
臭発生源および発生量を測定し、各業種における防脱臭対策を短
期に分けて提案。
　短期対策としては、悪臭対策研究委員会の設置、2年以内の本
実施、対策ﾏﾆｭｱﾙの作成等が提言された。また本調査で使用した
分析室の活用による測定技術の普及・研修の実施が併せて提言さ
　中期対策としては、測定器材の本格整備、「ﾓﾃﾞﾙ工場(ﾓﾆﾀﾘﾝｸ
場)」の選定、悪臭関連の法律整備による規制開始等が挙げられ
　長期対策としては測定の定期化、規制の継続、産業廃棄物工場
企業に対する財政的助成措置等が提言されていた。

定を実施し、悪
期、中期、長

格的実態調査の
測定機器および
れた。

ﾞをかける工
た。
の建設、個別

　これらの提言を受けて工
査終了後も存続させ、供与
測定技術の研修が行われて
(1993年2月と7月)には工場
員として受入れそれぞれ約
悪臭防止対策の研修を行っ
ﾀｲ政府より日本政府に対し
の専門家の派遣の要請が出
月から1997年2月まで、悪臭
遣され、悪臭測定機器使用
し短期対策では他に提言さ
置、2年以内の本格的実態調
等は本格的実態調査の実施
れていないとのことである
して提言された測定器材の
定、産業廃棄物の工場の建
がっていない。つまり現在
る技術移転が中心に行われ
　また中期および長期対策
ては必要な法律が整備され
権限がないとのことで実現
に対する財政的助成措置も
とで実現していない。
(1996年10月現地調査結果)

（*）に続く。

 提言内容の現況に至る理由場省工場局内に分析室を本調
された悪臭測定機器を使用し
いる。また、本調査期間中
局職員(ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ)3名を研修
1ヶ月間、悪臭測定方法及び
ている。さらに1994年10月に
、悪臭測定及び悪臭規制確立
された。これにより1996年4
測定に関する専門家2名が派

の技術指導にあたった。しか
れた悪臭対策研究委員会の設
査の実施、対策ﾏﾆｭｱﾙの作成

、対策ﾏﾆｭｱﾙの作成等は行わ
。また中期および長期対策と
本格整備、「ﾓﾃﾞﾙ工場」の選
設等は今のところ予定に挙
までのところ測定技術に関す
ているというところである。
で提言された悪臭規制につい
ていないし、工業省には立法
していない。加えて個別企業
工業局の管轄外であるとのこ

 各省間の独立性が強く、協力意識が希薄である。そのためｶｳﾝﾀｰ
関わる提言はそもそも実現する可能性が低い。
　ﾀｲ国会での法律審議手続きが非常に遅く、新規立法に関する提
置かざるを得ない対策の提言は、早期の実現可能性が低い。(199

（＊）1997年から1999年にかけてレポート、ビデオ、CDなどを作
開。情報の普及が行われた。1998年から2000年にかけて、マヒド
場、肉工場、家畜骨を使う産業等とのケーススタディーを実施し
作りのための情報収集が行われた。2001年から2002年にかけて、
（Study for Official Order Standard)に向けた活動が行われ、
定。現在海外の情報等も収集して基準化・規格化の作業が進めら
地調査結果）

 その他の状況
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2003年3月改訂
国　　　　名 タイ 予 算 年 度 5～6 報告書提出後の状況

和 省エネルギー計画アフターケア調査 実績額（累計） 214,685 千円
　本ｱﾌﾀｰｹｱ調査報告書提出後、提言はほぼ全て着実に
実現している。本調査は、ﾀｲ側ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄから前回の省
ｴﾈ調査(THA104)同様、調査中のOJTによる効果的な技術
移転を含めて高く評価されている。(1996年10月現地調
査結果)
　1995年に「省ｴﾈﾙｷﾞｰ促進法」が施行された。1997年
から2000年にかけ、法で規定されている工場の指定が
順次行われている。 法で規定されている｢エネルギー
管理者｣の数・能力を向上させ,さらなる省エネ推進の
ため｢エネルギー管理者訓練センター｣を開設すること
となり、JICAプロ技支援要請が出された。2002年2月に
RD締結。（協力期間3年。長期専門家4名）(*)

案　件　名 英 The Study (After-Care) on the Energy
Conservation Project in the Kingdom of Thailand

調 査 延 人 月 数 42.07 人月 （内現地28.58人月）

調査の種類／分野 M/P／エネルギー一般
最終報告書作成年

月
1995.3

コンサルタント名 (財)省エネルギーセンター

調
　
査
　
団

団長 氏名  中川　暉雄／石田　寛

所属  (財)省エネルギーセンター 相手国側担当機関名 Ministry of Science, Technology and
Environment
Dr. Pathes Sutabutr (Director
General)

調 査 団 員 数 15 担当者名（職位）

現地調査期間 93.8.5～93.9.3／93.10.13～93.11.10
94.2.21～94.3.10／94.7.3～94.9.15
95.1.16～95.1.25

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
　本調査は1982年～1984年に実施した「ﾀｲ王国省ｴﾈﾙｷﾞｰﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ開発計画調
査」のｱﾌﾀｰｹｱとして位置付け、1992年4月にﾀｲが公布した「省ｴﾈﾙｷﾞｰ促進法」
に関するｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝｴﾈﾙｷﾞｰ関連ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ構築作成に対する提言および省ｴﾈﾙｷﾞｰ
診断技術移転を行うことを目的とし、次の項目について調査した。

1.ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ
　1)ｴﾈﾙｷﾞｰ開発促進局(DEDP)の組織改善
　2)DEDP地方事務所の設置
　3)省ｴﾈﾙｷﾞｰ促進基金のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ
　4)ｴﾈﾙｷﾞｰ管理者の育成

2.ｴﾈﾙｷﾞｰ関連ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ構築

3.OJT、ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟによる省ｴﾈﾙｷﾞｰ診断技術の技術移転
　1)工場、建築物省ｴﾈﾙｷﾞｰ診断技術
　2)工場、建築物省ｴﾈﾙｷﾞｰ改善計画作成技術
　3)工場、建築物省ｴﾈﾙｷﾞｰ推進計画評価技術

1.DEDPを省ｴﾈﾙｷﾞｰに関する規制部門、促進部
　門、 研修部門に3部門に組織変更し、省ｴﾈﾙ
　ｷﾞｰ促進法の要請に対応できる組織にした。
2.「省ｴﾈﾙｷﾞｰ促進法」により設置が求められて
　いるｴﾈﾙｷﾞｰ管理者の育成のための研修制度を
　確立し、実施している。
3.DEDPは供与機材を使用して、工場診断を実施
　している。
4.指定工場・建築物に定期的提出が義務づけら
　れているｴﾈﾙｷﾞｰ使用状況および省ｴﾈﾙｷﾞｰ計画
　に関してﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽを整備し、業務に役立てて
　いる。

　また本調査を通じた技術移転は以下の通りで
ある。

1.ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄに対し、現地において調査団連携機
　材を使用した工場診断技術をﾜｰｸｼｮｯﾌﾟおよび
　OJTにより指導した。
2.1994年10月、ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ7名が日本で以下の3
　研修に参加した。
　(1) 日本の省ｴﾈﾙｷﾞｰで政策
　(2) 産業界の省ｴﾈﾙｷﾞｰ推進方法
　(3) 工場の省ｴﾈﾙｷﾞｰ優秀事例研究。
3.1994年10にﾀｲ王国省ｴﾈﾙｷﾞｰ調査のｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ
　8名を受入れ、以下の4研修を実施した。
　(1) 省ｴﾈﾙｷﾞｰ政策の的確な実施
　(2) 日本の省ｴﾈﾙｷﾞｰ推進税制
　(3) ｴﾈﾙｷﾞｰ管理士制度
　(4) ｴﾈﾙｷﾞｰ関連ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの整備
(1996年10月現地調査結果)

 提言内容の現況に至る理由

(*)2002.4 「エネルギー管理者訓練センター」プロジェクト開始（～2005年4月）。
2002.8 短期専門家（研修制度）派遣
2002.9短期専門家（試験制度）派遣
2002.10 研修生4名受入れ(2003.1現在）

 その他の状況
省エネ促進基金（ENCON　Fund）は、エネルギー管理者の認定研修援助,省エネルギー
診断並びにその結果に基づく省エネルギー設備導入への資金援助、新エネルギー開発
研究資金援助などに利用されている。その運用資金額はこれまでに約450億円に上っ
ている。
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2003年3月
国　　　　名 タイ 予 算 年 度 5～6 報告書提出後の状況

和 工業分野振興開発計画（裾野産業）調査 実績額（累 214,798 千円計）
　本報告書の提出後、政府発行の資料でもこの
そのまま転記しており、提言の実現化に加えて
料を提供したという意味で、本計画調査報告書
る。(1996年10月現地調査結果)
　1999年2月より同年8月まで、ﾀｲの経済危機を
興について、JICAのﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査を実施した。
ﾀｲの中小企業振興基本法として法制化されてい
　中小企業、自動車、電気・電子の各分野毎に
在、日本政府の支援を受け各々の組織強化が図
11月現在)
2002年2月現在、本調査の役割は、同フォローア
れている。本調査報告書の役割はほぼ完了した
提案17プログラムのうち、13プログラムが実施
業省（カウンターパート）の管轄外のプログラ
力が必要なものであった。
2003年2月現在、変更点なし。（2003年3月現地

案　件　名 英 The Study on  Supporting Industries Development 調 査 延 人 57.85 人月月 数

調査 種類／分野 M/P／機械工業

最終 告書作成年月 1995.3

コン ルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  稲員　詳三

所属  ユニコ　インターナショナル(株) 相手 側担当機関名 工業省工業振興局（DIP）
Manas Sooksmarn
Director-General
Department of Industrial Promotion
Ministry of Industry

調 査 団 員 12数 担当者名（職位）

現地調査期間 93.9～計3.5ヶ月

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
　本調査ではﾀｲ中小企業と外資企業の双方に企業ｱﾝｹｰﾄを実施し、民間のﾆｰ
個別ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを提言した。そしてそれらのﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの予想/期待される定量効
工業省に提言した。(なお以下の記述ではﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑをProと略記している(例:
Pro 1)。)
<行政組織改編>
　中小企業／裾野産業振興のため、工業省工業振興局(DIP)再編が提言され
DIPは調査課、政策課、振興課、下請企業課、金融課、地方中小企業課から
<公的ｻｰﾋﾞｽ機関設立>
　官民資金により財団を設立し、公的ｾﾝﾀｰの運営を委託することにより、民
力を導入する。(Pro 9)
<法整備・政策的配慮>
　裾野産業や中小企業に特定した政策は従来体系化されていないので、「中
法」と「下請企業振興法」の制定を提言。(Pro 1,2)
<税制・関税措置>
　下請引取契約におけるSupplier側の新規雇用・教育・R&D費用を法人所得
Buyer側の技術指導費も法人所得税から減額。(Pro 6)
<金融措置>
　中小企業向金融・保証制度は一通り整っているので、それらの改善(融資
げ、金利・返済期間・据置期間の改善、代理貸付の全国ﾈｯﾄﾜｰｸ化と政府によ
保証料負担、信用保険会社の設立と、機材ﾘｰｽ支援(利子補給、支払保証、加
言。(Pro 12)
<人材育成>
　<技術者養成>1)総合的巡回指導ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ(Pro 7)　2)裾野産業への技術検定
入(鋳造、金属ﾌﾟﾚｽ加工、ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ加工、金型製作)に(Pro 8)　3)企業－大学
機関への学校法人格の付与(Pro 10)。4)技術者の育成ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの継続(Pro 
<管理者養成>
　経営者再教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ(制度金融、ﾘｰﾁ支援申込の条件)(Pro 13)
<その他>
　各種産業統計の整備(Pro 4)。BUILD活動(下請契約促進・ﾏｯﾁﾝｸﾞ)の拡大(
　投資支援策として1)海外中小企業ｸﾞﾙｰﾌﾟによる「ｸﾞﾙｰﾌﾟ投資誘致ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
新規企業家ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ(Pro 16)　3)隣接業界からの「新規参入支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」(

ｽﾞに迫り、17の
果を明記してﾀｲ
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ1→

ている。再編後
成る。(Pro 3)

間のﾆｰｽﾞ・活

小企業基本

税から減額、

限度額引き上
る利子補給・
速償却)を提

制度の新規導
協同職業訓練

14)

Pro 5)。
」(Pro 15)　2)
Pro 17)

　「裾野産業振興課」(9
計画課」(30人)の新設を
を予定している。この改
の署名がなされており、
予定である。「裾野産業
化、試験ｻｰﾋﾞｽ、ｺﾝｻﾙﾃｨﾝ
び、情報提供、各種行政
た現在のところ政策立案
る部署がないので、新設
課」はそれを担当する。
　現在JICAに対し「裾野
ﾄを申請中である。金型産
のような機関を目指して
Directorによると、この
営で行われるべきと考え
の協力を得て業務を実施
る。
　これらの法律の必要性
れており、法案は既に作
出されている。しかし、
過させることは極めて困
ていない。ちなみにこの
が未だにないことが、効
企業施策が実施できない
るとの分析もあり、この
を工業省も有している。
にある以上、如何ともし
あるが、毎回内閣が変わ
る。1993年10月にﾀｲ投資
型、ｼﾞｸﾞ、鍛造、鋳造)を
るべき基礎的工業の対象
されることとなった。
(*)へ続く

 提言内容の現況に至る理由8人)と「産業振興政策
含めたDIPの大規模改編
編案は1996年8月に国王
2ヵ月以内に実施される
振興課」は、業界組織
ｸﾞ、大企業との縁結
事務等を担当する。ま
を行い政府に働きかけ
の「産業振興政策計画

産業ｾﾝﾀｰ」設立ﾌﾟﾛｼﾞｪｸ
業における現在のMIDI

いる。今回ﾋｱﾘﾝｸﾞした
ようなｾﾝﾀｰは本来、民
ており、なるべく民間
したいとのことであ

は以前より高く認識さ
成済みで産業大臣に提
ﾀｲ国では法案を国会通
難であり、まだ設立し
ような中小企業基本法
果的かつ整合的な中小
最大の原因になってい

　本報告書における提言の実現化状況を概観すると、各提言分野で何らかの具体的
る。1988年の工業分野振興計画調査でも幅広い提言がなされたにも関わらず、報告
ﾊﾟｰﾄの工業省産業振興局に権限のない分野の提言については実現しない提言が多か
業育成調査においては、かなり広範囲で提言が実現しつつある。この理由としては
成の重要性を認識するようになったこと、2)本調査報告書がﾀｲにおけるほとんど唯
査であり、政府機関内で裾野産業について論じられるときは必ず参照されている、
れる。政府発行の資料でもこの報告書のﾃﾞｰﾀ・図表をそのまま転記しており、提言
に関する基礎的資料を提供したという意味で、本計画調査報告書は有効に活用され
現地調査結果)
(*)より
　そして1994年9月に同委員会は「特別業種として10業種をｻﾎﾟｰﾃｨﾝｸﾞｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰとし
した。同布告では、上の4業種を含め14業種に対し、次の通りの税制・関税優遇措
入関税の免税(BOI第1、2地域50%、BOI第3地域100%)、法人税の8年間免除、外資出
等。ﾀｲ産業公社(IFCT)が1985年にOECFの融資を受けた中小企業育成ﾂｰｽﾃｯﾌﾟﾛｰﾝ(正
て実績をあげており、中小企業金融公社(SIFC)が同様のﾂｰｽﾃｯﾌﾟﾛｰﾝ融資をOECFに申
円、LA9.9.30)。また1992年にIFCT、大蔵省、ﾀｲ銀行協会の3者で「小規模企業信用
いう融資保証機関が設立され、中小企業の担保不足を補っている。1992年に日本の
出資により、ﾀﾏｻｰﾄ大学にﾀﾏｻｰﾄ大－ﾀｲ工業連盟工科大学が設立され、私立大学とし
されている。(**)へ続く

 その他の状況
分析とほぼ同様の認識
しかし立法権限は国会
難いというのが現状で
るたびに期待してい
委員会(BOI)は4業種(金
、今後技術発展をはか

業種に指定し投資奨励

(**)より
　また日本のJODCの協力を得て巡回技術指導が実施されている。裾野産業への技術
経営者再教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ新設については前述のｻﾎﾟｲﾝｾﾝﾀｰ設立に際して検討したい傾向
は近年の次第に拡充・整備されて来ており、BUILD活動についても活発に実施され
入支援に関しては特に新しい動きはない。(1996年10月現地調査結果)
2002年3月現在：タイにおける中小企業振興策は、次段階（民活など）へ移行する
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国　　　　名 タイ 予 算 年 度 10～11 報告書提出後の状況

和 タイ生産統計開発計画（フェーズ１） 実 績 額 （ 累 計 ） 144,131 千円
　ﾌｪｰｽﾞ2の終了時にOIEの中での月次統計の業務改革が
行われた。現在、OIE-IICが独自に、日本人専門家の指
導を得ながら月次統計を拡大整備している。

2002.3現在：「生産統計開発計画調査(フェーズ2)」に
引き継がれているので、フェーズ2要約表を参照のこ
と。
 
2003.3現在：新規変更等に関しては「生産統計開発計
画調査(フェーズ2)」に記載。

案　件　名 英 A Study on the Development of Industrial
Statistics in the Kingdom of Thailand

調 査 延 人 月 数 40.95 人月

調査の種類／分野 M/P／工業一般

最終報告書作成年月 1999.6

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  黒川　雄爾 三井情報開発(株)

所属  ユニコ　インターナショナル(株) 相手国側担当機関名 工業省産業経済室工業情報センター
（OIE-IIC）

調 査 団 員 数 9  （業務調整員を含む） 担当者名（職位）

現地調査期間 98.8～ 4回　計6ヶ月

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
　本調査において、速報性と信頼性を備え、かつ国際標準に適う月次生産指
数の公表を目指し、設計、実査、審査・修正、製表、分析、公表といった各
作業ｽﾃｯﾌﾟを網羅した生産統計開発計画をﾀｲ国工業省工業情報ｾﾝﾀｰに提案す
るとともに、各種ﾏﾆｭｱﾙ及びﾜｰｸｼｮｯﾌﾟｾﾐﾅｰを通じて技術移転を行った。

1.1999年1～3月にﾊﾞﾝｺｸ及びその周辺の377事業所のﾊﾟｲﾛｯﾄ
調査を実施し、これに引続きﾀｲ側で実施している。
2.臨時予算ではあるが、1999年度87百万ﾊﾞｰﾂという巨額の
実行予算をとり、2000年度通常予算に17百万ﾊﾞｰﾂの内示を
得ている。2000年度13人の増員要求を行い5人の増員に成功
した。
3.長期専門家(実査、公表担当)が、それぞれ1999年11月及
び2000年1月に派遣された。
4.1999年2月にﾌｪｰｽﾞ2のS/W協議が行われ、1999年7月～2000
年7月にﾌｪｰｽﾞ2調査が実施され、調査対象事業所の拡大ﾘｽﾄ
の作成、指数開発及びｿﾌﾄｳｪｱ開発を行った。

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
1. 機材供与:93-10401　Notebook Compaq Presario 1650, Printer Canon BJC-
210SP, MS Office 97
2. 産業統計の集団研修1人と、同時期にｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ研修として3名を受け入れた。
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2003年3月
国　　　　名 タイ 予 算 年 度 10～11 報告書提出後の状況

和
タイ工業分野振興開発計画（裾野産業
プ調査

）フォローアッ
実績額（ 133,863 千円累計）

　提言した17ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの大半が、一部修正
ている。本報告書に相前後して提出された
ぼ同様の提言がなされており、お互いが補
このことが、ﾀｲ側のすばやい反応につなが
2002.3現在：経済産業省の委託による現状
れていると聞く（IDCJなど）。
JICA(役務提供)によって、タイ国の中小企
なわれる予定（2002年3月）。

2003年3月現在、JICAプロ形調査団「地方
業診断制度の展開」が訪タイ。本調査の継
考えられる。

案　件　名 英 The Follow Up Study on Supporting 
Development in the Kingdom of Thai

Industries 調 査 延 36.65 人月人 月 数
land

調査の種類／分野 M/P／工業一般

最 報告書作成年月 1999.10

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  稲員　詳三 (財)国際開発センター

所属  ユニコ　インターナショナル(株) 相手国側担当機関名 工業省工業振興局計画課

調 査 団 員 12数

現地調査期間 99.3～ 4回　計3.1ヶ月

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
　5大戦略の下、合計17のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを提言した。この中には調査終
準備が開始されたものも含まれる。
　5大戦略は次の通り:

1)中小企業金融の強化
2)中小企業の経営協力・技術の向上
3)中小企業の人材育成
4)中小企業の市場開拓支援
5)中小企業のﾋﾞｼﾞﾈｽ環境の整備

了時期に一部 ・中小企業ｲﾝｽﾃｨﾁ
・自動車ｲﾝｽﾃｨﾁｭｰ
・電気・電子ｲﾝｽﾃ
・中小企業向け信
・SIFCの強化
・ﾍﾞﾝﾁｬｰｷｬﾋﾟﾀﾙの
・中小企業診断士
及、等
・自動車インステ
いては、部品産業
が、JICA専門家、
ボランティア約10
から）。
・電気・電子イン
は、JODCのコンサ
事業により活性化
年）。
・中小企業診断士
門家派遣によって
る。

 提言内容の現況に至る理由ｭｰﾄの設立
ﾄの設立
ｨﾁｭｰﾄの設立
用保証枠の拡大

創設
の育成と診断制度の普

ィテュｰトの活性化につ
への技術移転プログラム
JODC派遣専門家、シニア
名前後で実施中（2000年

スティテュートについて
ルティング型専門家派遣
計画調査完了（2001

育成は、JICA,JODCの専
、ODA支援が3年目に入

　1997年のﾀｲ通貨危機により製造業が受けたﾀﾞﾒｰｼﾞは大きく、早急な構
ていた。そのような中でなされた本調査での提言は時節を得たものであ
　
工業省によると、タイ工業分野振興開発計画調査（裾野産業）(1995)報
振興開発計画（裾野産業）フォローアップ調査(1999）報告書の英文要約
に翻訳・製本され関係省庁並びに関係機関に配布された。２つの報告書
程がそのまま、あるいは若干の形をかえて実施に移された。（2003年2月

 その他の状況
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2003年3月改訂
国　　　　名 タイ 予 算 年 度 10～11 報告書提出後の状況

和 タイ国ヒ素汚染地域環境改善計画調査 実績額（累計） 197,505 千円
・2001年初旬：本調査結果を基にヒ素汚染地域を環境
保護地域に指定する政府方針が決定された。
・2001年上旬以降：数度にわたり指定のための地元公
聴会を開催。
・2001年末：地元住民が指定に同意。
・2002年：国家環境会議で正式な指定が行なわれる予
定。その後、必要予算措置がとられ､本格調査が実施さ
れる予定。
・2003年1月：相手国政府内で案件創出中。

案　件　名 英 The Environmental Management Planning Survey
for Arsenic Contaminated Area of the Nakhon Si
Thammarat Province in the Kingdom of Thailand

調 査 延 人 月 数 49.25 人月

調査の種類／分野 M/P／鉱業
最終報告書作成年

月
2000.3

コンサルタント名 三井金属資源開発(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  大屋　峻

所属  三井金属資源開発(株) 相手国側担当機関名 Environmental Research and Training
Center MOSTE
Ms. Sukanya Boonchalermkit
Head of Toxic Substances Dept.

調 査 団 員 数 11 担当者名（職位）

現地調査期間 98.9～00.3

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
　本調査により砒素汚染の進んだ地区が抽出され、その汚染機構が明らかに
なった。

1)砒素汚染された土壌の除去
2)新規汚染の回避
3)汚染地下水の浄化
4)地下水の監視
5)地元住民の啓蒙

である。

　砒素汚染の進んだ地域の環境保護地域
指定の為に、国家環境会議へ提案され
た。

 提言内容の現況に至る理由

　調査結果ならびに提言を受け、県知事ならびにﾀｲ国政府環境部署は汚染の深刻さを
実感し、その対処に熱心に取り組んでいる。また、タイ国政府科学技術環境省では環
境保護地域指定後の対策実施の技術援助を希望しており、個別専門家の派遣を要請し
た。本調査のサブC/P期間であった工業省鉱物資源局では、本件で扱った錫鉱山跡地
が全国に散在し同様の問題が多いことから、より包括的、全国的、持続的な対策を検
討しており、その立案に我が国の協力を要望している。

 その他の状況



個別プロジェクト要約表 THA 118

2003年3月改訂

国　　　　名 タイ 予 算 年 度 11～12 報告書提出後の状況

和 ナコンチャシマ地域産業開発計画調査 実績額（累計） 135,766 千円 調査時と政権が変わったものの、現政権においても地方
開発重視の視点は変わらず、調査で提言した中から｢一
村一品運動｣が全国に展開されることとなった。この
他、産地診断プログラムが工業省で実施されている。

案　件　名 英 The Study on the Master Plan for the Industrial
Development in the Provincial Cluster of Nakhon
Ratchasima, Buri Ram, Surin and Chaiyaphum in
the Kingdom of Thailand

調 査 延 人 月 数 39.67 人月

調査の種類／分野 M/P /工業一般

最終報告書作成年月 00.　6

コンサルタント名 ユニコインターナショナル株式会社

調
　
査
　
団

団長 氏名 渡辺洋司 財団法人国際開発センター

所属 ユニコインターナショナル株式会社 相手国側担当機関名 工業省経済産業室

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 99.1～0.57ヶ月/00.1～0.67ヶ月/00.3～0.6ヶ月
00.5～0.47ヶ月

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の状況  進行･活用
ナコンチャシマ、プリラム、スリン、チャイヤプムの4県から成るクラスターに
おいて、ワークショップを通じて、地方主導、民間坂の計画作りを調査過程で
実施しながら,クラスター内の各県の産業開発とクラスター全体の産業開発計画
（マスタープラン）を策定することを目的とした。これら開発計画の中には、
中小企業振興施策の地方への拡大のためのアクションプラン及び優先業種（裾
野産業、食品加工産業）の振興プログラムも含められている。また、調査作業
の過程を通じて、タイ側カウンターパートに対し、技術移転を図ることも目的
の一つとされた。　最終的にはアクションプランとして合計38のプロジェク
ト・プログラムを提示し、その中で特に重要性が高いと判断された以下の10プ
ロジェクト・プログラムについては、実施後期待される効果や実施の手順につ
いても検討した。
①地域産業開発公社の設置プロジェクト
②一村一品運動の普及
③先端農産物河口研究実用センター設立プロジェクト
⑤経営トップエグゼキュティブセミナープログラム
⑥産地診断プログラム*1
⑦PRIDプログラム*2の継続
⑧ツーステップコントラクト*3推進プログラム
⑨Marketing&Designセンター設立プロジェクト
⑩内陸コンテナデポの建設プロジェクト
(注）　*1　地場産業の産地診断
*2　タイ工業省の施策“Promotion of Rural Industrial Development
Project”
*3　現地企業が日系部品企業に納入し、日系部品企業は自社製品として品質を
保証し、日系メーカーに納入、全ての責任は日系部品企業が持つ。

一村一品運動の全国展開：この運動につい
てはそのための基金が各県に配分され、工
業省の産業振興局が中心となって指導して
いる。

新政権の2001年2月の発足の後、同年8月に
は「全国一村一品推進委員会」が設立さ
れ、同年10月には同委員会の下に9つの付
属委員会（サブ・コミティー）の設置が決
定され、施策の実施機関として全国一村一
品開発推進事務所（オフィス）の設定が決
定した。なお同委員会の委員長は副首相、
副委員長は内務大臣が担当している。現在
は、同事務局が各県等への指導を実施して
いる。（2003年2月現地調査結果）

 提言内容の現況に至る理由

･都市部と地方の経済格差の拡大。ＢＯＩの投資だけでは産業が発展しない地方もあ
る。
･日本のＮＧＯや地方自治体の積極的な支援がある。
　
工業省によると、同調査報告書は工業省によりコピーが作成され、タイのほぼ全土の
地方自治体に配られ、地方振興のモデルケースとなった。（2003年2月現地調査結果）

 その他の状況
「村落活性化ファンド（Village and Urban Revolution Fund)」が設立されて、予算
を受けて民活による一村一品運動が全国で展開されている。しかし、マーケットに即
した製品開発を行える人材の不足や、経営的な指導を行える人材の不足等からいくつ
かの問題の提起へとなってきている。（2003年2月現地調査結果）



個別プロジェクト要約表 THA 119

2003年3月改訂

国　　　　名 タイ 予 算 年 度 11～12 報告書提出後の状況

和 生産統計開発計画調査（フェーズ２） 実績額（累計） 116,781千円 プロジェクトの最終段階で工業省では機構改革があり、
局長・課長が交替したが、JICAから専門家2名が派遣さ
れ(2000.11～2002.1)、工業統計が毎月作成・公表され
ていた。
1)能力のある職員が5人増員された。
2)月次統計を実施するための予算が毎年つくように
なった。
3)10業種、150事業所で2年間公表してきたが、本年夏
には規模が3倍に拡大される見通し。
2003年3月現在：対象業種を49業種に拡大し、現在も同
じシステムをベースにして運営されている。

案　件　名 英 A Study on the Development of Industrial
Statistics in the Kingdom of Thailand (Phase2)

調 査 延 人 月 数 30.01 人月

調査の種類／分野 M/P /工業一般

最終報告書作成年月 00. 7

コンサルタント名 ユニコインターナショナル株式会社

調
　
査
　
団

団長 氏名  黒川 雄爾 三井情報開発株式会社

所属  ユニコ インターナショナル株式会社 相手国側担当機関名 工業省経済産業室

調 査 団 員 数 7 担当者名（職位）

現地調査期間 99.7～5.6ヶ月/00.1～2.2ヶ月

00.6～0.4ヶ月

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の状況  進行・活用
調査の目的は、同プロジェクトのフェーズ1調査の結果に基づいて以下の4点を
実施することにある。
1)統計処理用の本格的コンピューターシステムの開発に関する提言、
2)月次生産動態統計調査の実施（実査拡大、審査・分析・公表、体制づくり
等）に関する提言、各種指数の開発、コンピューターシステムの運用、
3)カウンターパートへの技術移転、
4)工業生産指数の公表開始パーソナル・コンピューター、サーバーと汎用ソフ
トを多用した分散型コンピュータ・システムを開発し、審査負担を軽減し、
2000年5月以降毎月公表できるようにした。

報告書の他に、統計作成のための各種マ
ニュアル、 コンピュータ・システムを作
成し、研修を大量に行なったので、人材が
育成されてきている。
（2002年3月現在、現地でのﾋｱﾘﾝｸﾞ）：
フェーズ１の終了時の1999年にはWeb上で
成果を公開した。また、この調査で作成さ
れたシステムや成果は他のタイの機関でも
活用されている。フェーズ１ではPCを活用
しての実証的なレベルにとどまったが、
フェーズ２ではOracleなどの高度なシステ
ムを活用した情報システムが構築された。
現在では、タイ工業省OIEでさらに改良を
進め、調査終了時の10業種から49業種まで
対象業種を広げている。

 提言内容の現況に至る理由

1)工業省幹部が産業政策を企画する上で、工業生産動向をフォローし、また企業活動
をモニターする手段として統計の重要性を認識したこと。
2) 民間企業の協力を得るためのセミナー、表彰式などを行ない、結果をインターネッ
トで流したところから企業の協力を得たこと。
3)IMFの統計整備の要請もあり、NESDBが統計予算の特別枠をとって月次工業統計を最
優先としてくれたことから大蔵省が予算を経常化してくれたこと。
4)中央銀行は月次工業統計を作成しているが、他の統計への関心が深く、工業省の統
計作成に技術的協力をしてくれたこと。

 その他の状況
2002年3月現在（工業省OIEでのヒアリング）：本調査で作られたシステムを手本とし
て、他の省庁や機関などでも同じようなシステムを構築するようになってきている。
OIEでは、日常の作業に同システムを活用している。
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2003年3月改訂
国　　　　名 ヴィエトナム 予 算 年 度 5～7 報告書提出後の状況

和 ハノイ地域工業開発計画調査 実績額（累計） 326,689 千円
・報告書の提出に沿って、改革、整備が進みつつあ
　る。
・工業団地の外部ｲﾝﾌﾗ整備に関し、OECFﾛｰﾝがｳﾞｨｴﾄﾅﾑ
　政府により申請された(1996年8月)。10月のOECFの審
　査を経て、採択された。(1997年3月)
・1999.12現在:
　ﾀﾝﾛﾝ工業団地が民間資金により工事を実施。
　ﾊﾉｲ都市ｲﾝﾌﾗ整備事業が円借款によりD/D実施中。
・2000.11現在:
　ﾀﾝﾛﾝ工業団地が2000年7月に完工。入居企業4社が決
　定。1社は操業開始。
・2003.3現在：
JBICの円借案件（ﾀﾝﾛﾝ北工業団地の周辺におけるｲﾝﾌﾗ
事業、国道5号線改良、ﾊｲﾌｫﾝ港整備等）が起爆剤とな
り、ﾀﾝﾛﾝ北工業団地をはじめとするﾊﾉｲ周辺（特に国道
5号線沿い）での工業地区開発が活発化している。

案　件　名 英 Hanoi City Area Industrial Development 調 査 延 人 月 数 91.37 人月

調査の種類／分野 M/P／工業一般
最終報告書作成年

月
1995.11

コンサルタント名 日本工営(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  小泉　肇 テクノコンサルタンツ(株)

所属  日本工営(株) 相手国側担当機関名 Nguye Ngoc Le
Vice-Chairman
Hanoi People's Committee（ハノイ市人
民委員会）

調 査 団 員 数 19 担当者名（職位）

現地調査期間 94.8.29～94.9.29
94.12.1～95.1.12
95.5.24～95.6.22

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
(調査の目的)
　ｳﾞｨｴﾄﾅﾑの工業・経済の近代化と市場経済への円滑な移行を実現するため
　に、ﾊﾉｲ地域の既存工業の近代化を計り、外国からの投資と技術を導入して
工
　業の振興を図る。
(工業振興におるけﾏｸﾛ的課題)
　国営企業改革／金融改革／税制改革／組織・行政改革／投資促進／工業・
　貿易振興
(工業振興におけるﾐｸﾛ的課題)
　生産ﾗｲﾝ改善としつけ教育／分業・下請ｼｽﾃﾑ導入／下請・裾野産業育成／
　工場・企業経営の訓練／環境保全
(ﾊﾉｲ地域の工業開発方針)
・国家開発計画における工業化の方向性(2010年目標)と北部経済開発ﾄﾗｲｱﾝｸﾞﾙ
　の工業開発ﾌﾚｰﾑﾜｰｸとの整合性の確保
・高次加工業及び都市型工業(機械・金属加工業、裾野産業、ﾊｲﾃｸ加工業)の立
　地
・既存工業(機械・金属加工業、電気・電子工業、繊維・縫製工業、化学工業)
　の近代化
・既存工業の再配置
・複数の新たな工業開発団地の建設
(ﾊﾉｲ地域の工業振興ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ)
短期ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ:
　組織改革・法制度改革の推進／株式化・民営化の促進／金融ｼｽﾃﾑ強化／分
業・下請ｼｽﾃﾑ構築による工業再生／企業経営者訓練組織／工業生産性向上／ﾀﾝ
ﾛﾝ北工業団地とｻﾞｰﾗﾑ工業団地開発／工業ｾｸﾀｰに対する外国投資促進
中長期ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ:
・組織、法制度改革及び民営化の促進、金融ｼｽﾃﾑ改善の継続により工業振興
　ﾌﾚｰﾑの改善を更に促進
・工業振興政策の更なる強化
・工業の近代化促進と工業団地の開発

1.組織改革:軽工業省、重工業省を合併
　し、工業省となった。
2.工業団地の内、ﾀﾝﾛﾝ北は我が国民間主
　導により開発された。ｻﾞｰﾗﾑについて
　は、韓国民間企業が開発済み。
3.2000年11月現在、円借款「ﾊﾉｲ市ｲﾝﾌﾗ
　整備事業(第1期:ﾀﾝﾛﾝ北地区公的支
　援)」(1997.3.26調印、114.33億円)
　により、工業団地開発の部分が実施さ
　れている。
4.ﾊﾉｲ市からﾎｱﾗｯｸ市を結ぶ道路建設が
　1999年の始めに完成した。
5.製鉄所や造船所はﾊｲﾌｫﾝに移転してい
　るが、企業移転のための資金融資や優
　遇政策(優遇貸付や輸出入保証制度)が
　設定。
6.ﾀﾝﾛﾝ北工業団地は住友商事が開発して
　いる。入居企業が操業を開始した。
7.ｻﾞｰﾗﾑ工業団地はSaidongとBaituの2つ
　の地区で工業団地の開発が進行中であ
　る。
2002.3現在：タンロン工業団地の2期計画
あるも具体化していない。　(**)へ続く

 提言内容の現況に至る理由

JBICの円借款案件によるインフラ事業支援に伴う工業開発（2003.3現在）
(*)より
(その他提言)
・国公営工場の活性化対策
　工場長ｸﾗｽのﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ／5Q運動／下請けｼｽﾃﾑの構築等
・5ヵ所の戦略的工業団地整備(ﾀﾝﾛﾝ北、ｻﾞｰﾗﾑ、ﾀﾝﾛﾝ南、ﾄﾞﾝｱｲﾝ、ｿｸｿﾝの各工業団地
　を2000～2010年にかけて整備)
・工業振興方策
　金融ｼｽﾃﾑ改善方策／税制の改善方策／組織改革
(**) から
2003.3現在：
1) 住友商事が開発したタンロン北工業団地（ﾌｪｰｽﾞI）には、ｷｬﾉﾝ、TOTO等日系企業
の進出が目立つ。現在、十数社は工場の建屋を建設済みで、一部は操業を開始してい
る。その他に十数社は入居を決定し契約済みである。フェーズIは概ね完売となって
いる。
2)住友商事が、現在、ﾀﾝﾛﾝ北工業団地（ﾌｪｰｽﾞII）の開発計画・設計を開始してい
る。

 その他の状況
・ﾀﾝﾛﾝ工業団地へは入居企業の引合いが多く、同社は2期開発を検討中。
2003.3現在：JBIC資金により、タンロン北工業団地の周辺におけるインフラ事業、国
道5号線改良、ハイフォン港整備等が完了したことで、タンロン北工業団地への入居
が進展した。
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2003年3月改訂
国　　　　名 ヴィエトナム 予 算 年 度 5～7 報告書提出後の状況

和 全国電力開発計画調査 実績額（累計） 245,856 千円
Son La(F/S)については、特に情報なし。
2003.3現在：
1)ﾊﾑﾂｱﾝ、ﾀﾞﾐ水力計画は2002年7月完成。
2)ﾀﾞｲﾆﾝは建設開始（2002）。
3)ﾄﾞﾝﾅｲNo.3はJICA F/S「ドンナイ川中流ドンナイ第
3、第4系水力発電計画調査」(1998.12～2000.3)の終
了。
 
火力：
4)ﾌｰﾐｰ火力（ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ）No.1、No.2-1は2002年完成。
5)ﾌｧｰﾗｲ火力（石炭）は2003年2月完成。

案　件　名 英 The Master Plan Study on Electric Power
Development in the Socialist Republic of Viet
Nam

調 査 延 人 月 数 56.60 人月 （内現地35.10人月）

調査の種類／分野 M/P／エネルギー一般
最終報告書作成年

月
1995.9

コンサルタント名 電源開発(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  小山　隆平 (財)日本エネルギー経済研究所

所属  電源開発(株) 相手国側担当機関名 Electricity of Viet Nam
（EVN，ヴィエトナム電力公社）

調 査 団 員 数 15 担当者名（職位）

現地調査期間 1994.1.8～2.6／1994.3.5～3.28
1994.7.4～8.2／1994.9.16～10.18

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
1.調査目的
　ｳﾞｨｴﾄﾅﾑ政府は、1995年までの電源開発ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝにより、多数の電力開発ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄを実施中であるが、1996年以降については、ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝを確定するには
至っていない。そこで、本調査は、1996年から2010年までのｳﾞｨｴﾄﾅﾑ全土にお
ける電力開発計画を策定することを目的とする。

2.調査内容
　ｳﾞｨｴﾄﾅﾑの将来的な電力需要を予測し、経済的に利用可能なｴﾈﾙｷﾞｰ源の選定
を踏まえた電力供給計画を策定するとともに、その具現化に有効な諸制度を検
討した。

3.電力予測
　電力需要は2000年で18,631GWh(1993年の2.3倍)、2010年で55,948GWh(1993年
の7倍)

4.結論及び勧告
　Son La水力計画については、開発規模をEIA及びF/Sを早急に実施したうえで
決定することを勧告した。
　Sesan川水系の水力計画について、総合的な開発計画を得るためM/Pを早急に
策定することを勧告した。
　上記F/S及びM/Pは1996年に着手することを併せて勧告した。

・Season川のﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ策定については、
　ADBにより入札が実施中(1996年11月現在)
・1997年のｱｼﾞｱ経済危機に伴って電力開発計画
　の基本計画の変更が行われた。
・発電所の建設計画も影響を受けJICA調査団の
　提言より実施が遅れている。
<Son La水力計画(F/S)について>
・ﾌｰﾐｰではｶﾞｽ利用によるガス・ﾀｰﾋﾞﾝ発電所建
　設に円借款が実施されている。
<Season川水系の水力計画について>
・Season 3に関してはｽｳｪｰﾃﾞﾝのSIDAの資金協力
　によるF/SとADBによる技術的なｻﾎﾟｰﾄが実施さ
　れており、現在資金調達先を探している。
・Season 4に関してはﾌﾟﾚF/Sがｳﾞｨｴﾄﾅﾑのｺﾝｻﾙﾀ
ﾝ
　ﾄ会社であるPCCにより実施されている。
・KrongとThuong KortumはﾌﾟﾚF/Sの準備中であ
　る。
・ﾊﾑﾂｱﾝﾀﾞﾑは、2002年7月に完成。
・ﾄﾞﾝﾅｲNo.3,4はJICAがF/S調査を終了。
・1993年以降の円借款ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとしては、ﾌｰﾐｰ
　火力(ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ)発電所建設事業(1994年1月
　28日調印、累計619.32億円)、ﾌｧｰﾗｲ石炭火力
　発電所建設事業(1994年1月28日調印、
　累計728.26億円)。ﾊﾑﾂｱﾝ･ﾀﾞﾐ水力発電所建設
　事業(1994年1月28日調印、累計530.74億円)、
　ﾀﾞﾆﾑ電力ｼｽﾃﾑ改修事業(1997年3月26日調印、
　70億円)、ｵﾓﾝ重油焚き火力発電所建設事業
　(E/S)(1998年3月30日調印、6.36億円)、ﾀﾞｲﾆ
ﾝ
　水力発電所建設事業(1999年3月30日調印、
　累計40.3億円)が決定している。

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
・JICA調査当初のC/Pのｴﾈﾙｷﾞｰ省は、工業省に併合された。
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2003年3月改訂
国　　　　名 ヴィエトナム 予 算 年 度 8～9 報告書提出後の状況

和 鉄鋼産業振興M/P調査 実績額（累計） 342,334 千円
(1) 本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄのﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ協力として下記の要請がｳﾞｨ
　　ｴﾄﾅﾑより日本政府に対し提出された。
　　1)当面の薄板の需要に応えるべく、将来の一貫製
　　　鉄所構想と整合のとれた形での小規模熱間圧延
　　　ﾐﾙの建設に係わるﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｽﾀﾃﾞｨ
　　2)既存製鉄所の近代化の為の助言・協力
(2) MASTER PLANで議論された各種ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実行の為
　　の検討がｳﾞｨｴﾄﾅﾑ側で始まった。
　　・小規模冷延設備の建設／台湾・日本ﾒｰｶｰとのJV
　　・太原製鉄所の近代化／中国のODA延期、(但し
　　　小規模な近代化事業は検討中)
(3) 1999年12月現在、ｳﾞｨｴﾄﾅﾑ側は熱延・冷延に関す
　　るﾌﾟﾚF/Sを日本側に要請した。
(4) 2000年度のJICA／鉱工業調査案件として、熱延に
　　関するﾌﾟﾚF/Sを調査中。
2002.3現在：変更点なし。

案　件　名 英 The Master Plan Study on the Developing of
Steel Industry in the Socialist Republic of
Vietnam

調 査 延 人 月 数 83.06 人月

調査の種類／分野 M/P／鉄鋼・非鉄金属
最終報告書作成年

月
1998.3

コンサルタント名 新日本製鐵(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  小林　譲二

所属  新日本製鐵株式会社 相手国側担当機関名 Pham Chi Cuong
Vice President
Vietnam Steel Corporation (VSC)調 査 団 員 数 17 担当者名（職位）

現地調査期間 1996.10～1998.3

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
1.ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ概要　　　　2010年のｳﾞｨｴﾄﾅﾑの鉄鋼需要は640万ﾄﾝ／年と想定し、
　能力460万ﾄﾝ／年規模の高炉一貫製鉄所を段階的に建設する。
　・(step-1)　2006年までに熱間圧延(能力160万ﾄﾝ／年)・冷延(能力70万ﾄﾝ／
　　年)・CGL/EGL(能力230万ﾄﾝ／年)をｽﾀｰﾄ
　・(step-2)　2010年までに能力230万ﾄﾝ／年の高炉・ｽﾗﾌﾞCCをｽﾀｰﾄ、及び熱
　　間圧延(能力320万ﾄﾝ／年)、冷延(能力120万ﾄﾝ／年)、CGL/EGL(能力30万ﾄﾝ
　　／年)に増強
　・(step-3)　2010年以降に能力230万ﾄﾝ／年の高炉・転炉をｽﾀｰﾄ

2.ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ　　　　ｳﾞｨｴﾄﾅﾑ中部ｽﾞﾝｸﾜｯﾄ地区(日本のODAでｲﾝﾌﾗ整備検討)、
　　　　　　　　　　 若しくは北部ﾑｲﾛﾝ地区(ﾀｯｹｰ鉱山近傍)

3.建設費　　　　　　 step-1のみ実施　　　約14億ﾄﾞﾙ
　　　　　　　　　　 step-3までの総合計　約57億ﾄﾞﾙ

 提言内容の現況に至る理由

・東南ｱｼﾞｱの深刻な経済危機に伴うｳﾞｨｴﾄﾅﾑの経済悪化から、ｳﾞｨｴﾄﾅﾑ側は本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
　の次のSTEPの推進を一次延期。
(一貫製鉄所に係わる本格F/Sを2000年以降に要請する意向)
・1999年、経済の安定化を睨み、下工程の熱延・冷延に関してﾌﾟﾚF/Sに取り組むこと
　にした。
・2000年JICA／鉱工業調査案件として、熱延に関するﾌﾟﾚF/Sを実施することになっ
　た。
2003.3現在：新情報なし

 その他の状況
提言内容は延期されているものの、小規模な近代化事業は検討中。
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2003年3月改訂
国　　　　名 ヴィエトナム 予 算 年 度 8～9 報告書提出後の状況

和 標準化・計量・検査　品質管理M/P調査 実績額（累計） 178,648 千円 （契約額：179，839千
　提案実施に向けてSTAMEQは引き続き要請を提案して
いるが(1998年)、同国内で保留されている。

2002.3現在：進捗状況不詳
2003.3現在：情報なし

案　件　名 英 Study on Development of Industrial
Standardization, Metrology, Testing and Quality
Management in the Socialist Republic of Viet
Nam

調 査 延 人 月 数 45.98 人月

調査の種類／分野 M/P／その他
最終報告書作成年

月
1998.1

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  猪岡　哲男 (財)日本規格協会

所属  ユニコ　インターナショナル(株) 相手国側担当機関名 Directorate for Standard and  Quality
(STAMEQ)
Dr. Nguyen Hun Thien
(Director General)

調 査 団 員 数 14 担当者名（職位）

現地調査期間 96.3.9～96.3.22／97.5.18～97.7.2
97.8.19～97.8.30／97.12.1～97.12.10

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
・下記に沿ってそれぞれ提言し、それに基づきﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ提言を行った。
1.標準化・品質行政のｼｽﾃﾑと組織体制
2.規格開発・普及
3.認識・認定
4.品質管理
5.試験・検査
6.工業計量・校正

・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ提言
1)社内標準化・品質管理普及体制の整備、指導者育成ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
2)中核企業の品質能力向上支援ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
3)電子・電気機器安定にかかる強制認証制度拡充ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
4)外国との相互協定に基づき外国規格適合製品認証体制の整備ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
5)計量標準・校正体制の整備・拡充

(1) 工業標準化に係わる行政ｼｽﾃﾑと組織
　　体制の確立、及び工業規格の開発と
　　その普及
　　1)法律の整備
　　2)標準化委員会(Standardization
　　　 Committee)の設置
　　3)2000年1月のｽﾀｰﾄに向けてｳﾞｨｴﾅﾄﾑ
　　　工業規格(VIS)の整備を実施中で
　　　ある。
　　4)工業規格には強制規格を作るべく
　　　準備中である。
　　韓国の援助(KOICA、1.5百万US$)で
　　電気製品の安全基準を作成中(電線、
　　扇風機、ﾍｱﾄﾞﾗｲﾔｰ、ｱｲﾛﾝ、湯沸かし
　　器の5品目)で2000年1月から認証事
　　業をｽﾀｰﾄする。

(2) 品質ｼｽﾃﾑ認証・試験所認定
　　STAMEQでのVILAS(品質ｼｽﾃﾑ認証
　　ｽｷｰﾑ)の実施とTCVN(Technology
　　 Centre)の拡充。

(3) 試験、検査、及び校正
　　1)試験機材や測定機器等の更新。
　　2)電気分野でﾖﾛｰｯﾊﾟ(EU)の支援を受
　　　けて4つのﾗﾎﾞの環境整備を行って
　　　いる。

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
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2003年3月改訂
国　　　　名 ヴィエトナム 予 算 年 度 10～11 報告書提出後の状況

和 中小企業振興計画調査 実績額（累計） 164,524 千円
　2001年に開催されるｳﾞｨｴﾄﾅﾑ共産党大会で中小企業振
興が正式に決定される。これを契機に、報告書で提案
した諸方策が具体的な実現に移行するものと見られ
る。
2002.3現在：変更点なし。
2003.1現在：報告書の60％程度は実現したものとみら
れる。残りの40％程度は2004までに実現される方向で
ある。

案　件　名 英 Study on the Promotion of the Small and Medium
Scale Industrial Enterprises in the Socialist
Republic of Vietnam

調 査 延 人 月 数 37.07 人月

調査の種類／分野 M/P／工業一般
最終報告書作成年

月
1999.12

コンサルタント名 (株)野村総合研究所

調
　
査
　
団

団長 氏名  小早川　護 (財)素形材センター

所属  (株)野村総合研究所 相手国側担当機関名 ヴェトナム国計画投資省産業局
ハイ（HAI）副局長

調 査 団 員 数 15 担当者名（職位）

現地調査期間 99.3～99.11

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
　ｳﾞｨｴﾄﾅﾑにおける民間中小企業の振興のために、調査団は中小企業基本政策
及び実行計画案の策定を行った。策定の範囲は、監督官庁機構、実施機関機
構、関連法規、信用保証制度を含む中小金融制度、人材育成制度、機械及び部
品産業、縫製産業、電機及び部品、食品加工業、その他などである。策定の対
象期間は、2005年までの短期、2010年までの中期、2020年までの長期である。
調査は、我が国通産省、外務省、大蔵省との政策調整を行いつつ実施し、ｳﾞｨｴ
ﾄﾅﾑ計画投資省に提案を行った。

　ｳﾞｨｴﾄﾅﾑ計画投資省は、中小企業基本法
草案、監督機構草案、信用保証制度草案
を起草中である。しかし、初めてのこと
もあって作業は遅れている。また、以上
の仕組みを運用する能力も充分とはいえ
ない。従って、我が国からのﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟが
必要とされよう。
2003.03現在：2002年時点でハイ副局長に
よれば、JICA調査に基づき中小企業法令
や信用保証法令などを2001年に相次いで
公布、また、中小企業局も設置されてお
り、今後必要なことは実行支援策であ
り、技術センターなどのコンセプト設計
を含めドナーに一層の協力をお願いした
いとのことであった。

 提言内容の現況に至る理由

2003.3現在：JICA調査の提案内容のうち、制度・法令面はだいぶ整備されてきた。党
中央、首相府などの最高機関が中小企業振興を相当重視してきたためである。

 その他の状況
　信用保証制度の実施に向けて、我が国からの技術移転が急務と考えられる。
2003.3現在：ハイ副局長は、2002年後半に中小企業局の筆頭副局長に選任され、実務
面の任を担うことになった。
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2003年3月改訂

国　　　　名 ヴィエトナム 予 算 年 度 11～12 報告書提出後の状況

和 産業公害対策マスタープラン調査(産業廃水） 実績額（累計） 214,685 千円 ・1999秋～工業省傘下の研究所による国営企業の指導
開始
・1999.11月～四日市でヴィエトナム側（研究者中心）
参加の技術研修ワークショップ実施
・2000.9月 四日市でヴィエトナム側（行政企業技術者
中心)参加の技術研修ワークショップ実施
・2000.10月 四日市でヴィエトナム側（研究者中心)参
加の技術研修ワークショップ実施
・2000.9月～12月 ヴィエトナム工業省化学研究所より
2名が水質汚染防止技術の研究のため来日、滞在
・2000.11月～12月 日本人専門家派遣により技術指導
（ハノイ近郊中小企業）
・2001.7月 工業省化学研究所3名 公害防止対策実施状
況調査
・2001.10月 四日市でヴィエトナム側（行政技術者中
心）技術指導、ワークショップ実施　(*へ)

案　件　名 英 The Master Plan Study for Industrial Pollution
Prevention in Viet Nam (Waste water)

調 査 延 人 月 数 54.62 人月

調査の種類／分野 M/P /その他

最終報告書作成年月 00.　9

コンサルタント名 (財)国際環境技術移転研究センター

調
　
査
　
団

団長 氏名 倉剛進 三菱化学エンジニアリング株式会社

所属 (財)国際環境技術移転研究センター 相手国側担当機関名 工業省技術品質管理局

調 査 団 員 数 15 担当者名（職位） Dong Ngoc Tung局長

現地調査期間 99.10～11/99.11～12/00.2～3/00.6/00.7～8

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の状況  進行･活用
1．環境側面
(1)環境基準の修正
(2)総量規制的手法による対象水域及び汚染物質の決定
(3)モニタリングの強化
(4)環境測定士制度の導入
(5)公害防止管理者制度の導入
(6)違反企業に対する罰則の強化
(7)住民への情報公開と参加促進
(8)有害物質使用企業の登録
 2．企業支援面
(1)人材養成 公害防止管理者及び環境技術コンサルタント
(2)技術指導
(3)公害防止投資の支援 長期融資、税制優遇、表彰制度
(4)共同処理施設の導入
(5)情報交流の促進
 3．その他の活動設備集約産業の統合化、ISO14000等促進、防止機器産業育成
大学の環境工学講座の拡充、国営企業生産性向上、省庁連携促進
(*) から
・2002.2～3月 日本人専門家4名が化学、紙パ工場のクリーナープロダクション
等技術指導
・2002.10月　四日市でヴィエトナム側（行政官・企業管理者中心）技術指導、
ワークショップ実施
・2002.12月　ハノイでヴィエトナム側（政府、企業、大学・研究機関）に対し
てワークショップ、工場指導を実施(2003.2現在）

1．環境規制面(1)汚染負荷量の大きい工場
を重点に改善する四日市市総量規制手法、
モニタリング方法の具体的実施方法をヴィ
エトナム工業省化学研究所以下３名が実費
で研修、来日（2000．7)
2．企業支援面
(1)工業省傘下の化学研究所等の機関が国
営企業の技術指導を実施
(2)水質汚染防止技術について化学研究所
の研究員が技術研修に来日し東京大学で研
究開発に従事（2000．9～12． 3名）
(3)日本人専門家4人が工場の技術指導を実
施(2000．2～3)
(4)クリーナープロダクションを中心に技
術研修を四日市で実施(1999.11、2000.9、
2001.10）
(5)日本人専門家によりハノイの中小企業
に対して技術指導を実施
2003.2現在：2002年2～3月に実施された日
本人専門家による化学・紙パ工場のクリー
ナープロダクション等、技術指導におい
て、マスタープラン調査対象企業が、報告
書提出後約1年半の間に、廃水水質改善や
工場内環境改善、さらに生産コスト削減な
ど、提言に基づく改善実行策を着実に実施
してることが判明した。

 提言内容の現況に至る理由

・工場に対する技術指導、技術者、研究者養成については工業省傘下の研究所及び国
営企業を中心にかなり実施されている。
・基準修正、総量規制的手法、モニタリング強化、公害防止管理者制度の導入につい
ては、工業省化学研究所、同戦略研究所等で導入の検討の勉強が続けられている。
・税制優遇、長期融資制度、共同処理施設導入などについてヴィエトナム国の財政的
状況が改善していないため実施の希望を工業省が要請しているが未だ大蔵省から認め
られるに至っていない。
・工業省内の環境とエネルギーオフィス（仮称）の設置についても財源難により人員
増が困難として設置されてはいないが化学研究所等の既存機関を利用した技術指導は
実施中である。

 その他の状況
・溶存酸素、電気伝導度等5項目を即時に測定できる携帯型水質分析器を供与した。そ
の後同省化学研究所などの技術研修に用いられている様子である。
・カウンターパート研修として2000.1月に3名を受け入れた。現地セミナーはハノイ、
ホーチミンで各2回実施しその他ハノイで4つのワークショップを実施した。
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2001年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 59～61 報告書提出後の状況

和
工業省エネルギー計画調査

実績額（累計） 92,998 千円
1.中国側に供与した調査団携行機械を使用して工場省ｴﾈﾙｷﾞｰ診断
を中国側独自で実施している。
2.「省ｴﾈﾙｷﾞｰ法」の制定について今年（1994年）の全国人民代表
大会に提出され、審議中である。1998.1.1から施行された。ただ
し施行細則はまだ公布されていない。
3.本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの次期事業として大連省ｴﾈﾙｷﾞｰ教育ｾﾝﾀｰ事業のﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄ方式技術協力の正式要請が中国政府からあり、1991年10月
末に日本政府は事前調査団を1992年4月に長期調査団を中国に派
遣し今後の協力事項について協議を行ない、1992年7月に実施協
議調査団を派遣し、R/Dを締結した。期間は5年間とした。
(1)1993年3月中国側研修員4名を受け入れて、省ｴﾈﾙｷﾞｰ管理研修
を実施。
(2)1993年10月に、大連省ｴﾈﾙｷﾞｰ教育ｾﾝﾀｰ計画事業の進行状況確
認および細部調査のために調査団を派遣した。
(3)1994年4月中国側研修員4名を受け入れて、省ｴﾈﾙｷﾞｰ管理研修
を実施。
(4)1994年5月「中国大連省ｴﾈﾙｷﾞｰ教育ｾﾝﾀｰ」が設立され、工場ｴ
ﾈﾙｷﾞｰ管理・熱管理技術・電気管理技術研修を実施している。
(*)

案　件　名 英 The Study of Energy Conservation Promotion
Project in the People's Republic of China

調 査 延 人 月 数 34.67 人月 （内現地16.67人月）

調査の種類／分野 M/P／エネルギー一般

最終報告書作成年月 1987.1

コンサルタント名 (財)省エネルギーセンター

調
　
査
　
団

団長 氏名  新倉　隆

所属  (財)省エネルギーセンター　専務理事 相手国側担当機関名 国家経済委員会
周　培年　（能源局長）

調 査 団 員 数 25,7 担当者名（職位）

現地調査期間 85.10.14～12.24
86.8.21～9.2

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　大連市内

計画内容
・ｴﾈﾙｷﾞｰの管理について、4工場を調査し、工場側の省に対する姿勢、組織、ｴﾈ
ﾙｷﾞｰ消費状況把握と管理などの状況報告
・ｴﾈﾙｷﾞｰ使用上の問題点のまとめ
・4工場ごとの改善方策の具体化とその経済効果のまとめ
・大連市工業部門に対する省ｴﾈﾙｷﾞｰ推進施策として目標設定、進捗状況の管
理、工場に対する指導援助と条件整備に関する具体的な提言のまとめ。

1.工業省ｴﾈﾙｷﾞｰ改善の資料として活用さ
れ、一部の工場では改善の実施をした。
2.ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術協力「大連市省ｴﾈﾙｷﾞｰ
教育ｾﾝﾀｰ」（1992.7-1997.7）実施。
3.1992～1997年度までの日本側投入実績
は、CP受入れ23名、専門家派遣49名、機材
供与528,476千円となった。

・中華人民共和国省ｴﾈﾙｷﾞｰ法が1997年11月1
日に公布され、1998年1月1日に施行され
た。これにともなって、各地方都市では各
自の省ｴﾈﾙｷﾞｰ法を作成した。大連市におい
ては大連市省ｴﾈﾙｷﾞｰ管理方法が1999年に作
成され、現在市人民大会で正式な法律にな
るために申請中である。
・当ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ開始当時はｴﾈﾙｷﾞｰの有限性か
ら省ｴﾈﾙｷﾞｰ政策を国家をあげて推進してい
く気風であったが、現在では状況が変化
し、生産品のｺｽﾄを削減するために省ｴﾈﾙｷﾞｰ
進めている。
・大連市としては経済不況から電力消費量
が減少し電力の供給過多の状況にある。し
たがって電力の積極的使用を奨励している
が、同時に効率的、有効的な使用を呼び掛
けている。
（1999年度現地調査結果）

 提言内容の現況に至る理由

(*)
(5)1995年2月中国側研修員4名を受入れて、省ｴﾈﾙｷﾞｰ管理研修を実施
(6)1995年6月大連省ｴﾈﾙｷﾞｰ教育ｾﾝﾀｰ計画事業の進行状況確認および細部調査のために
調査団を派遣した。
(7)1996年2月中国側研修員4名を受入れて、省ｴﾈﾙｷﾞｰ管理研修を実施
(8)1997年3月にﾌﾟﾛ技終了時評価調査団を派遣し、評価報告書を発行するとともに、
1999年1月まで1.5年延長が決定された。
(9)1997年3月CP研修員3名を受入れ、省ｴﾈ実技研修を実施
(10)1998年11月にﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査団を派遣し、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ終了後の国立化体制を確認し
た。
(11)1999年1月8日をもってﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを終了した。

 その他の状況
技術移転例
1.ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄに対する現地でのOJTとしては、調査団携行機材を使用して工場診断技術
を指導した。
2.診断材料の取り扱い方法の指導を行った。
3.1987年4月に短期専門家（熱管理）を派遣した。
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2001年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 62～63 報告書提出後の状況

和
金型産業振興計画調査

実績額（累計） 106,939 千円
上海ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品金型工場：
　現存するが、所属はﾌﾟﾗｽﾁｯｸ業界に変更された。外国か
らの設備を導入して発展している。
上海無線電金型工場：
　現存するが、経済不況のため生産は鈍っている。設備
改良したが、運営は上手くいっていない。
上海電機金型工場：
　現存する。基本的に改良は実施していない。現在運営
面で困難に直面している。
上海ｺﾞﾑ金型工場：
　現在従業員220名、生産額（1999年）は1,000万元。
JICA側の診断通りではないが、独自に改良して順調に運
営されている。
（2000年2月現地調査結果）

案　件　名 英 The Study for the Development Program for Die &
Mold Manufacturing Industry in the People's
Republic of China

調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 M/P／その他工業

最終報告書作成年月 1988.10

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  三上　良悌

所属  ユニコ　インターナショナル(株) 会長 相手国側担当機関名 国家経済委員会
輸出入局副局長
俛　根仙調 査 団 員 数 7 担当者名（職位）

現地調査期間 88.1～（3週間）

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
中国の金型産業を振興するために調査団は大別して次の3種類の提言を行った。
1.金型産業を育成するための組織問題、関係産業問題、金型産業の技術向上問
題等、金型産業の基盤改善についての提言。
2.診断した4工場（ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ射出成型用金型、精密小型ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ射出成型用金型、
ﾓｰﾀｰｺｱ用ﾌﾟﾚｽ金型、ﾀｲﾔ用金型）に就て各々の近代化の対応策を提言。
3.金型技術者養成ｾﾝﾀｰについて、とりあげるべきﾃｰﾏ、ｶﾘｷｭﾗﾑ、必要設備、予算
についての提言。

　本調査の提言のうち、金型技術者養成ｾﾝ
ﾀｰに関して、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ技術協力「上海現代
金型技術者訓練ｾﾝﾀｰ(1991.9-1998.6)による
支援が決定され、中国が整備するｾﾝﾀｰにお
いて日中双方の技術協力によりｲﾝｽﾄﾗｸﾀｰの
養成を図ることにより。中国のﾌﾟﾗｽﾁｯｸ用金
型技術の向上が実施された。金型製作ｺｰｽの
ｲﾝｽﾄﾗｸﾀｰとなるべきｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄの金型技術が
向上し、ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ射出成型用精密金型につい
て実践的な金型技術者が養成されている。
　1994年度までに専門家派遣累計26名、受
入17名、機材供与319,491千円

 提言内容の現況に至る理由

左記のうち、2については中国としては予算申請を中央政府にという所までは知ってい
るが、その後の経緯は不明。

項目3について、日本のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ技術協力にのるかどうかの検討（主として技術協力会
社が存在するかの検討）が行われ、一応協力会社の存在が確認されたが、中国情勢か
ら中断した。

上海は中国の工業化における重要な拠点であり、工業発展の基礎となる金型産業に対
しても重点的な振興を計画している。本調査と上海市がまとめた上海金型産業振興計
画をもとに、我が国に対して上海市の金型産業育成に関する技術協力の要請が行われ
た。

 その他の状況
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2001年3月改訂

国　　　　名 中国 予 算 年 度 63 報告書提出後の状況

和
青島輸出加工区開発計画調査

実績額（累計） 136,148 千円
1993.5月頃に上下水道ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに対する円借がｺﾐｯﾄされ
た。
・日本企業側が大連に力を入れたために青島での輸出加
工区計画は先延ばしにされた感がある。
・1992年12月19日に中央政府より「青島保税区」建設が
認可された。現在、第1期建設（面積0.86平方km）、第2
期建設（面積0.96平方km）はほぼ終了している。第3期建
設にとりかかるところである。
・既存の「経済技術開発区」整備及び新設の「保税区」
建設に係るｲﾝﾌﾗはすべてJICA開発調査を基にしており、
現在ほとんどのｲﾝﾌﾗは完成している。
（2000年2月現地調査結果）

案　件　名 英 The Study on the Development of Qungdao Export
Processing Zone in the People's Republic of
China

調 査 延 人 月 数 44.79 人月 （内現地23.00人月）

調査の種類／分野 M/P／工業一般

最終報告書作成年月 1989.3

コンサルタント名 日本工営(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  寺田　恵一 (財)日本立地センター

所属  日本工営(株) 相手国側担当機関名 青島市人民政府
青島経済技術開発区管理委員会主任
青島輸出加工区開発調査協調組組長
許　善義

調 査 団 員 数 13 担当者名（職位）

現地調査期間 88.6.26～11.15

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
1.青島市は輸出加工区建設に適した条件を備えた地域である。即ち、軽工業、
紡績工業を主とした多様な工業集積を有する都市であること、中国の中で経済
基礎が比較的整っており、良好な港湾に恵まれた対外貿易の盛んな都市である
こと、さらに豊富な資源を有する背後地をひかえ、交通が便利で技術力にも比
較的優れ、良質で豊富な労働力資源に恵まれていることである。但し、候補地
区は青島市街からのｱｸｾｽが悪く、また海外からの航空ｱｸｾｽ並びに通信事情が悪
い。
2.青島地域への立地適合業種は「地域動向性評価」、「立地実現性評価」で適
正が認められ、かつ「立地条件適正評価」にもﾊﾟｽした業種とした。23業種（当
面）および24業種が選定された。“当面”適合する業種、製品は労働集約型
（中間技術型、量産技術型を含む）が主体であり“将来”の業種・製品は先進
技術型の比重が増大している適合業種は、食品、繊維、衣服、出版、化学、ﾌﾟﾗ
ｽﾁｯｸ窯業、非鉄、一般機械、電機、精密機械等である。
3.適合業種に基づいて、用地開発計画、生産規模の想定、土地利用計画、施設
計画を含む輸出加工区開発ﾓﾃﾞﾙﾌﾟﾗﾝを策定した。用地面積は260haである。
4.輸出加工区の制度／運営・管理についての提案を行った。

1992.9～1993.2　青島開発計画事業に係わ
る案件形成促進調査（SAPROF調査）がNKに
よって実施された。その内容は下記の3ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄのF/Sである。
1.青島経済技術開発区の上下水道整備
2.港湾整備
3.ﾌｪﾘｰ調達
1993.5月に、上下水道ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの円借款
「青島開発計画（上水道・下水道）」
（25.13億円）がｺﾐｯﾄされ、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが実施
された。

1996年12月に港湾整備に関する円借款「青
島港前湾第2期建設事業」（27億円）がｺﾐｯﾄ
された。本案件は貨物取扱需要に対応する
ために、同湾前湾地区にｺﾝﾃﾅ2ﾊﾞｰｽ、雑貨4
ﾊﾞｰｽ（計6ﾊﾞｰｽ、取扱能力合計315万ﾄﾝ/年）
を建設するものである。

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
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国　　　　名 中国 予 算 年 度 3～7 報告書提出後の状況

和 徳興銅鉱山鉱廃水処理計画調査 実績額（累計） 268,306 千円 　本調査に基づき1996～1997年にわたって、新規廃水
処理施設の詳細設計を実施するために
　1)現地概況･ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄ設計調査
　2)ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄ設計元請の決定
　3)ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄ現地据付監督
　4)実証試験の実施･運転員の教育訓練
　5)新規廃水処理施設詳細設計に関する指導
　を引続き協力し、これからは千代田化工関係ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ
によって、JICAより受注、実施されている｡
　2000年にﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄ詳細設計が終了予定(詳細は
JICA鉱調部承知)
　爾後、本格工事が円借で進む可能性あり｡
2002年1月現在：中国側にて工事計画を立案し進行中と
の情報がある。
2003年1月現在：情報なし

案　件　名 英 The Study on Waste Water Treatment Project in
Dexing Copper Mine.

調 査 延 人 月 数 66.20 人月（内現地22.70人月）

調査の種類／分野 M/P／鉱業

最終報告書作成年月 1995.3

コンサルタント名 三井金属資源開発(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 長浜　達也 同和工営(株)

所属 三井金属資源開発(株) 開発本部 相手国側担当機関名 ・有色金属工業総公司
　　催　虎林　（外事局処長）
・北京有色冶金設計研究総院
　　劉　　仁　（副工程師）
・徳興銅鉱山
　　森　昌　　（総工程師）

調 査 団 員 数 12 担当者名（職位）

現地調査期間 93.3.6～3.31/93.6.1～7.3/93.8.15～9.31/

93.10.14～12.16/94.5.15～6.15/94.7.17～8.5/

94.10.15～10.31/95.1.16～1.25

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

(現状の認識)
徳興鉱山廃水は、2003年にはph1.5～4.0の酸性廃水4.9万立法ｍ/日とph1.1～
1.2のｱﾙｶﾘ性廃水28.1万立法ｍ/日に達し、下流の楽安川、陽湖の汚染が進行す
るため早急に対処する必要があること｡

(提言)
1.廃水処理計画
　空気攪拌方式による二段中和法の廃水処理施設を新設する｡その為の詳細設計
を早急に実施する必要がある｡
　･新規廃水処理施設の建設費　　範囲内　　　5,100万元
　　　　　　　　　　　　　　　 範囲外　　　9,953万元
　　　　　　　　　　　　　　　 建設期間　　2年間
　･操業費　　　　　　　　　　　平均　　　　0.58元/立法ｍ
2.環境ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ計画
　処理施設の効果確認と将来の汚染に対する改善予測をするための基礎ﾃﾞｰﾀ収
集を目的にﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを実施｡
3.廃滓堆積場余剰水排水系の事故処理対策
4.停電等によるｱﾙｶﾘ廃水の流出防止対策
5.不法立入禁止
6.管轄外廃水の処理
7.廃水量及び排物質総量の抑制

1.新規廃水処理工程のうち中国が未経験の
分野である空気攪拌及び二段中和設備に関
するJICA開発調査(詳細設計)を実施
(1996.8-)

 提言内容の現況に至る理由

　中国側(有色金属工業総公司)は本調査団の指摘及び提案内容を深刻に受けとめ、北
京有色冶金設計研究総院と共に徳興銅鉱山に対して、廃水処理対策の早期実施を指導｡
その結果報告書による改善提言内容の実行を早期に実現させると共に新規廃水処理場
建設費用を予算化させた｡並行して新規廃水処理工程のうち中国が未経験の分野である
空気攪拌及び二段中和設備に関する詳細設計を日本側へ要請した｡
　これを受け日本側では、予備･事前調査を経て｢徳興鉱山廃水処理計画詳細設計調査｣
を1996年8月から実施中である｡詳細設計調査の第1回調査で、空気攪拌及び二段中和の
詳細仕様を決定するためﾃﾞｰﾀ取得を目的としたﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄ設計･建設が行われる｡

 その他の状況
1.徳興銅考案廃水管理各論の技術移転(堆積場排水系の事故処理／停電等事故時のｱﾙｶﾘ
廃水流出防止対策立案／廃水量排物質総量の抑制／酸性排水の不法流用防止策の検討
等)
2.新規廃水処理場建設及び操業費の試算(中国側設計積算手法の移転)
3.詳細設計後は千代田化工関係ｸﾞﾙｰﾌﾟが、かかわっている｡
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国　　　　名 中国 予 算 年 度 7～8 報告書提出後の状況

和 寧夏石炭資源開発利用計画調査 実績額（累計） 113,898 千 （契約額:109,297千円）2002.3現在：進捗状況不詳
2003.3現在：新情報なし

案　件　名 英 The Study on Utilization of Coal in Ningxia 調 査 延 人 月 数 27.50 人月

調査の種類／分野 M/P／鉱業

最終報告書作成年月 1996.10

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 三上　良悌 三菱マテリアル(株)

所属 ユニコ　インターナショナル(株) 相手国側担当機関名 寧夏回族自治区

調 査 団 員 数 6 担当者名（職位） 科学技術委員会

現地調査期間 96.11 ～ 計2.3ヶ月

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
（調査目的）
　寧夏における石炭資源と開発利用の高度化を推進し、寧夏経済を振興させることを目標
としたﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝを作成することを目的とし、石炭資源の開発の進め方、石炭を原料とした
既存工業高度化、新たな高度石炭加工工業の開発等について調査を行う。対象地域は寧夏
全域とし、太西炭と霊武炭の開発利用に重点を置く。

（石炭資源開発利用計画）
1.発展ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ
　石炭の予想埋蔵量は2000億ﾄﾝであり、1995年の生産規模が続いた場合、2200年間の生産
が可能。品種が豊富で、品質も良く、比較的採掘が容易という特徴をもつ。
2.石炭資源の現状と将来計画
　ここ数年、1400万ﾄﾝ前後を出炭、2010年には2600万ﾄﾝを予想。選炭率も44％と高い。
3.石炭・電力多消費型産業の可能性
　2010年には1995年に比べて、石炭消費が無煙炭塊炭1.7倍、無煙炭粉炭3.5倍、ｺｰｸｽ用炭
1.2倍、動力用炭5.5倍に増加。多くの産業において優位性がある。
4.石炭の生産と需要のﾊﾞﾗﾝｽ
　供給が過多になると考えられる霊武炭の処理対策が必要、利用量の不足は出炭量を制約
し鉱山の効率が悪化する。
5.需要拡大への対策
　霊武炭の需要拡大には、ｾﾐｺｰｸｽ製造、ｱﾝﾓﾆｱ・尿素製造、山元発電等が考えられる。
6.環境評価
　冬季のTSP及びNOXの値が高いのは石炭の燃焼、特に住宅・中小工場等の石炭燃焼による
汚染の影響が考えられる（但し、NOXは基準値内）。黄河の水はSSは高くても平均的には
CODは低い。黄河以外の中小水路では汚染が進行。適切な対策が必要。

1)石炭火力発電所（石嘴山）：近々建設着
工予定である。
2)活性炭生産工場は順調に稼動しており、
　日本が輸入している。
3)天然ｶﾞｽからの化学肥料生産：中国石油
化工公司にｱﾝﾓﾆｱ（尿素）製造機器が2基建
設されており、さらにもう1基を自治区政
府及び中国石油化工公司で予定している。
4)苛性ｶﾘ生産：この案件は消滅した。
5)熱圧成型ｺｰｸｽでの特級鋳物用ｺｰｸｽ生産：
調査時（1996）と同じく実験用のﾊﾟｲﾛｯﾄ設
備で4万ﾄﾝを生産するのみで進展はない。
6)炭化珪素生産：ﾊｲﾃｸ産業振興の意味から
国家の重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとして注目されてい
る。
（1999年度現地調査結果）

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
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国　　　　名 中国 予 算 年 度 1 報告書提出後の状況

和 モデル都市(藩陽市、杭州市)中小企業振興計画 実績額（累計） 582,319 千円
2003.3現在：情報なし

案　件　名 英 Study of Small and Midium Enterprise Development
in Shenyang and Hanzhou in the People's Republic
of China

調 査 延 人 月 数 142.88 人月

調査の種類／分野 M/P／工業一般

最終報告書作成年月 2001.12

コンサルタント名 (財)素形材センター、富士テクノサーベイ(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  渡部陽 ユニコインターナショナル(株)

所属  (財)素形材センター 相手国側担当機関名 国家経済貿易委員会中小企業司

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 00.5.14～6.8
00.10.8～12.23
01.2.11～3.24
01.8.9～9.26

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
（杭州市）
対象企業：製造業（機械・電子産業、食品加工産業、紡績産業、軽工業）
調査の成果：
1) 中小企業の抱える問題点・中小企業振興政策と実施組織の現状調査による改善点の指摘
及び改善案の提出（含、必要な行政予算の提言）
2) 中小企業数社の診断・指導の実施による具体的な改善の効果（含、診断・指導事例集の
作成）。問題点の政策提言。
3) パイロット・プロジェクトとして、中小企業ネットワークの設立。運転の継続及び中小
企業振興の具体化に寄与。
4) パイロット・プロジェクトとして、投資基金のアドバイザリー・サービスを提供し、ハ
イテク以外の中小企業の近代化促進を目的としたリミテッド・パートナー（LPS）式投資基
金設立の準備への協力。
（藩陽市）
対象企業：一般機械産業、自動車部品産業、電子・情報産業、環境保護産業
調査の成果：
１） 中小企業の抱える問題点・中小企業振興政策と実施組織の現状調査による改善点の指
摘及び改善案の提出。改善・指導（診断・指導事例集の作成）。
２） パイロット・プロジェクトとして、中小企業ネットワークの設立。運転の継続及び中
小企業振興の具体化に寄与。
３） 中小企業振興政策の提言（マスター・プラン及び個別プロジェクトの提言、アクショ
ンプランの策定）
・ 中小企業支援システムの構築と育成
・ パートナーシップ活動による中小企業の市場開拓
・ 産業構造改革
・ 高新技術振興
・ 経営基盤強化
・ 中小企業金融支援
・ 中国の外国企業誘致政策
・ 中小企業投資支援

　
1)限定された範囲ではあるが、診断・指導を実施
した数社での具体的な改善効果が見られた。
2)パイロット・プロジェクトとしての中小企業
ネットワークの設立。運転は継続され、中小企業
振興の具体化に寄与している。今度組織の拡大を
期待する。

 提言内容の現況に至る理由

提言内容の現況は暫定措置。

 その他の状況
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2001年3月改訂

国　　　　名 大韓民国 予 算 年 度 52～54 報告書提出後の状況

和
水資源総合開発計画調査

実績額（累計） 330,609 千円
1.対象となった10ﾀﾞﾑのうち住岩、臨河、咸陽、洪川ﾀﾞﾑ
については第2次国土総合開発10ヶ年計画（1982～1991
年）に盛り込まれており、特に住岩ﾀﾞﾑについては、第5
次経済社会開発5ヶ年計画期間中の事業費140百万ﾄﾞﾙ、う
ち円借款60百万ﾄﾞﾙを予定して鋳型、1984年8月に111億
円の円借款（L/A）が行われた。
2.またﾊﾟﾑｿﾝｺﾞﾙ、麟蹄、ｶﾞﾝﾋｮﾝ、奉化については第3次
10ヶ年計画（1992年～）に盛り込む予定であるが、九切
及び達川ﾀﾞﾑについては経済性等の問題から現在のところ
建設する計画はない。

　ﾀﾞﾑ建設には巨額のｺｽﾄがかかるので韓国政府としては
資金調達の困難性等により緊急を要するものから段階的
に建設を実施しており、1982年に完了した大清ﾀﾞﾑ、1985
年に完成した忠州ﾀﾞﾑに引き続き現在は陝川・住岩・臨河
ﾀﾞﾑが完成している。
1999.10現在：特に新情報なし

案　件　名 英 The Long-Term Multipurpose Dam Schemes
Preliminary Feasibility Study in the Republic of
Korea

調 査 延 人 月 数 78.06 人月 （内現地31.86人月）

調査の種類／分野 M/P／水力発電

最終報告書作成年月 1979.9

コンサルタント名 日本工営(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  脇　治雄／久野一郎 電源開発(株)

所属  日本工営(株) 相手国側担当機関名 建設部水資源局

調 査 団 員 数 11,28 担当者名（職位）

現地調査期間 77.10.10～12.17／
78.7.3～79.3.26

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
1.計画の概要
(1)調査の目的
　本調査は大韓民国における水資源開発の長期展望を行ない第一次調査により
選択された10地点に対して、多目的ﾀﾞﾑ建設の技術的・経済的妥当性を予備的に
検討する。
(2)調査の内容
　調査団はﾀﾞﾑｻｲﾄの弾性波探査、ﾀﾞﾑｻｲﾄ地質図作成、築堤材料調査水文調査、
洪水被害調査、都市用水需要調査、土壌調査、土地利用調査、農業基盤整備事
業調査、電力市場調査、目的別水需要調査、水収支予測、多目的ﾀﾞﾑの概略設計
と工事費積算および多目的ﾀﾞﾑの経済分析を実施した。

2.結論及び勧告
　調査対象ﾀﾞﾑの運転開始時期は、いずれも揚水需要から決定され、漢工流域
2008年、洛東江流域1991年、ｾﾝｼﾝｺｳ流域1986年と算定される。
(1)漢工流域5地点のうち、洪川、達川およびｶﾞﾝﾋｮﾝﾀﾞﾑが経済低に成り立ち、中
でも洪川ﾀﾞﾑは大規模な発電と長期の揚水供給の可能性があり最有力である。
(2)洛東江流域3地点のうちでは、臨河ﾀﾞﾑが経済的に成り立つと判定された。
   このﾀﾞﾑは発電とともに流域の用水供給に重要な役割を果たすと考えられ
る。
(3)ｾﾝｼﾝｺｳに提案された住岩ﾀﾞﾑは経済的妥当性が高く、特に南海岸工業地帯へ
の用水供給の観点から早期開発が望ましい。
(4)今後の課題として、水文観測の充実と更に詳細な水質調査を勧告する。

ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ段階で提案された10ﾀﾞﾑ地点の内、
住岩、臨河、咸陽、洪川ﾀﾞﾑの4地点につい
ては、以下の通り計画が進行している。

住岩：円借款(111億円)が充当され1986年か
ら本格工事に入り1990年に完成した。ｺﾝｻﾙﾀ
ﾝﾄは日本工営。

臨河：1984年から韓国政府資金により一部
工事実施されていた。1987年から円借款(約
70億円)が充当され、1988年春からﾀﾞﾑ本体
設立に着手し1991年に完成した。ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄは
日本工営。

咸陽：韓国政府資金による詳細設計が終了
しているが、工事資金計画が未定である。

洪川：1990年度に工事着工を予定したが、
補償問題が大きく、実施の見通しがたって
いない。

 提言内容の現況に至る理由

長期的視点にたった水資源開発の重要性が理解され、優先ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが実現し、供用さ
れている。他のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄも韓国政府の水資源開発製作に基づいて実施が検討されてい
る（1994年3月現在）。

 その他の状況
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2003年3月改訂
国　　　　名 モンゴル 予 算 年 度 4～5 報告書提出後の状況

和 エルデネット鉱山近代化計画 実績額（累計） 198,389 千円 ・ｴﾙﾃﾞﾈｯﾄ鉱山関係者が来日の都度、ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄを訪問
し、進行の情報交換を行っている。
・内閣が数回変わり経済政策の焦点が定まっていない。
・ｴﾙﾃﾞﾈｯﾄ鉱山を民間に売却する様計画されている。
・ﾓﾝｺﾞﾙの所有分51％を約2億ﾄﾞﾙ程度の金額との情報が
ある。この数値は報告書で試算した価値に近い。
・当時の主要ﾒﾝﾊﾞｰは（技術者を含む）が鉱山を離れ情
報は得にくい状況にある。

2002.3現在：変更点なし
2003.1現在：変更点なし

案　件　名 英 Erdenet Mine Modernization and Development
Program

調 査 延 人 月 数 55.00 人月 （内現地22.00人月）

調査の種類／分野 M/P／鉱業

最終報告書作成年月 1993.12

コンサルタント名 三井金属資源開発(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 坂井　茂 (株)三井金属エンジニアリング

所属 三井金属資源開発(株) 調査本部 相手国側担当機関名 エルデネット鉱山
S. Otgonbileg（総裁）
S. Gezegt（生産技術部長）調 査 団 員 数 12 担当者名（職位）

現地調査期間 92.12.7～12.23／93.2.24～3.28
93.6.16～7.9／93.11.30～12.12

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

1.近代化計画の概要
(1)基本方針
・生産障害要因（電力、部品供給不安定）の解消
・銅生産120千t／年維持のための投資計画
・各部門の機械設備の更新・改善
(2)採選鉱
・稼働率の向上とｺｽﾄ低減を目指した採鉱機械の導入
・選鉱粗鉱処理能力の増強
(3)ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ
・新設備の導入
(4)組織改革
(5)用水
・第二水源の確保

2.財務経済分析
・投資額       3.4億ﾄﾞﾙ
・FIRR         14％～20％
・EIRR         27％～40％

3.その他
・電力不足、部品供給不足の対策を早急に講じること（発電所の建設他）。
・銅生産量120千t/年維持のための投資計画はﾌｨｰｼﾞﾌﾞﾙである。
・市場経済に合致した経営管理の導入。技術改善により、ｺｽﾄﾀﾞｳﾝを図ること。
・鉱山の民営化は時期尚早。

・選鉱処理能力の増強（自己資金にて実施
中）
・高性能採鉱機械の一部導入（ 　〃  ）
・報告書の指摘に従って重機類の更新は西
側（USA、日本）より調達されている模様
・日本は「ｺﾏﾂ」が商談に入っている。
・AOTS制度にのって「ｴﾙﾃﾞﾈｯﾄ鉱山」より1
名の地質研究員が来日、受入会社は三井金
属資源開発(株)である。
・酸化鉱処理にSX-EW法を使って実操業に
入った。
　ﾚﾎﾟｰﾄでは銅製錬所の建設はやめ、SX-EW
による銅生産を勧告した。
・ﾛｼｱからの電力供給量が増加し当面電力
不足は解消されており、暖房用ﾎﾞｲﾗｰの発
電計画は立ちぎれとなった模様。

 提言内容の現況に至る理由

1.ｴﾙﾃﾞﾈｯﾄ鉱山民営化計画が進行中、ﾖｰﾛｯﾊﾟ系企業が興味を持ったとの情報がある。
2.SW-EWによる酸化鉱処理事業の増産が計画されている。提言は5,000t/年としている
が10,000t/年計画に向かって計画進行中。

 その他の状況
・報告書の取り扱いにつき1994年11月ｴﾙﾃﾞﾈｯﾄｺﾝﾂｪﾙﾝとしての結論を得た。
・生産ｺｽﾄｱｯﾌﾟ銅価ﾀﾞｳﾝの両面から経営難に直面、本調査提言の分社関係を2000年まで
に実行する。
・品位が下がりはじめ生産コストは80￠程度上昇している。
・80km離れたｾﾚﾝｹ川からの導水によるｴﾙﾃﾞﾈｯﾄ鉱山用水の流送ｺｽﾄ削減のため地下水開
発の要望あり。
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2003年3月改訂
モンゴル 報告書提出後の状況

和 327,836 千円

案　件　名 英 96.13 人月

団長 氏名

所属

16

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

本調査はﾊﾞｶﾞﾇｰﾙ炭鉱およびｼﾋﾞｰ･ｵﾎﾞｰ炭鉱のﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ計画調査（第一部）と石炭利用
開発ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ調査（第二部）により成る。

（第一部ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ計画）
1)ﾊﾞｶﾞﾇｰﾙ炭鉱
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：首都ｳﾗﾝﾊﾞｰﾄﾙの東110km，海抜1350ｍ
総事業費：150百万USﾄﾞﾙ（3年間）
実施内容：鉄道方式をﾄﾗｯｸ方式に変更し、石炭生産能力を600万ﾄﾝ/年に増加。
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ：あり　2.EIRR=97.0％　FIRR=10％
3.EIRRの前提条件は石炭価格6057Tg/t、1998年に鉄道方式をﾄﾗｯｸ/ｼｬﾍﾞﾙ方式に変更。
対象期間23年（1996-2018年）。FIRRの前提条件は輸入設備・部品の取引税・輸入税
を免税、石炭取引税の半分（5％）を還付、課税後経費を操業費用繰入。

2)ｼﾋﾞｰ･ｵﾎﾞｰ炭鉱
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：首都ｳﾗﾝﾊﾞｰﾄﾙの南東260km，海抜1200ｍ
総事業費：5000万USﾄﾞﾙ（3年間）
実施内容：石炭生産能力を200万ﾄﾝ/年に増加。
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ：あり　2.EIRR=67.1％　FIRR=23.6％
3.FIRRの前提条件は投資資金の外貨借入金利2％、借入金比率80％、石炭販売価格
6000Tg/t。

（第二部ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ要旨）
　1)ｼﾋﾞｰ･ｵﾎﾞｰ炭鉱の開発を優先
　2)山元火力発電所を建設し、ﾌﾞﾘｹｯﾄを生産。
　3)所要資金は2005年迄に約560百万USﾄﾞﾙ。(*)

1.ﾊﾞｶﾞﾇｰﾙ炭鉱の生産能力を4百万ﾄﾝ/年に
復旧せしめるためのﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ業務が、世
銀・OECFの協同融資約55百万ﾄﾞﾙで、1997
年より開始され2002年に完了した。
2.ｼﾋﾞｰ･ｵﾎﾞｰ炭鉱の生産能力を2百万ﾄﾝ/年
に向上せしめる開発業務「ﾊﾞｶﾞﾇｰﾙ･ｼﾍﾞｵﾎﾞ
炭鉱開発事業」が、OECFの融資58.27億円
（第1期：L/A締結 1997.2.28. バガヌール
向け22.95億円を含む）を得て、1997年よ
り開始され、2002に完了した。（1996年
SAPROF実施）
3.「ﾓﾝｺﾞﾙ炭鉱総合開発計画Ⅱ」として
OECFより42.98億円の円借を締結。1999年
より実施中（E/N 1998.2.10,L/A
1998.2.12）
(*)1.石炭の安定供給を確保するためﾊﾞｶﾞ
ﾇｰﾙ炭鉱の4百万ﾄﾝ/年への復旧およびｼﾋﾞｰ･
ｵﾎﾞｰ炭鉱の2百万ﾄﾝ/年への増強を行うべ
き。
2.計画経済ｼｽﾃﾑから市場経済に移行過程に
あるため、石炭産業に係る課税が過大であ
り、調整が必要である。
3.市場経済における石炭産業の人材育成が
重要である。

　従来、比較的良質な石炭を算出し主力供給源であったｼｬﾘﾝｺﾞﾙ炭鉱が生産最盛期を過
ぎており、安定した代替供給源が必要となっていた。他方、良質炭を賦存する炭鉱の
開発には輸送ｲﾝﾌﾗの開発が必要であった。そこでﾓﾝｺﾞﾙ政府は、OECF（当時）の融資に
より同国石炭の主力消費者である第4火力発電所のﾎﾞｲﾗｰを改造し、既に鉄道と接続し
ているﾊﾞｶﾞﾇｰﾙおよびｼﾋﾞｰ･ｵﾎﾞｰの低品位炭を効率よく使用拡大するための対策を実施
し、1998年にはその第一期工事が終了した。この改造計画と前後して、代替主力炭鉱
であるﾊﾞｶﾞﾇｰﾙ炭鉱とその後続が期待されるｼﾋﾞｰ･ｵﾎﾞｰ炭鉱の改善・更新が決定され、
現在、実施進行中である。
(*) から
2003.3現在：第二期計画は、国際入札の結果上記コントラクターが受注し工事を実施
中。

　ｴﾈﾙｷﾞｰの安定供給（石炭／電力）のため緊急課題として実行に向け進行中である。
　(財)日本ｴﾈﾙｷﾞｰ経済研究所は太平洋炭礦(株)と共同して、第一期と第二期のｺﾝｻﾙﾃｨﾝ
ｸﾞ業務を受注。第一期計画の機器納入で伊藤忠商事、現地抜水工事で鴻池組、使用中
機器の修理部品納入でﾓﾝｺﾞﾙ企業4社がそれぞれ受注。
(*)へ続く

調
　
査
　
団

佐藤　武比古

(財)日本エネルギー経済研究所 相手国側担当機関名 インフラストラクチャー開発省　燃料局
（旧エネルギー地質・鉱山省）
チムルバートル スンドゥイ
（General Director 石炭部長）

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 93.11.8～12.7／94.7.18～9.2
94.9.20～10.14／94.12.8～12.22
95.1.10～2.27／95.6.1～6.15／
95.9.4～9.13

（ﾊﾞｶﾞﾇｰﾙ炭鉱改善計画）
　世銀、OECF共同融資を得て改善を終了した。世銀、JBIC
（旧OECF）協調融資を得て1997年着手し、世銀融資分は
1999年に完了、JBIC融資分は2002年春改善計画が終了し
た。
（ｼﾋﾞｰｵﾎﾞｰ炭鉱改善計画）
　OECF融資を得て第一期分を終了し、第２期分を実施中。
1997年にJBIC（旧OECF）から第一期分の融資を得て同年着
手し2002年３月終了した。1998年にはJBICから第二期分融
資を得て、工事が進行中。既に生産性の向上において部分
的成果が現れており、全ての改善計画の終了は2003年末を
予定。
（石炭利用開発ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ調査）
　マスタープラン調査に基づき実施された上記2炭鉱のﾘﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝにより､200５年迄石炭供給能力は十分である｡　な
お、首都ｳﾗﾝﾊﾞｰﾄﾙの大気汚染低減の観点から、同国政府関
係機関において、ﾌﾞﾘｹｯﾄの導入が検討されている。(2003.1
現在)

Study on Comprehensive Coal Development and
Utilization in Mongolia

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／ガス・石炭・石油

最終報告書作成年月 1995.11

コンサルタント名 (財)日本エネルギー経済研究所

国　　　　名 予 算 年 度 5～7

石炭産業総合開発計画調査 実績額（累計）
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2003年3月改訂
国　　　　名 モンゴル 予 算 年 度 10 報告書提出後の状況

和 モンゴル国工業開発計画調査 実績額（累計） 158,128 千円
2002.3現在：新情報なし
2003.3現在：変更点なし

案　件　名 英 The Study for the Promotion of the Industrial
Sector in Mongolia

調 査 延 人 月 数 41.96 人月

調査の種類／分野 M/P／工業一般

最終報告書作成年月 1999.1

コンサルタント名 (株)サイエス

調
　
査
　
団

団長 氏名 渡部　陽

所属 (株)サイエス 相手国側担当機関名 工業農産省　開発計画局長
Mr.N.BATAA

調 査 団 員 数 15  （含、交替者、調整員、通訳） 担当者名（職位）

現地調査期間 98.7.22～8.28／98.10.3～11.4
98.12.5～12.25

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
短期戦略
1)既存の原資の有効活用
　天然資源の有効活用
　ｺﾒｺﾝによる生産ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄのﾌﾙ活用
2)中小企業の活力の引き出し
　適正規模の資金援助
3)政府の強力なﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟの発揮
　戦略なき移行経済による市場失敗の認識と戦略的産業政策の策定と実施

中長期戦略
1)産業構造・企業体質改善
　信用創出の育成と振興
　産業構造改革
2)技術革新
　使用ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ
1)貯蓄・融資協同組合の育成、民間の自助活動による金融環境改善
2)今回の診断企業に対する個別技術支援の継続
　銀行の融資に関する企業指導
3)各種協同組合支援による流通制度の改革→原材料集配機能の強化
4)品質評価ｾﾝﾀｰ機能の強化→既存国立研究機関を支援し活用

調査団が選んだ優良企業の内4社に対しKFW
（ﾄﾞｲﾂ）の資金援助が実現した。

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
企業経営と生産技術について、企業診断の過程でC/Pに対する技術移転を行った。特に
企業経営に対する技術移転については、ﾂｰｽﾃｯﾌﾟﾛｰﾝを念頭に置き、財務管理に重点を
置いて行った。
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国　　　　名 モンゴル 予 算 年 度 10～12 報告書提出後の状況

和 再生可能エネルギー利用地方電力供給計画調査 実績額（累計） 350,714千円 マスタープラン調査の完成は2000年9月で、この時期、
村落の電力供給では日本の無償資金によるディーゼル発
電機の供与が緊急案件として実施されていた。この無償
計画が2002年度で完了すると考えられる。（第4次村落
電化はNKではなくPCIEが監督業務を担当）。マスター
プランで提案しているシステムは、太陽光や風力などの
再生可能エネルギーとディーゼル発電機によるハイブ
リット・システムを基本としている。このため、ディー
ゼル発電機の供与計画が完了した時点で、本プロジェク
トの実施を日本政府に対し無償資金協力として要請する
予定であるとの情報も得ている。2003.3現在：モンゴ
ル政府は実施に関する要請書をすでに日本政府に提出し
たが、その後変化した現状に合わせるため、再提出を検
討中。

案　件　名 英 Master Plan Study for Rural Power Supply by
Renewable Energy in Mongolia

調 査 延 人 月 数 55.70 人月 (現地35.00)

調査の種類／分野 M/P /新・再生エネルギー

最終報告書作成年月 00.　9

コンサルタント名 日本工営株式会社

調
　
査
　
団

団長 氏名 渡辺芳知

所属 日本工営株式会社 相手国側担当機関名 モンゴル国インフラ開発省

調 査 団 員 数 6+１（業務調整） 担当者名（職位） Dr.N.Enebish, Senior Export for
Renewable Energy, Department for Fuel
and Energy現地調査期間 98.10～98.12/99.2～99.3/99.5～99.7/99.1

00.2～00.3/00.7～00.8

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の状況  進行･活用
モンゴル全国の系統に接続されていない167村落に対し、太陽光、風力、小水
力、ディーゼル発電機、系統連携により電力供給を行う計画である。2015年を
最終目標年とし、2005年.2010年.2015年と3つの段階で計画を提案している。最
も近い2005年では、Basic　Human　Needsの充足を最優先と定め,学校・病院・
ソム役場に対して24時間の安定電力供給を目標としている。プロジェクト完成
後、日常の運営維持管理は各村落で行い、設備の所有権と運営維持管理の最終
責任はインフラ開発省が持つことになっている。

提出した報告書に基づき、相手国政府は再
生可能エネルギーによる村落電力供給計画
を政府の開発計画の中に含めている。実施
については、2005年のプロジェクトを日本
に対し、無償資金協力にて要請する意向を
持っている。

 提言内容の現況に至る理由

村落の電力供給はロシア製ディーゼル発電機により行われていたが、1997年当時、こ
のディーゼル発電機の老朽化により多くの村落が無電化村落になりかけていた。モン
ゴル政府はもともと、再生可能エネルギーを取り入れた村落の電力供給計画を描いて
おり、本マスタープラン調査の要請は1995年ごろには出されていた（1995年にNKが確
認したのはドラフトのみ）。
本来であれば、このマスタープラン調査終了後、ディーゼル発電機も含めた村落の電
力供給プロジェクトが進められるべきであったが、無電化村落の出現を食い止めるた
め、モンゴル政府はディーゼル発電機の供与を日本政府に緊急要請し、無償資金協力
として実施された。ディーゼル発電機の供与計画完了により、モンゴル政府は本来描
いていた村落の電力供給システムを実現させるべく、現在の状況になったものといえ
る。

 その他の状況
・3村落に太陽光パネル、風力発電機およびバッテリーからなるパイロット・プラント
が据え付けられた。
・ウランバートルでの技術移転セミナーが2回、村落での技術移転セミナーが各パイ
ロット・プラント据付村落でそれぞれ2回ずつ実施された。
・各年度に1名、合計3名のカウンターパート研修生の受け入れが行われた。
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国　　　　名 バングラデシュ 予 算 年 度 54～55 報告書提出後の状況

和
小規模工業開発計画調査

実績額（累計） 66,016 千円
1999.10現在：変更点なし

案　件　名 英 Development Plan of Small Scale Industries in
People's Republic of Bangladesh

調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 M/P／工業一般

最終報告書作成年月 1980.9

コンサルタント名 (株)野村総合研究所

調
　
査
　
団

団長 氏名  橋田　担

所属  (株)野村総合研究所 相手国側担当機関名 Bangladesh Small & Cottage Industries
Corporation (BSCIC)

調 査 団 員 数 16,16 担当者名（職位）

現地調査期間 81.11.11～12.1／
80.1.13～3.31

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  中止･消滅
1.計画の概要
(1) 調査目的                  (3)小規模金属加工、軽機械工業
　包括的なﾏｽﾀｰ･ﾌﾟﾗﾝ作成と        開発についてはさしあたり、
　有望ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ確定               金融、原材料、供給、ﾏｰｹﾃｨﾝ
　実施にすぐ移せるような         ｸﾞ及び流通、技術についての問
　具体的ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ発掘             題解決が重要である。
(2) 調査内容                   (4)日本からの適正技術の協力に
　農業関連工場の開発とﾌﾟﾛ         ついて製品に関するｼｰｽﾞ(ﾋﾝﾄ)
　ｼﾞｪｸﾄ確定                       提供
　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実施の具体的手法          －製品ｶﾀﾛｸﾞ作成
　の提示                            －製品図面と規格ﾗｲﾌﾞﾗﾘｰ設立
2.結論及び勧告                      －日本人専門家ﾊﾟﾈﾙ設立
(1) 国内の小規模工業の現状          －短期委嘱専門家の巡回指導
　とその振興・開発政策につ         技術に関するｼｰｽﾞ提供
　いてはIDAの資金供与が充分         －生産工程表その他生産関連
　である。                            資料ﾗｲﾌﾞﾗﾘｰ設立
　従業員の訓練に問題あり、          －国内適正技術保有工場ﾘｽﾄ作成
　又、設備、材料、指導員が          －専門家ｽｷﾙｽﾞ･ｲﾝﾍﾞﾝﾄﾘｰ作成
　不足している。                    －短期委嘱専門家の巡回指導と
　ｲﾝﾌﾗｽﾄﾗｸﾁｬｰが未整備である。         生産技術に関するﾉｳ･ﾊｳ･ﾒﾓﾗﾝ
(2) 要請のあった4地域(Chandpur,       ﾀﾞﾑ作成
　Joydebpur, Kustia, Bogra)に
　おいて小規模工業として開発を
　急ぐべき分野は農機具、機械、
　金属製品、軽機械、機械部品な
　ど生産と修理をおこなう金属加
　工ならびに軽機械工業と一括総
　称されるｻﾌﾞｾﾝﾀｰである。

 提言内容の現況に至る理由

1.ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ国側が本M/Pの実施に対し、地域とﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｽｹｰﾙを拡大して、報告書に提示された所
要金額（約7億円）をはるかに上まわる金額相当の無償供与を要求してきたこと。
2.ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ推進当事者（中小工業公社）のﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ政府内調整能力不足。

　しかし、現地政府担当者によれば、上記の理由はおよそ真実から遠く、実際のところはひとえに
資金面の都合によるとの由。
（1996年10月現地調査結果）

 その他の状況
　本M/Pは、その後のBangladesh Small & Cottage Industries Corp.(BSCIC)のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ立案の際
に基準となっている。また、ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭには45万の小規模ﾋﾞｼﾞﾈｽが存在しており、BSCICによる研
修ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの重要性は高い
（1996年10月現地調査結果）
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国　　　　名 バングラデシュ 予 算 年 度 5～7 報告書提出後の状況

和
チッタゴン地域工業開発計画調査

実績額（累計） 278,906 千円
・1997年5月に調査団団長をした者が新内閣及びﾀｸｽﾌｫｰ
　ｽに対し、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの説明のため在ﾊﾞﾝｸﾞﾗ大使ととも
　に出向いた。
・2002.3現在：新情報なし。
・2003.3現在：1997年のアジア経済危機、その後の世界的な
経済の停滞の中で、提案されたプロジェクトは具体的に進展
していないと考えられる。

案　件　名 英 The Study on Industrial Development of
Chittagong Region.

調 査 延 人 月 数 77.31 人月

調査の種類／分野 M/P／工業一般
最終報告書作成年

月
1995.9

コンサルタント名 (株)ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

調
　
査
　
団

団長 氏名 前　迪 日本工営(株)

所属 パシフィックコンサルタンツインターナショナル 相手国側担当機関名 バングラデシュ人民共和国投資委員会

調 査 団 員 数 13 担当者名（職位）

現地調査期間 94.8～(0.5ヶ月)／94.11～(1.33ヶ月)
[1年次]
95.4～(1ヶ月)／95.7～(0.33ヶ月)[2年次]

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
調査の目的:
　ﾁｯﾀｺﾞﾝ地域の工業開発計画の検討を通じてﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭの工業の振興及び産業構造の転換
を実現(特に外国からの投資の拡大)し、同国が抱える課題の解決を図る。
(ﾁｯﾀｺﾞﾝ工業開発計画)
1.開発ｼﾅﾘｵ:
　1)工業開発(特に初期段階)では集中型投資が適当であり、政策的な工業開発の特別工業
地
　　域として特別工業開発地域の法制化と指定が重要かつ必須条件。
　2)特別工業開発地域の中には経済特区を設置し、外国からの直接投資を誘致。
　3)基盤整備費用の軽減のために、関連ｲﾝﾌﾗのうち、都市基盤としての機能を併せ持つも
の
　　は、地域開発事業や都市開発事業の一貫として整備を実施。
2.工業化への戦略的ｱﾌﾟﾛｰﾁ:
　1)工業化のﾌﾟﾛｾｽに即した加速的かつ重点的な基盤整備推進
　2)農業と工業の間のﾘﾝｹｰｼﾞの深化・拡大の加速化
　3)工業の開発と成長の加速化
3.提言内容:
　1)特別工業開発地域及び経済特区の法制化と指定
　2)各種施設を伴う複合的な機能を備えた地域としての経済特区の開発
　3)規則作成・許認可等の権限を持ち事業に全責任を持つ「ﾁｯﾀｺﾞﾝ開発会社」の創設によ
る
　　直接投資の誘致推進
　4)既存工業の振興

(ﾁｯﾀｺﾞﾝ経済特区開発実施計画)
1.提言内容
　1)進出企業／ﾁｯﾀｺﾞﾝ開発会社／関係行政出先機関における人材開発
　2)制度的な課題の解決(関税／金融／課税制度／企業設立／政府保証)
　3)通商概念を盛り込んだ開発の実施
2.開発期間:1997年初めから3年間以内に整備完了
3.経済特区事業分析:
　1)雇用創出30,000人(2005年)／2)付加価値額57億ﾀｶ(2005年)／3)外貨獲得40億ﾄﾞﾙ(2005
年
　　までの累計、当初70%・その後80%が輸出)／4)ﾈｯﾄ開発ｺｽﾄ$82.2百万／5)事業期間
　　1997~2010年(14年間)／6)出資金$25.6百万／7)投資収益率(ROI)6.44%／8)出資収益率
　　(ROE)2.75%

・経済特区の法制化のためﾀｸｽﾌｫｰｽが、
　1996年10月頃内閣内に設立され、1997
　年現在作業中。
・現在、まだ法制化されていない。今後
　の動向を見る必要あり。・2003.3現
在：提案に沿った具体的な開発の動きが
あるという報告・情報はない。

 提言内容の現況に至る理由

1.「民活化による工業団地開発」等の安易な政策判断により、一時韓国の企業に開発
　のｺﾝｾｯｼｮﾝを与えたが、1997年の経済危機の影響もあって実施が頓挫する。
2.既存の輸出加工区と異なり、地場産業の育成・強化を含めた総合的な工業開発を目
　指す～経済特区」開発を提案したが、その意義と重要性について既存の関係機関
　(輸出加工区庁、投資委員会)の充分な理解と認識が得られず、またこれらの機関の
　事業実施能力の不足(人材、資金)もあって事業化が妨げられた。
3.ﾊﾞ国の民間ｾｸﾀｰの人材不足と資本形成の未熟により、事業化へのｲﾆｼｱﾃｨﾌﾞは全て政
　府が取る必要があるが、政府の財政難や対外債務の増大の面から政府内での具体的
　ｺﾝｾﾝｻｽが形成されなかった。
4.ﾊﾞ国の投資先としての魅力度は「政情不安定」「投資ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞの不足」「不合理な
　手続き上の問題」等の面から低く、1997年のｱｼﾞｱ経済危機による影響を受けて、
　外資企業の投資に対する積極的な姿勢が消失した。

 その他の状況
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国　　　　名 インド 予 算 年 度 4～5 報告書提出後の状況

和 工業団地（IMT）建設計画 実績額（累計） 214,770 千円 1)インド側はﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝの結果を踏まえ、ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝで検
  討の対象となった候補地４地点の内、最も優先順位
  の高いﾊﾘﾔﾅ州ｸﾞﾆｶﾞｵﾝにおけるﾓﾃﾞﾙ工業団地開発の
  F/Sの実施につき要請した。
2)この要請を受け、JICAは1994年2月、F/Sに係わる事
  前調査団を派遣しS/Wの協議・署名を行った。
3)上述S/Wに基づき、JICAによる「ｲﾝﾄﾞ工業団地建設計
  画(F/S)調査」が1994年7月より着手され、1995年6月
  に完了した。
4)ｲﾝﾄﾞ側は実行に着手するため日本政府に円ｸﾚを要
  請、OECFは1995年6月末E/S(26.5億円)分をﾌﾟﾚｯｼﾞ
  した。
5)本調査はより具体化されたかたちで、IND003ﾌﾟﾛｼﾞｪｸ
   ﾄ(IMT実現化に際してのF/S)へと引き継がれた。
   その意味に於いて本案件は「実現済」と言える。
2002.3現在：変更点なし
2003.3現在：変更点なし

案　件　名 英 The Master Plan Study on the Industrial Model
Town in India

調 査 延 人 月 数 58.14 人月 （内現地28.61人月）

調査の種類／分野 M/P／工業一般
最終報告書作成年

月
1993.12

コンサルタント名 八千代エンジニヤリング（株）

調
　
査
　
団

団長 氏名  黒河内　恒 テクノコンサルタンツ（株）

所属  八千代エンジニヤリング(株)常務取締役 相手国側担当機関名 Department of Industrial
Development,
Ministry of Industry, India
Mr. Surendra Singh (Secretary)

調 査 団 員 数 14 担当者名（職位）

現地調査期間 92.11.23～92.12.6

93.1.24～93.3.28

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
(1)ﾊﾞﾝｶﾞﾛｰﾙ近郊(ﾋﾞﾀﾞﾃｨ及びｻﾄﾇｰﾙ)及びﾃﾞﾘｰ近郊(ｲﾉﾀﾞ及びｸﾞﾙｶﾞｵﾝ)の4候補
   地の中からﾓﾃﾞﾙ工業団地(IMT)に最適なサイトをﾘｺﾒﾝﾄﾞし、選定されたｻｲﾄ
   に対するIMTの概念設計を行うﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝが策定された。

(2)また、特にIMTの実現化のためには外国投資促進に関し、近隣諸国との競合
   を強く意識した具体的施策の早期展開が必要である旨の提言がなされた。

(1)1994年2月21日に日本・ｲﾝﾄﾞ間で本
   ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝを受けてのF/S調査実施に関
   するS/Wが締結された。

(2)F/S調査はﾃﾞﾘｰ近郊のﾊﾘｱﾅ州ｸﾞﾙｶﾞｵﾝ
   において、外国資本・技術を導入し、
   雇用機会の創出、技術・経営手法の移
　 転、ｲﾝﾄﾞ産業界全体のﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ等を図
   るべく、外国企業及びｲﾝﾄﾞ国内企業を
   誘致できる様な国際水準のｲﾝﾌﾗを有し
   たﾓﾃﾞﾙ工業団地建設にかかる計画を策
   定するもの。

(3)また、本F/Sにおいて、同計画の概念
   設計の策定及び財務的・経済的ﾌｨｰｼﾞ
　　ﾋﾞﾘﾃｨの確認を行う。

 提言内容の現況に至る理由

1.ﾚﾎﾟｰﾄ提案に基づきｲﾝﾄﾞ側は事業実施体として日本商社連合と第三ｾｸﾀｰ設立の申し
  入れをした。

2.日本商社連合と独自にF/Sを行い採算性について検討したところ開発事業に乗り出
  すほどの利益確保は困難と判断し、その旨をｲﾝﾄﾞ側に伝えた(1995年10月末)。

3.最終的にIND003ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの現況と同じである。1997年にはいり、日本商社連合は
  ｲﾝﾄﾞ側提示の土地価格では採算があわないとして最終的に実施不可能との結論に
  至った。IMTを取り巻く近隣ｲﾝﾌﾗ整備等にOECF融資が要請される可能性が大であっ
  たが、日本ｸﾞﾙｰﾌﾟの撤退でOECF融資も白紙になった。

 その他の状況
2003.1現在：動き出す可能性は全くない。
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2003年3月改訂

国　　　　名 インド 予 算 年 度 6～9 報告書提出後の状況

和 マハラシュトラ州揚水発電開発計画 実績額（累計） 314,445 千円 2002.3：変更点なし
2003.3：変更点なし

案　件　名 英 Master Plan Study on Pumped Storage
Hydroelectric Power Development in Maharashtra
State, India

調 査 延 人 月 数 65.60 人月 （内現地46.70人月）

調査の種類／分野 M/P／水力発電
最終報告書作成年

月
1998.3

コンサルタント名 電源開発（株）

調
　
査
　
団

団長 氏名  牛島　照美、近藤　滋 （株）ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾂﾀﾝﾂｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

所属  電源開発（株） 相手国側担当機関名 Government of Maharashtra
Irrigation Department

調 査 団 員 数 17 担当者名（職位）

現地調査期間 97.9.4～94.9.24／95.1.9～95.2.16

95.3.16～95.3.30／95.9.27～95.10.14

95.11.22～95.12.6／96.2.25～96.3.25

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  中止・消滅
［プロジェクトサイト］

　　　　　　　Hevaleサイト　　　Jalondサイト　　　Marleshwar
落差(m)         551                598                697
出力(MW)        960              1,200              2,000

 提言内容の現況に至る理由

　ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ調査で有望とされた3ヶ地点をﾌﾟﾚ･ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ調査の対象としたが、その
うち2ヶ地点が鳥獣保護区の一部に位置していることが州森林局より指摘された。さ
らに、この地点での地層調査を中止するように指示を受けた。またﾌﾟﾚ･ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ調
査対象3地点の航空写真測量を実施したが、地形図の国外持ち出しの許可がｲﾝﾄﾞ政府
より出なかったため、日本国内でのﾌﾟﾚ･ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ調査ができなくなった。今後はﾌﾟ
ﾚ･ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ設計に向けて地質調査、水文調査、電力調査を実施して最適な開発計画
案を決定する必要がある。

 その他の状況
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国　　　　名 パキスタン 予 算 年 度 3～4 報告書提出後の状況

和 繊維産業振興開発計画 実績額（累計） 47,453 千円
2002.3現在：変更点なし
2003.3現在：情報なし

案　件　名 英 Scope of Work for the Study on the Textile
Industry Development Program in the Islamic
Republic of Pakistan

調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 M/P／その他工業
最終報告書作成年

月
1992.9

コンサルタント名 日本貿易振興会

調
　
査
　
団

団長 氏名  青木　平八郎

所属  日本貿易振興会 相手国側担当機関名 Mr. Muhammad Yunus
Head of Spinning Department
Textile Industry Research and
Developt. Centre
Mr. Mohammad Yunas Siddiqi
Deputy Chief
Planning and Development Division

調 査 団 員 数 10 担当者名（職位）

現地調査期間 91.9.0～92.7.0

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  遅延
1.企業ﾚﾍﾞﾙでは、各企業ﾍﾞｰｽでの改善努力が必要。また、個々の企業による対
　応が困難な問題については、業界が一丸となって対応すべき。業界団体に
　あっては、業界の組織化を更に推進し、技術の向上、人材育成、経営の近代
  化・合理以下、規格標準化などの問題に取り組む必要がある。更に民間ﾍﾞｰｽ
　技術協力ｽｷｰﾑを活用し、外国技術者の要請をすべき。

2.政策ﾚﾍﾞﾙでは、繊維産業の総合的発展に行き着くための起動力を輸出指向型
　ｶﾞｰｿﾝﾄ部門の拡大・発展に求めるべき。当面の政策目標を輸出ｶﾞｰｿﾝﾄ部門の
　育成に置き、そのために必要と思われる幾つかの政策修正が必要。さらに繊
　維産業の現状を常にｳｫｯﾁしつつ、実情に応じた適切な政策を立案し、他省庁
　との政策の整合・調整を図りながら政策を実行していく機能をもった行政ﾕ
ﾆｯ
　ﾄを設立すべき。

3.公的機関の活動・機能については、最重要課題とみられる人材育成、技術訓
　練の面で補強すべき。現在の繊維産業が上流から下流に至るまで全体として
　低ﾚﾍﾞﾙの技術水準に留まっており、中間管理技術者も量的、質的とも低水準
　にあるので、人材育成、技術訓練或いは技術指導の面で様々な施策が早急に
　講ずるべき。

4.財政措置として、繊維産業の中流(織布、染色)と下流(ｶﾞｰｿﾝﾄ)部門へ重点配
　分

5.ｶﾞｰｿﾝﾄ素材とｶﾞｰｿﾝﾄの輸入環境(特に関税)の改善

6.綿糸輸出所得控除の恩恵を廃止すべき。

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
提言内容の現況は暫定措置
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国　　　　名 スリ・ランカ 予 算 年 度 3～5 報告書提出後の状況

和 工業分野開発振興計画 実績額（累計） 183,401 千円
・OECFによるSAPROF実施済み(1993年12月)
・1994.6　工業団地に関する円借調印済
・1995.5  NKのE/S開始
・1996.1　ｼｰﾀﾜｶ(ｱｰｻｰﾌｨｰﾙﾄﾞ)工業団地D/D完了
・1996.5　ｶﾀﾅ工業団地D/D中断(ｽ政府が当ｻｲﾄに滑走路
(空港)建設を予定。)
・1996.10 Re-Tender中(NKの推薦したｺﾝﾄﾗｸﾀｰの他案件
の工事ﾐｽ等によりｽ政府に承認されず)
・1997.8　ｼｰﾀﾜｶ工業団地入札終了、工事着手
・1999.12ｼｰﾀﾜｶ工業団地、工事終了。
・2000.9　E/S終了
・2000.10 Disbursement 期間完了
・2002.3 現在：変更点なし
・2003.3現在：概ね全ての入居企業は操業にいたって
いる。

案　件　名 英 Study on Industrial Sector Development 調 査 延 人 月 数 49.13 人月 （内現地20.30人月）

調査の種類／分野 M/P／工業一般
最終報告書作成年

月
1993.3

コンサルタント名 日本工営(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  小泉　肇 ユニコ　インターナショナル(株)

所属  日本工営(株) 相手国側担当機関名 A. S. Jaya Wardena
Secretary
Ministry of Industry, Science and
Technology

調 査 団 員 数 13 担当者名（職位）

現地調査期間 91.3.8～91.3.22
91.6.15～91.7.14
91.11.15～91.11.29

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
　輸出振興投資促進策:本調査で提言した短期、中長期のｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ、制度
改善等に即し、EDB(Export Development Board),BOI(Board of Investment)等
が実施していく予定である。

　金属加工育成:工業大臣は本調査で提案したｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑに沿って実施して
いく旨表明した。特に、金属加工訓練ｾﾝﾀｰについて、工業団地予定地のｶﾀﾅに
建設する方針を表明した。

　工業団地計画:工業大臣は、ｱｰｻｰﾌｨｰﾙﾄﾞ地区及びｶﾀﾅ地区での工業団地建設
を、本調査の提案に沿って、早期に実現していく方針を表明した。

・1993年9～12月、OECFによるSAPROFが
　工業団地開発の精査のため実施され
　た。

・円借款「工業団地開発事業」(1994.6
　調印、37.98億円)が供与された。対象
　は以下の通り。
　－ｱｰｻｰﾌｨｰﾙﾄﾞ工業団地の詳細設計及び
　　建設
　－ｶﾀﾅ工業団地の詳細設計

・工業省の専門家派遣事業が継続され
　た。
・2003.3現在：
ｱｰｻｰﾌｨｰﾙﾄﾞ工場団地は、「ｼｰﾀﾜｶ工業団
地」として、2000年に団地造成が完了し
た。2000年末に工場ﾛｯﾄは完売した。

 提言内容の現況に至る理由

　JICA調査及びOECFのSAPROF調査時には、工業省が主導となって調査が進行していた
が、1994年の政権交代以後、工業省の大臣をはじめ、関係担当者が交代し、最近で
は、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実行意欲が薄れて来ていると思われる。加えて、工業省と運輸省の権
力争い、ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ選定の際の政治的圧力等が、ｶﾀﾅIEのD/D中断、及びｼｰﾀﾜｶIEのﾃﾝﾀﾞｰ
のやり直しをもたらしたものと考えられる。
　ｼｰﾀﾜｶIEﾃﾝﾀﾞｰは、本邦業者が落札、工事が始められた。2003.3現在：ｼｰﾀﾜｶ工業団
地は市内から50km以上東の内陸に位置し、地理的には不便ではあるが、工場ﾛｯﾄのﾘｰｽ
料が極めて安く設定されたため、完売に至った。工業省は地域開発案件として公共性
の高いﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄと位置づけ、大蔵省と交渉し、JBICﾛｰﾝの返済額の大部分を国家予算
から調達することを決めたこと、BOI（投資促進庁）とﾀｲｱｯﾌﾟして入居企業への投資
優遇措置を大胆に付与したことで、投資が活性化した。

 その他の状況
・1994年8月の政変に伴い、円借事業の実施が遅れていた。
・1997年8月にｼｰﾀﾜｶ工業団地の工事着手
・2000年11月現在、全ﾛｯﾄが売約済、17社操業中
・2003年3月現在：ｼｰﾀﾜｶ工業団地周辺では、ｵﾌｨｽやﾏｰｹｯﾄのような商業施設、ﾎﾃﾙ等の
宿泊施設等が多く立地し、地域の活性化及び経済発展に大きく寄与している。
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国　　　　名 スリ・ランカ 予 算 年 度 7～8 報告書提出後の状況

和 全国送電網整備計画調査 実績額（累計） 172,205 千円
　2000年までの計画から、一部EIA不要な変電設備増強
計画および次に実施する計画のF/SおよびEIA調査につ
いてOECFに資金要請があった。
(TSDP-1:31.14億円)
・L/A締結:1997年8月13日
・ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄへのｲﾝﾋﾞﾃｰｼｮﾝ:1998年5月 8日
・ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙの締切:　   1998年6月24日
・ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄはEPDC
　2次計画として、M/Pの2000年まで及び2005年までの
計画から、EIA済あるいは不要な変電設備増強計画につ
いてOECFに資金要請があった。
・2003年1月現在、工事中
(TSDP-2:40.30億円)
L/A締結:1998年9月28日
・ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄへのｲﾝﾋﾞﾃｰｼｮﾝ:1998年11月25日
・ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙの締切り:　 1998年 1月27日
・ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄはNK　　　　(*)へ続く

案　件　名 英 The Master Plan Study for Development of the
Transmission System of the Ceylon Electricity
Board

調 査 延 人 月 数 40.20 人月 （内現地28.50人月）

調査の種類／分野 M/P／送配電
最終報告書作成年

月
1997.1

コンサルタント名 日本工営(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  塚原　澄雄

所属  日本工営(株) 相手国側担当機関名 Dr. Leslie Herath
Chairman
Ceylon Electricity Board (CEB)
セイロン電力庁

調 査 団 員 数 8 担当者名（職位）

現地調査期間 96.1.17～96.2.15／96.5.28～96.7.26
96.9.2～96.10.16／96.12.1～96.12.15

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
(調査目的)
　・CEB作成の長期電力需要予測・長期発電力増強計画に基づき、1996年から
　　2015年までの20年間のCEBの全国的長期送電系統整備計画を策定し、同時
　　に計画された送電系統設備の予備設計を行うこと(最初の2000年までの5年
　　分を当面実施すべき緊急計画とした)
　・送電系統計画作業の技術をCEBのｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ技術者に移転すること
(対象地域)
　ｽﾘﾗﾝｶ全土
(既存発電系統の現状と問題点)
　・発電電力量の約93%が水力。主要送電線は中央山地における水力発電所か
ら
　　全国の約60%を消費するｺﾛﾝﾎﾞ地区へ送電(220kV系統と132kV系統)。
　・送電系統はｺﾛﾝﾎﾞ地区を除いて主として樹枝状系統になっており、供給信
頼
　　性に問題がある。
　・132kV系統には設備が老朽化しているもの、系統の予備容量の不足してい
る
　　ものがある。
(送電系統計画)
1)2000年までの拡張・整備計画(計17案件、うち14案件が緊急実施案件)
　・Upgrading of 132kV Biyagama-Pannipitiya Line to 220kV
　・Reconductoring of Kolonnawa-Panipitiya 132kV Line
　・Construction of Sapugaskanda GSS-KHD 132kV Line
　・Upgrading of Sapugaskanda P/S-Sapugaskanda GSS 132kV Line
　・Construction of Ratnapura 132kV Substation
　・Construction of Aniyakanda 132kV Substation等
2)2005年までの拡張・整備計画(計22案件)
3)2010年までの拡張・整備計画(計23案件)
4)2015年までの拡張・整備計画(計10案件）　　　(**)へ続く

・OECFより31.14億円の円借(1997)
・OECFより40.30億円融資のL/A締結
　(1998.9.28)
(*) より
・2001年6月、業者契約締結(2003年6月完
工予定）。また、TSDP-3 が来年度案件と
して要請されている。
・2003年3月現在：工事は2003年末完工予
定。
(**)より(計画ｺｽﾄ)
　合計1,183.6百万ﾄﾞﾙ(-2000 133.3百万
ﾄﾞﾙ、-2005 237.7百万ﾄﾞﾙ、-2010 465.5
百万ﾄﾞﾙ、-2015 347.0百万ﾄﾞﾙ)、EIRR
26.3%
　緊急開発案件分　116,803千ﾄﾞﾙ(外貨
93,246千ﾄﾞﾙ、内貨23,557千ﾄﾞﾙ)

 提言内容の現況に至る理由

　本調査の結果を踏まえ、第1次実施案件としてKolonnawa S/Sのﾘﾊﾋﾞﾘと、132kV
Biyagama Pannipitiya送電線の220kVへの昇圧が採用された。また、第2次実施案件の
主なものとして、Athurugiriya S/SとRatnapura S/Sの新設および132kV
Kelanitissa-Kolonnawa送電線(2.2km)の220kVへの昇圧が採用された。
　これらはｺﾛﾝﾎﾞ地域への供給力強化および送電ｼｽﾃﾑの安定化を目的として、2000年
および2005年までに実施すべき緊急案件として報告書で提言したSub-projectsであ
る。ｽﾘ･ﾗﾝｶでは、50kVおよび10km以上の送電線建設には環境影響調査(EIA)が義務づ
けられているが、上記は全てEIA済あるいは不要な案件である。

 その他の状況
2003.3現在：TSDP-3への融資を日本政府に要請中。
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2003年3月改訂
国　　　　名 スリ・ランカ 予 算 年 度 10～11 報告書提出後の状況

和
スリ・ランカ工業振興・投資促進計画（フェーズ１）

実績額（累計） 66,943 千円
　ﾌｪｰｽﾞⅠ調査報告書を提出後に、引き続きﾌｪｰｽﾞⅡ調
査が実施された(1999.11～2000.7迄)。ﾌｪｰｽﾞⅠ調査は
ﾌｪｰｽﾞⅡ調査で取り上げるべき有望業種を選定すること
を主体としており、具体的な工業振興M/PはﾌｪｰｽﾞⅡ調
査で策定された。

案　件　名 英 Master Plan Study on Industrialization and
Investment Promotion in Sri Lanka (Phase I)

調 査 延 人 月 数 16.90 人月

調査の種類／分野 M/P／工業一般
最終報告書作成年

月
1999.9

コンサルタント名 (株)コーエイ総合研究所

調
　
査
　
団

団長 氏名  小泉　肇

所属  (株)コーエイ総合研究所 相手国側担当機関名 スリランカ政府　工業開発省
Mr. S. Jayawardena
(Dty. Director)調 査 団 員 数 6 担当者名（職位）

現地調査期間 98.2.14～98.3.21
99.7.1～99.7.9

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
・本M/P調査は2つのﾌｪｰｽﾞに分けて実施される。
　ﾌｪｰｽﾞⅠ:M/Pが対象とする工業ｻﾌﾞｾｸﾀｰ選定
　ﾌｪｰｽﾞⅡ:工業開発・投資促進のためのM/Pの策定

・ﾌｪｰｽﾞⅠ調査の作業(Steering Committee有)
　1.工業分野のｻﾌﾞｾｸﾀｰ現状評価
　2.有望ｻﾌﾞｾｸﾀｰ選定の為の工業開発ﾌﾚｰﾑﾜｰｸ設定
　3.28ｻﾌﾞｾｸﾀｰから5～7の有望業種選定
　4.ﾌｪｰｽﾞⅡ詳細調査に向けての提言

・ﾌｪｰｽﾞⅡへの提言
　1.6ｻﾌﾞｾｸﾀｰ(食品加工／縫製業／皮革製品／ｺﾞﾑ・ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品／一般機械／
　　電機・電子製造)の開発戦略策定
　2.UNID,GTZ,USAIDの協力結果を踏まえた、JICA調査としてのｺﾞﾑ・ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ
　　製品、一般機械、電機・電子製造ｻﾌﾞｾｸﾀｰへの焦点集中
　3.情報ｻｰﾋﾞｽ産業の詳細調査
　4.ﾌｪｰｽﾞⅡ調査の対象産業分野:ｺﾞﾑ・ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ産業／一般機械産業／電機・電
　　子産業／情報ｻｰﾋﾞｽ産業
　5.自由貿易体制や地域間連携等周辺環境への留意。産業別戦略におけるﾏｰｹ
　　ﾃｨﾝｸﾞ・生産性・投資の注視注視
　6.工業ｾｸﾀｰ全体戦略の策定
　7.ﾌｪｰｽﾞⅠで考察した開発ﾌﾚｰﾑの洗練化
　8.ﾌｪｰｽﾞⅠ調査結果・提言の参照

　ﾌｪｰｽﾞⅠ調査後に、予定されていた通り
ﾌｪｰｽﾞⅡ調査が実施された。ﾌｪｰｽﾞⅠ調査
で提言された有望業種の内、ｺﾞﾑ・ﾌﾟﾗｽﾁｯ
ｸ、一般機械、電機・電子、情報ｻｰﾋﾞｽ産
業に関する開発戦略と具体策を検討する
と共に、全国の工業振興戦略を策定し
た。また、縫製業と皮革産業については
UNIDOが調査を分担し、その調査結果を
JICAのM/Pに取込んだ。
　更にﾌｪｰｽﾞⅡ調査終了後に、ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調
査が要請され、「中小企業開発公社」の
設立に関して具体的な計画の策定が行わ
れた。
また、フォローアップ調査として｢テクノ
パーク計画｣につき具体的な計画が策定さ
れた(2002．3)。

 提言内容の現況に至る理由

　ﾌｪｰｽﾞⅡ調査後に、JICAによる開発調査ﾍﾞｰｽでの技術支援、IT技術に係る専門家派
遣、及びJBICによるﾃｸﾉﾊﾟｰｸ開発・政府機関強化・中小企業開発公社設立に係る資金
協力が要請された(2000.8)。この内、中小企業開発公社設立については、JICAﾌｫﾛｰｱｯ
ﾌﾟ調査(2000.11～2001.3)で具体的な設立計画の策定につき協力が続けられた。
また、テクノパーク開発についてJICAﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査（2002.1～2002.3）が実施され
た。
2003.3現在：情報なし。

 その他の状況
　ﾌｪｰｽﾞⅡ調査では、ｲﾝﾄﾞ、ﾏﾚｰｼｱ、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ｽﾘﾗﾝｶ、日本の工業振興政策について
の国際ｾﾐﾅｰを開催している。
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2003年3月改訂

国　　　　名 スリ・ランカ 予 算 年 度 11～12 報告書提出後の状況

和 工業振興・投資促進計画調査（フェーズⅡ） 実績額（累計） 177,126千円 提案された中小企業支援策に関し、JICAフォローアッ
プ調査として｢中小企業振興機関の設立計画｣が策定さ
れた（2001.3）。
また、提案されたテクノパーク建設に関し、JICAﾌｫﾛｰ
ｱｯﾌﾟ調査として｢テクノパーク計画｣が策定された
（2002.3）。
情報なし（2003.3)。

案　件　名 英 Master Plan Study for Industrialization and
Investment Promotion in Sri Lanka (Phase Ⅱ）

調 査 延 人 月 数 45.20 人月

調査の種類／分野 M/P /工業一般

最終報告書作成年月 00.　7

コンサルタント名 （株）コーエイ総合研究所

調
　
査
　
団

団長 氏名 小泉肇

所属 ㈱コーエイ総合研究所 相手国側担当機関名 ｽﾘ･ﾗﾝｶ民主社会主義共和国工業開発省

調 査 団 員 数 10 担当者名（職位） Mr.W.C.Dhcerasekana Secretary

現地調査期間 99.11～00.1

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の状況  進行･活用
調査内容については要約表｢LKA―103｣の通り。
最終報告書の構成は以下の通り。
Summary：要約
Main　Report：報告書
Appendix　Ⅰ
Appenndix　Ⅱ（UNIDO）
Appendix　Ⅲ

M/Pで提案された組織改革、工業統計整備
についてはUNIDOがフォローする予定とさ
れた（フォロー状況不明）。
中小企業振興の為のSMIDEC設立計画が策定
されたが未だ実現にいたっていない。テク
ノパーク計画についてはﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査を実
施（2002.2-3）。

 提言内容の現況に至る理由

工業開発省（MID)はM/PをWhitePaperとする予定であったが、WhitePaperとするに至ら
なかった。｢中小企業振興機関の設立計画｣につき、IFC,ADB,JBICに資金協力の可能性
をあたった。テクノパーク計画については、第３５次円借款リストに載せて要請され
ている。

 その他の状況
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2003年3月改訂
国　　　　名 エジプト 予 算 年 度 7～8 報告書提出後の状況

和 薄板生産工場建設計画調査（フェーズ１） 実績額（累計） 72,178 千円 (契約額：71,598千円)
　本調査を受けてﾌｪｰｽﾞ2の調査が行われ、その後日本
及びｲﾀﾘｱが鋼板工場を建設した。
　2002.3現在：97.1から98.1にわたって実施された
フェーズ２に引き継がれていることより、フェーズ2要
約表参照。(実施コンサルタント:日本鋼管㈱/㈱神戸製
鋼所)
2003.3現在：情報なし( ﾌｪｰｽﾞ2のEGY007 　参照）

案　件　名 英 The Study on Feasibility of a Project to
Produce Steel Flats

調 査 延 人 月 数 16.07 人月

調査の種類／分野 M/P／その他工業
最終報告書作成年

月
1996.11

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  三上　良悌 (財)北九州国際技術協力協会

所属  ユニコ　インターナショナル(株) 相手国側担当機関名 工業天然資源省工業化総局

調 査 団 員 数 4 担当者名（職位）

現地調査期間 96.5～計1.07ヶ月

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
(調査目的)
　従来のｴｼﾞﾌﾟﾄにおける鋼板需要調査を実施し、薄板生産工場建設計画の具体的な検討
(ﾌｪｰｽﾞ2)に入るべきかどうかを検討する。

1)ﾐｸﾛ分析結果　　　　　　　　　　　　2)ﾏｸﾛ分析結果
　年度　　 最低　　 中間　　 最高　　　  年度　　 最低　　　中間　　 最高
　2005　1426846t  1733537t  1969969t　 　2005　 1427000t  1734000t  1970000t
　2006　1505772t  1505772t  2147472t　 　2010　 1663000t  2086000t  2562000t
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   2015　 1942000t  2528000t  3386000t
3)国内需要予測の条件
・GDP成長率　最低4%、中間5.5%、最高1999~2005年6.5%、2005~2020年8.5%
・各部門のGDP成長率　第3次発展計画成長目標使用
・鋼材に対する鋼板の比率は30%で変化なし
・耐久消費財の急速の成長は仮定しない
・ﾌﾙ操業2005年

(生産の将来計画)
1)計画されるﾌﾟﾗﾝﾄの鋼板需要量
・EISCOが1994~1995年ﾚﾍﾞﾙの生産を2005年以降継続する場合
　　　　　　　　　　2005　　　　　　　　　2006
　　　　　　　CR　　　　　HR　　　　CR　　　　　HR
最低成長率　181,894t　　821,493t　205,187t　  898,509t
中間成長率　272,221t　1,120,732t　301,284t　1,178,309t
最高成長率　341,280t　1,351,319t　392,702t　1,524,358t
・EISCOのPlate millが止まる場合
　　　　　　　　　　2005　　　　　　　　　2006
　　　　　　　CR　　　　　HR　　　　CR　　　　　HR
最低成長率　181,894t　  902,493t　205,187t　  979,509t
中間成長率　272,221t　1,201,732t　301,284t　1,259,309t
最高成長率　341,280t　1,432,319t　392,702t　1,605,358t (*)に続く

 提言内容の現況に至る理由

(*)より・EISCOが該当製品を生産しない場合
　　　　　　　　　　2005　　　　　　　　　2006
　　　　　　　CR　　　　　HR　　　　CR　　　　　HR
最低成長率　454,204t　1,398,393t　477,497t　1,475,409t
中間成長率　544,531t　1,697,632t　573,594t　1,755,209t
最高成長率　613,590t　1,928,219t　665,012t　2,101,258t
(建設必要性評価)
1)評価前提条件
　・最小の年間経済規模－直接還元製鉄40万t、電気炉20万t、連続鋳造20万t、熱間
　　圧延80万t、冷間圧延30万t、連続燃鈍36万t
　・輸出は全生産量の20%
　・各ｹｰｽの新ﾌﾟﾗﾝﾄ製品需要は上記のとおり
2)勧告
　・2005年のHR、CR需要は経済規模に達する(CRは輸出も考慮)
　・2005年は準備、建設期間を考慮すると妥当
　・中間成長率は過去の実績を見ても妥当、2005年以降鉄鋼需要は急増
　・以上の結果から需要面からは鋼板工場の建設は妥当であり、投資前調査ﾌｪｰｽﾞ2に
　　入ることが望まれる

 その他の状況
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2003年3月改訂

国　　　　名 エジプト 予 算 年 度 11～12 報告書提出後の状況

和 工業廃水対策調査 実績額（累計） 200,941千円 不明

案　件　名 英 Study on Industrial Waste Water Pollution
Control in the Arab Republic of Egypt

調 査 延 人 月 数 49.29 人月

調査の種類／分野 M/P /その他

最終報告書作成年月 00.　12

コンサルタント名 千代田デイムス･アンド・ムーア株式会社

調
　
査
　
団

団長 氏名 長濱 逸郎 千代田化工建設株式会社

所属 千代田デイムス・アンド･ムーア株式会社 相手国側担当機関名 エジプト国国営企業省･エジプト国環境

調 査 団 員 数 12 担当者名（職位）

現地調査期間 99.9～99.10/99.11～99.12/00.2～00.3/00.9

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の状況  遅延
エジプト国における工業廃水汚染の現状について調査とそれに基づく提言を
行った。
1）調査対象5工場における廃水処理装置に関する設計業務。さらに、5工場の中
からデモンストレーションプラント（廃水処理設備）の設置に相応しい1工場の
選択。
２）工業廃水を適切に処理することを促進するための政策提言（水環境行政の
強化、公害防止技術の向上、クリーナープロダクション技術の普及等）
３）技術移転セミナー（廃水処理原論、プライベートセクターにおけるプロ
ジェクト等）の実施。

デモンストレーションプラントの導入に関
してはエジプト国と日本国側とが合意して
いるS/Wの条件（予算等）を満たすことが
出来ず、実現されなかった。

 提言内容の現況に至る理由

不明（現況は暫定措置）
2003.3現在：情報なし

 その他の状況
特になし



個別プロジェクト要約表 EGY 103

2003年3月改訂

国　　　　名 エジプト 予 算 年 度 11～12 報告書提出後の状況

和 エネルギー経済モデル策定調査 実績額（累計） 141,121千円 調査時点において、OEPは石油省の傘下にあったが、
2002年上期に電力省の管轄下に移された。したがっ
て、OEPの仕事の内容もシフトしつつあるのが現状であ
る。電力省に移管したことにより、モデルの出力が電力
中心となり、専門家派遣中にモデルの修正を行なった。
また、電力省より他機関による電力関連モデルとの整合
性について下問され、調整した。OEPは電力省への貢献
の柱として、モデルを使ったシミュレーションに期待し
ている。
2003年3月現在：情報なし

案　件　名 英 The Study on Building on Energy-Economic Model
for the Arab Republic of Egypt

調 査 延 人 月 数 38.33 人月

調査の種類／分野 M/P /エネルギー一般

最終報告書作成年月 01.　1

コンサルタント名 財団法人 日本エネルギー経済研究所

調
　
査
　
団

団長 氏名 福島 篤

所属 財団法人 日本エネルギー経済研究所 相手国側担当機関名 エジプト国エネルギー計画機構(OEP)

調 査 団 員 数 5 担当者名（職位） Dr.Hani Alnakeeb (OEP総裁）

現地調査期間 99.10～99.12/00.1～00.3/00.6～00.8/

00.10～00.11

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の状況  進行･活用
　本調査の目的は、エジプト国のエネルギー経済モデルを開発すると共に、そ
の構築・運用に関する技術移転を実施することにあった。すなわち、モデル構
築と技術移転が本調査の2本柱であり、通常のM/P調査とは若干趣が異なってい
る。C/PであるOEPは、エネルギー政策、特に燃料シフト政策等へのモデルの有
効性を確認するとともにOEPスタッフの更なる能力向上を期待した。主な提言は
以下のとおりであった。
1)モデルの精度を向上させるためのデータ収集システムの整備
2）モデルの習熟とモデルの運用・維持
3）本モデルは短期モデルであるので、中・長期問題へ適用する場合、国家計画
との整合性の確保
4）エネルギー政策への適用にあたっては、需要、価格、供給計画と順次モデル
の機能を適用していくこと

2003.3現在：
OEPは、提言項目について、経済チームと
技術チームの2課を配置している。ただ
し、スタッフの交替もあり、さらなる能力
向上が必要である。　このため短期専門家
を派遣（14年1月下旬～6月上旬)した。約
５ヶ月間の専門家派遣事業であったが、モ
デル構築を基礎的部分と応用部門とに分け
ると、基礎的な部分は習得できたと思え
る。現地のJICA事務所からは半年に一度は
メインテして報告書を提出するようにOEP
に依頼した。

 提言内容の現況に至る理由

調査時の技術移転セミナーにおいて、石油省次官から原油輸出を確保するため、石油
製品から天然ガスへの燃料シフトが国家的課題であり、ついては天然ガス供給インフ
ラの整備、天然ガス産業への育成施策にかかわる技術協力要請を検討する話があっ
た。OEPもその方向で検討してきたが、電力省へ移管したことにより、提言内容の実務
は石油・ガス中心から電力中心にシフトしつつある。

 その他の状況
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国　　　　名 イラン 予 算 年 度 52～53 報告書提出後の状況

和 石油化学工業製品計画調査 実績額（累計） 66,797 千円 イラン・イラク戦争による被爆被害により日本側投資会
社はＭＩＴＩから海外投資保険の支払いを受け撤退。そ
の後イラン側は韓国、イタリア、ドイツ等のコントラク
ターの協力を受け、一部完成模索開始。現在増設計画あ
り。イラン側は日本を含む各国に改めて協力依頼中。
1979．10現在：特に変更なし

案　件　名 英 The Development Plan for the Petrochemical
Downstream Industries in Iran

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／化学工業

最終報告書作成年月 78．　9

コンサルタント名 ユニコインターナショナル㈱

調
　
査
　
団

団長 氏名  千野　武司

所属  ユニコインターナショナル㈱ 相手国側担当機関名 NPC(National Petrochemical Co.)

調 査 団 員 数 10 担当者名（職位）

現地調査期間 77.9.27～77.11.10

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
1.計画の概要
（1）調査の目的
イランにおいては、現在大規模な石油化学プラントがペルシャ湾岸に建設中で
あり、1979年10月に操業を開始し、1980年には一部を除いて本格操業に入る予
定である。しかしこれから生産される原料を使う加工産業は国内で十分育って
いるとは云い難く、製品の国内需要もよく把握されていない。このため製品別
の需要調査と国内の加工振興計画に関して調査を行うものである。
（2）調査の内容
石油化学製品の市場分析と需給予測
プラスティックおよび合成ゴム成形加工業の振興の為のマスタープラン作成
2.結論および勧告
（1）イラン国内における石油化学製品の需要を大きく伸ばすためのボトルネッ
クは次の通り。
流通機構の不整備、パイプ用としていまだに鉄が使われていること（ＰＶＣパ
イプはほとんど使われていない）、成形加工技術が低いため、工業製品の部品
は全て輸入されていること
（2）国内の需要を喚起するためには、ＮＰＣ（National　Petrochemical
Co.）が中心となり、加工業者に対する教育、先進国からの技術導入、加工業育
成の為の投資、地方の成形加工業者が集中している場所へのストックポイント
の設置、国民への石油化学製品の優秀さのアピール、製品規格の設定（例えば
JIS規格のようなもの）等の実施を早急に推し進めるべきである。

 提言内容の現況に至る理由

イラン革命による混乱、イラン・イラク紛争の発生により未実施となっている。現在
IJPCプロジェクトの工事再開の目途は立っていない。従って下流製品を対象とした本
調査は具体化不可能な状況にある。

 その他の状況
IJPCを｢母なる産業｣として完成させる方針であり、石油化学工業の育成を重要課題と
しているが、本件調査での需要推計はその前提が大きく異なってきたため、現状では
見直しが必要なものとなってきている。工業省は1984年12月、本調査の見直しを要請
したが、現地調査の困難さ、需給予測の困難さ等を理由として協力困難な旨回答。他
方、イラン政府はアラク精油所（計画中）からナフサ等の原料供給を受けてポリマー
等を生産するアラク石油化学コンプレックスの建設を計画を推進しようとしている。
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国　　　　名 イラン 予 算 年 度 3～6 報告書提出後の状況

和 エネルギー計画調査 実績額（累計） 311,396 千円 1995.9～:「ｲﾗﾝ国ｴﾈﾙｷﾞｰ最適利用計画調査」を開始し
た(1995.9～1997.10)。

1996.7:上記調査におけるｲﾗﾝ側ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ(原調査の際
と同じ)より"ｴﾈﾙｷﾞｰ･ﾃﾞｰﾀおよび省ｴﾈﾙｷﾞｰのためのｾﾝﾀｰ
"設立に対する協力の要請の意志表示があった。

1999.2:上記"ｴﾈﾙｷﾞｰ･ﾃﾞｰﾀ及び省ｴﾈﾙｷﾞｰのためのｾﾝﾀｰ"
として、"ｴﾈﾙｷﾞｰ研究ｾﾝﾀｰ"が設立された(下欄参照)。

案　件　名 英 The Collaborative Study on the Comprehensive
Energy Development Plan in the Islamic
Republic of Iran

調 査 延 人 月 数 92.56 人月

調査の種類／分野 M/P／エネルギー一般
最終報告書作成年

月
1994.3

コンサルタント名 （財）日本エネルギー経済研究所

調
　
査
　
団

団長 氏名  宮田　満

所属  （財）日本エネルギー経済研究所 相手国側担当機関名 Plan and Budget Organization

調 査 団 員 数 19 担当者名（職位） （現、Management and Planning Organization）

現地調査期間 92.2.2～3.13／92.6.3～93.3.29／ （計画予算庁。現、管理計画庁）

93.6.3～6.12／93.6.30～9.4／ Dr. Y. Saboohi

93.9.16～11.27／94.1.30～2.28

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
1.ﾌﾟﾗｲｵﾘﾃｨ･ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
　1)ｴﾈﾙｷﾞｰの合理的利用の研究のためｴﾈﾙｷﾞｰ･ﾃﾞｰﾀ･ﾍﾞｰｽの構築
　2)省ｴﾈﾙｷﾞｰのための対策の検討
　　・不要なｴﾈﾙｷﾞｰ消費の削減
　　・効率の改善
　　・ｴﾈﾙｷﾞｰの回収
　　・電気およびｶﾞｽのﾛｰﾄﾞ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
　3)省ｴﾈﾙｷﾞｰのﾎﾟﾃﾝｼｬﾙの推定
　　・技術的ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙの推定
　　・経済的ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙの推定と労働生産性へのｲﾝﾊﾟｸﾄ
　　・ｴﾅｼﾞｰ･ｲﾝﾃﾝｼﾃｨの最適化
　4)適正な政策に関する暫定的な研究

2.ｱｸｼｮﾝ･ﾌﾟﾗﾝ
　1)政策
　　基本的な政策方向の検討と形成－価格政策、課税対策、研究・開発・
ﾃﾞﾓﾝｽﾄﾚｰｼｮﾝ(R.D.&D.)政策
　2)機構・態勢の整備
　　・ｴﾈﾙｷﾞｰ情報ｼｽﾃﾑの構築
　　・ｴﾈﾙｷﾞｰ管理者を教育するための教育施設の整備
　3)財政支援の整備
　4)人的資源の開発

1.「ｲﾗﾝ国ｴﾈﾙｷﾞｰ最適利用計画」(JICA開発調査、FS)開
始(1995.9～1997.10)。この調査にて、左欄の提言内容
の詳細な検討を行った。
2.提言内容のうち、1-1)および2)、ならびに2-1)の1部
および2)は具体化(実施)されている。
3.「ｲﾗﾝ･ｱﾌﾜｽﾞ製鉄所における省ｴﾈﾙｷﾞｰ対策事業」
(NEDO発注、2000.9～2001.3)を受注し、CDMにつながる
FS調査を行った。
4.エネルギー省傘下のEnergy　Efficiencing
Organization (2000.5)と、石油省傘下のOrganization
for　Optimization of Fuel
Consumption（2000.8）との2つの省エネ促進機関が設
立された。
5.｢イラン化学工業の省エネルギー促進事業（NEDO発
注、2001.8.29～2002.3.31）を受注し、CDMにつながる
FS調査を行った。
6.JICA｢プロジェクト方式技術協力｣の枠組みの中で｢エ
ネルギー管理訓練センター｣の実施につき協議中（カウ
ンターパートは上記Energy　Efficiency
Organization)。

 提言内容の現況に至る理由

　「実現/具体化された内容」の1.および2.に記したように、ｲﾗﾝ政府は省ｴﾈﾙｷﾞｰの推
進について非常に熱心であり、提言内容の1部はすでに具体化(実施)されているとと
もに、新たに詳細な調査が要請され、「ｲﾗﾝ国ｴﾈﾙｷﾞｰ最適利用計画調査」として実施
された。
　なお、「実現/具体化された内容」2.に記した2-2)は、上記「ｲﾗﾝ国ｴﾈﾙｷﾞｰ最適利用
計画調査」実施後、ｲﾗﾝ政府(*)の支援の下で、ｼｬﾘﾌ工科大学 (Sharif University of
Technology) の中に、"ｴﾈﾙｷﾞｰ研究ｾﾝﾀｰ（現、管理計画庁）"を設立する、という形で
実施された。
　　(*)計画予算庁および石油省。
2003.3現在：変更なし。

 その他の状況
「報告書提出後の状況」欄に記したように"ｴﾈﾙｷﾞｰ･ﾃﾞｰﾀ及び省ｴﾈﾙｷﾞｰのためのｾﾝﾀｰ"
の設置に対する日本政府の協力を求めていたが、「提言内容の現況に至る理由」欄に
記したように、その後、"ｴﾈﾙｷﾞｰ研究ｾﾝﾀｰ"がｲﾗﾝ政府の支援によって設立された。
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国　　　　名 イラン 予 算 年 度 8～11 報告書提出後の状況

和 イラン国火力発電所環境影響評価調査 実績額（累計） 383,980 千円 2002.3現在：e-mailにて情報交換継続中。
2003.3現在：JICAフォローアップ調査を2002.11～12に
実施。相手方は、ｴﾈﾙｷﾞｰ省ｴﾈﾙｷﾞｰ計画局長　Mohsen
Bakhtiar氏。

案　件　名 英 The Study on Evaluation of Environmental Impact
of Thermal Power Plants in Islamic Republic of
Iran

調 査 延 人 月 数 53.46 人月

調査の種類／分野 M/P／その他
最終報告書作成年

月
2000.1

コンサルタント名 （株）数理計画

調
　
査
　
団

団長 氏名  野口　雅章 東電環境エンジニアリング（株）

所属  （株）数理計画 相手国側担当機関名 エネルギー省環境部長

調 査 団 員 数 11 担当者名（職位） Dr. A.R. Karbassi

現地調査期間 96.12～1.2ヶ月／97.1～2ヶ月

98.6～1.5ヶ月／98.9～0.5ヶ月

99.3～0.5ヶ月／99.9～0.5ヶ月

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
ｴﾈﾙｷﾞｰ省のみで処理できる提案
1.発電設備の保守管理の向上
2.発電所職員の公害教育の実施
3.ｴﾈﾙｷﾞｰ省環境組織の拡大
4.蒸気ﾀｰﾋﾞﾝの効率向上

他の担当機関を含んで処理する提案
1.国内重油ﾊﾞﾗﾝｽの調査による発電所での煤煙脱硫の必要性の検討
2.ｴｽﾌｧﾊﾝ地域でのSMPの発生源の特定とその対策検討
3.ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝﾓﾃﾞﾙの精度向上
(*)より
2003.3現在：
1.ｴﾈﾙｷﾞｰ省の環境組織：提案に従って増強中。火力発電所には環境部を設置し
た。
2.煙道ｶﾞｽの測定：提供した機械で、調査対象外の火力発電所煙道ｶﾞｽを測定し
ている。また、簡易自動分析計での測定も実施している。

ｴﾈﾙｷﾞｰ省のみで処理できる提案1.2につい
て
・職員研修所でのｶﾘｷｭﾗﾑの拡大・追加を
　実施

ｴﾈﾙｷﾞｰ省のみで処理できる提案3について
・環境部に3課を追加
　 1.環境・煙道ｶﾞｽ測定
　 2.分析
　 3.ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ、EIA

ｴﾈﾙｷﾞｰ省のみで処理できる提案4について
・予算不足で新品との取替は未実施。
　補修のみ実施。

他の担当機関を含んで処理する内案につ
いて
・他省や地方自治体を含むため進捗状況
　なし。
2002.2現在：JICA供与機材を使用して当
時の対象以外の発電所の煙道ガスをエネ
ルギー省環境部のみで測定している。
(*)に続く

 提言内容の現況に至る理由

提言内容を広く含んで先方より次のプロジェクトの提案があったが、2001年夏にJICA
で不採用となった。
提案内容：｢今までの発電所は技術・環境・経済面から総合的に検討して建設してい
ない。その能力もイラン側にはない。そこで、日本側の協力を得てダブリツ、エス
ファン両発電所をモデルに総合的検討を実施して、イラン側の能力を向上させる｣
2003.3現在：提言8項目中3項目はｴﾈﾙｷﾞｰ省以外の省庁または地方行政組織と協力し実
施すべてきものであるが、いずれの組織も興味を示していないので進展していない。

 その他の状況
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国　　　　名 イラク 予 算 年 度 51 報告書提出後の状況

和
輸出用石油製油所計画調査

実績額（累計） 153,370 千円
本調査後ｲﾗｸ国はﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実現に向って、ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙの
見直しにより1978年にPuilman Kellog社にBid Package
作成（Basic DesignおよびTerms of Refernce）および
Managementの依頼を出した。しかしながらｲﾗﾝ／ｲﾗｸ戦争
の影響（1978年以降）で、FAO地区で港湾機能が停止した
ため、本計画は中断されている。
　なお、Kellogがどこまで作業したかは不明である。
1999.10現在：変更点なし

案　件　名 英 Technical Study Report on Export Oil Refinary 調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 M/P／化学工業

最終報告書作成年月 1977.1

コンサルタント名 (社)日本プラント協会

調
　
査
　
団

団長 氏名  岩本　吉辰

所属  (社)日本プラント協会 相手国側担当機関名 SCOP社

調 査 団 員 数 7 担当者名（職位）

現地調査期間 76.7.7～7.16

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  中止･消滅
1.計画の概要
　ｲﾗｸ共和国の石油事業公社（State Company of Oil Project）によって計画さ
れる輸出用石油製油所の建設に必要な各種技術資料を集積する。
2.結論及び勧告
　SCOP社によって提供された輸出用石油製油所計画の入札仕様書に従って、供
給原油分析地及び製油所計画について検討し、又ﾌﾟﾛｾｽ装置、用役設備、ｵﾌｻｲﾄﾀ
ﾝｸ設備、ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ設備に係る基本設計仕様及び条件等を説明するとともに、こ
れらの詳細設計役務遂行に係る基本条件についても想定した。

 提言内容の現況に至る理由

ｲﾗﾝ／ｲﾗｸ戦争及びｸｳｪｰﾄ紛争による計画停止

 その他の状況
国連ｲﾗｸ制裁に伴い、最近の情報なし。
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国　　　　名 ジョルダン 予 算 年 度 7～8 報告書提出後の状況

和
南部地域工業開発計画調査

実績額（累計） 374,527 千円
・中東和平の停滞により、外国による援助が難しい状
　況となっており、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの進捗も見られていな
　い。
・ｼﾞｮﾙﾀﾞﾝ工業団地公社は、A-2ｻｲﾄ及びｶﾗｸｻｲﾄの土地
　収用を既に始めており、当工業団地ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは実現
　可能性があると思われる。
・2002.3現在：変更点なし
・2003.3現在：2001.3以降の進捗については不明

案　件　名 英 The Study on Industrial Development in the
Southern Districts

調 査 延 人 月 数 91.87 人月 （内現地47.42人月）

調査の種類／分野 M/P／工業一般
最終報告書作成年

月
1997.1

コンサルタント名 日本工営(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  赤川　正俊 (財)日本立地センター

所属  日本工営(株) 相手国側担当機関名 ジョルダン工業団地公社
総裁　Mr. ヒンダウイ

調 査 団 員 数 17 担当者名（職位）

現地調査期間 95.11～95.12（40日間）／
96.1～96.3（60日間）／
96.7～96.9（50日間）／97.1（9日間）

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
(1) 調査対象地域　ｼﾞｮﾙﾀﾞﾝ国のほぼ南半分(ｶﾗｸ県、ﾀﾌｨｰﾗ県、ﾏｱﾝ県、ｱｶﾊﾞ県)

(2) 南部地域工業開発戦略　「空間的ﾘﾝｹｰｼﾞ強化」「南部地域優先ｲﾝﾌﾗ整備」
　　「工業基礎ｲﾝﾌﾗ整備」

(3) 南部地域工業開発計画
　　1)有望業種の選定
　　　・ﾀｰｹﾞｯﾄ業種:13業種
　　　・ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄﾐｯｸｽ:100種類以上の製品
　　　・最も高い開発ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙを持つ工業ｻﾌﾞｾｸﾀｰ:化学工業を選定
　　2)最優先／優先ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの選定と評価
　　　・最優先ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ:3件(南部地域工業技術ｾﾝﾀｰの設立、南部地域中小工
　　　　業振興ｾﾝﾀｰの設立、職業訓練ｾﾝﾀｰの強化)
　　　・優先ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ:11案件
　　3)最優先／優先工業団地ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの選定
　　　・10候補地区より、優先先1ヵ所(ｱｶﾊﾞ:A-2ｻｲﾄ)及び優先3ヵ所(ｶﾗｸ、
　　　　ﾀﾌｨｰﾗ、ﾏｱﾝで各1ヵ所)を選定
　　4)Pre-F/Sの実施・結果
　　　・A-2はﾌｨｰｼﾞﾌﾞﾙと判断(工業ﾛｯﾄ面積160ha、投資額合計41.74百万JD-
　　　　1JD=1.14ﾄﾞﾙ、FIRR7.8%、EIRR(WTPｱﾌﾟﾛｰﾁ)13.2%、EIRR(GVAｱﾌﾟﾛｰﾁ
　　　　14.9%)
　　　・ﾏｱﾝ、ﾀﾌｨｰﾗについては、採算性、経済妥当性のより詳細な検討が必要
　　　・ｶﾗﾌは採算性が極めて低いが、ｼﾞｮﾙﾀﾞﾝ側が強く実施を希望している。
　　　　地域振興の観点から条件付きで実施を許容すべきである。

　JICA調査は広範な内容の提言を含むた
め、今回の現地調査ではJIECが直接管轄
している工業団地計画に焦点を当てた。
その結果、以下の内容が判明した。

1)調査ではAqaba地区の開発を最優先し、
　Ma’an, Karak, Tafilaを実施すること
　を勧告しているが、現実には政治的決
　定によりKarakが先行し、次いでAqaba
　の準備が進行している。
2)Karakは昨年(2000年10月)に造成が始ま
　り、近く完成の予定。
3)Aqaba地区の開発はUSAidから15百万ﾄﾞﾙ
　の支援(ｸﾞﾗﾝﾄ)を受け、現在F/S実施中
　(ｺﾝｻﾙはWelber-Smith社と地元ｺﾝｻﾙの
　JV)F/Sは今年3月に終了予定。
4)Ma’an地区の計画は第1期工事として
　43haの造成が2002年に完了する運びと
　なっている。
5)Tafila地区は現在待機中で具体的な進
　展はない。

(2001年1～2月現地調査結果)

 提言内容の現況に至る理由

・元来、政府予算は外国援助に頼って来た部分が大きいにもかかわらず、中東和平の
　停滞によって難しい状況となっており、1997年現在ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの進捗が見られていな
　い。
・調査途中で、ｲｽﾗｴﾙにﾈﾀﾆﾔﾌ政権が誕生し、その後中東の停滞等を背景に提言した
　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの進捗は際立っていない。

 その他の状況
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2003年3月改訂
国　　　　名 ジョルダン 予 算 年 度 7～9 報告書提出後の状況

和 送配電網電力損失低減計画調査 実績額（累計） 131,230 千円
1.JICAは配電専門家を1997.6~1998.5ｼﾞｮﾙﾀﾞﾝに派遣
　し、主として力率改善、山相ｱﾝﾊﾞﾗﾝｽ電流改善につい
　て、NEPCO,JEPCO,IDECOに対して技術指導を行った。

2.ｼﾞｮﾙﾀﾞﾝ側から日本側にF/Sの実施について要望が出
　ている。また、東電設計からJICAに電力損失低減は
　CO2削減につながることをご説明すると共に、F/S実

　施について要望した。
1999.6～1997.7　MPに基づくFSを東京電力との共同企
業で実施。
2002.3現在:変更点なし
2003.3現在：変更点なし

案　件　名 英 The Study on Electric Power Loss Reduction of
Transmission and Distribution Networks in the
Hasemite Kingdom of Jordan

調 査 延 人 月 数 29.50 人月

調査の種類／分野 M/P／送配電
最終報告書作成年

月
1997.5

コンサルタント名 東電設計(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  大河原　邦夫

所属  東電設計(株)電力計画室 相手国側担当機関名 National Electric Power Co. (NEPCO)
Mr. ALI. Y. AL-ZUBI
(Load Research and Management Section
Head)

調 査 団 員 数 5 担当者名（職位）

現地調査期間 96.2.24～96.3.27／96.6.17～96.10.15
96.11.22～96.12.20／97.3.3～97.3.17

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ:有り
　　EIRR=15.04%
　　FIRR= 9.27%

2.送配電損失率は対策を実施しない場合、2009年には11%と推定される。対策
　を実施することで、7.2%に抑制できる。

・NEPCO,JEPCO,IDECOはJICA配電専門家の
　指導を受け、三相ｱﾝﾊﾞﾗﾝｽ電流改善中。
　またLV系統の力率改善についても検討
　中。
・1999年6月、M/Pに基づくF/Sを東京電力
　との共同企業で受注(現在実施中)。

 提言内容の現況に至る理由

　F/Sの実施に至っていない。実施を控える理由はないと思われる。早期実施が望ま
れる。ただし、小額資金で行える対策について実施中。

 その他の状況
　電力損失低減対策検討手法
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2003年3月改訂

国　　　　名 ジョルダン 予 算 年 度 11～12 報告書提出後の状況

和 企業経営能力強化計画調査 実績額（累計） 247,022千円 2003.3現在：情報なし

案　件　名 英 The Study on the Strengthening of Enterprises
Management Capability in the Hashemite Kingdom
of Jordan

調 査 延 人 月 数 57.87 人月

調査の種類／分野 M/P /工業一般

最終報告書作成年月 01. 3

コンサルタント名 ユニコインターナショナル株式会社

調
　
査
　
団

団長 氏名  猪岡 哲男

所属  ユニコ インターナショナル株式会社 相手国側担当機関名 貿易産業省

調 査 団 員 数 8 担当者名（職位）

現地調査期間 00.2～1.4ヶ月/00.6～2．9ヵ月

00.10～2.1ヶ月/01.1～0.5ヶ月

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の状況   進行･活用
企業の経営能力強化を通じてジョルダン国における工業（Manufacturing
Industry）の競争力改善に資することを目的として、①企業経営能力強化のた
めのマスタープラン及びアクションプランの設定、②カウンターパートへの企
業診断及び経営相談手法にかかる技術協力、③マーケティング、工業デザイン
に重点を置いたジョルダン企業の経営能力にかかる認識強化を行うものであ
る。この目的に沿って、①マーケティング調査プログラム、②工業デザイン
ワークショップ、③企業診断を実施した。詳細調査対象は「電気・電子産業」
及び「プラスチック成型、金属加工などの関連裾野産業（Related Supporting
Engineering Industry）」であるが、本調査で策定するマスタープラン、アク
ションプランは製造業全体の企業経営能力強化という観点から策定した。これ
らのプログラムを通じてのファインディングをもとに、次の提言を行った。
１）市場のニーズを把握し、それをもとに商品を企画したり、ニーズに合った
サービス方法を案出したりする経営能力　２）ニーズを満たす商品を製造、性
能・品質を維持、サービスとして提供できる経営能力を付けることを目標に、
これに向けて次の分野で活動を行い、関係セクターの認識の向上と参加促進、
基盤の整備、活動の展開を図ること：①概念の普及及+A43および啓蒙、②技術
移転及び人材育成、③経験交流と普及、④表彰・奨励、⑤輸出市場への広報・
宣伝、⑥関連インフラの改善・整備、⑦情報収集・提供、⑧研究開発、⑨研究
開発への支援

家具を対象とするデザインワークショップ  提言内容の現況に至る理由

実施のため短期専門家が派遣された。

 その他の状況
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2003年3月改訂
国　　　　名 モロッコ 予 算 年 度 7～9 報告書提出後の状況

和 ハウズ地方分散電化計画調査 実績額（累計） 236,529 千円
実現／具体化された内容に、記載の状況から進展はな
い。

2000年11月現在：JICA無償資金協力部が予備調査の要
請を行った。
2002.3現在：新情報なし
2003.3現在：新情報なし

案　件　名 英 Master Plan Study on Decentralized Rural
Electrification on Haouz Region In Kingdom of
Morocco

調 査 延 人 月 数 56.80 人月 （内現地34.30人月）

調査の種類／分野 M/P／新･再生ｴﾈﾙｷﾞｰ

最終報告書作成年月 1998.1

コンサルタント名 中央開発(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 島田　良秋 (株)三祐コンサルタンツ

所属 中央開発(株) 相手国側担当機関名 Centre de Development des Energies
Renouvelables (CDER)（再生可能エネル
ギー開発センター）
Mohamed Moubdi (Secretarie General)
Taoumi Mustapha (Chef de la Division
Technique)

調 査 団 員 数 9 担当者名（職位）

現地調査期間 96.3～98.1

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
本調査を通じて、調査対象村落の多くは小規模で、道路などのｱｸｾｽが不便な広
い地域に散在していることが明らかとなった。これにより本調査地域の全村落
に既設の送電線を延長して行う電化手法は投資と電力消費量の関係から効率が
悪く、分散電化方式（太陽光発電、ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電、ﾏｲｸﾛ水力発電及び一部村落へ
の既設送電線の延長）による電化供給が望ましい方法であることを確認した。
この結果、ﾊｳｽﾞ地方の電化率は14％から23％に上昇するものと試算される。ま
た、この電化は遅れた地域の社会・経済に大きなｲﾝﾊﾟｸﾄとなり、直接及び間接
の地域開発効果が多く期待できる。このように本電化計画は公共性が高く早期
実施が望まれるが、経済性に劣るので公的資金及び国外の有利なﾌｧｲﾅﾝｽの供与
が望まれる。また実施に際しては電化対象村落に対し、電化手段についての住
民の要望を確認し、反映させることが望まれる。さらにCDERを中心とした実施
体制と完成後の維持管理方法について提案している。

ﾓﾛｯｺ政府より日本政府に対し、本事業の実
施について無償資金協力を要請中。
130億7300万円のE/Nを締結（1998.4.21）
OECFより6,027万円の円借款（L/A）「地方
電化事業（Ⅰ）」を締結（1998.6.5）

 提言内容の現況に至る理由

ﾓﾛｯｺの地方（農村地域）における電化率は1994年現在21％にとどまっており、これは
近隣諸国（ｴｼﾞﾌﾟﾄ84％、ｱﾙｼﾞｪﾘｱ80％、ﾁｭﾆｼﾞｱ70％等）と比較しても明らかに低い水準
となっている。こうした状況からﾓﾛｯｺ政府は地方電化を国の重要課題の一つとして位
置付け、1980年代初頭からいくつかの基本計画を策定して電化取り組んできた。今回ﾓ
ﾛｯｺ政府は地方電化の一環として、現在電化率14％のﾊｳｽﾞ地方の120村落（約6,200世
帯）を対象とした電化ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ作成に関する技術協力を日本政府に要請し、電化の実
現を図ったものである。

 その他の状況
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2001年3月改訂

国　　　　名 オマーン 予 算 年 度 52～53 報告書提出後の状況

和
工業開発計画調査

実績額（累計） 56,641 千円
1.ﾌﾟﾚ･ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨありとしたﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ･ﾊﾟｯｹｰｼﾞ4件につ
いてF/S調査要請が出され、日本政府はそのうち製油所建
設計画を取り上げ1978、1979年土にF/Sを行った。
2.F/S終了後本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実施が決定し1980年11月から
建設開始、1982年10月完成、現在操業中。1985年増強工
事開始
3.また、ｵﾏｰﾝの鉱物資源の有望性、それに伴う鉱物探査
の必要性の指摘に対し、ｵﾏｰﾝ政府より要請が出され
1978、1979年JICAﾍﾞｰｽにより鉱物資源調査を実施した。
さらに同調査の提言に基づき再びJICAﾍﾞｰｽにより南部地
域資源開発協力基礎調査を実施。同調査の結果、開発可
能な鉱物資源の賦存はほとんど認められなかった。
1999.10現在：新情報なし

案　件　名 英 Survey on the Industrial Development Plan of the
Sultanate of Oman

調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 M/P／工業一般

最終報告書作成年月 1978.11

コンサルタント名 (株)野村総合研究所

調
　
査
　
団

団長 氏名  橋田　担

所属  (株)野村総合研究所 相手国側担当機関名 Undersecretary for Industry Ministry
of Commerce Industry　商工省

調 査 団 員 数 9 担当者名（職位）

現地調査期間 78.2.19～3.25

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
1.計画の概要
(1)調査の目的
　ｵﾏｰﾝ国は現在、外貨収入を石油輸出のみに頼る産業構造にあり、しかも石油
資源枯渇が近いとの見通しがある。従って今後の工業開発のためには、産業の
石油離れを実現する必要があるとの観点から、窯業、大理石、銅関連等の工業
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実現可能性等につき調査すること。
(2)調査内容
　1)ｵﾏｰﾝ国の工業開発戦略の検討として
　　a.ｵﾏｰﾝ国の社会・経済の現状と将来展望
　　b.工業立地の現況と動向
　　c.ｵﾏｰﾝ工業開発
　　d.工業開発の基本戦略に関する提言
　2)主要戦略業種のﾌﾟﾚ･ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ調査として
　　a.対象業種の選定と分析
　　b.「ｵﾏｰﾝ」側指定業種（大理石、窯業、ｶﾞﾗｽ、銅関連、建材、
      小型漁船舶、海水淡水化利用）のﾌﾟﾚ･ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ調査
　　c.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ調査への提言
2.結論及び勧告
　ｵﾏｰﾝ国最大の産業は中西部に算出する石油であり、政府収入の90％、外貨収
入の90％以上を占めている。調査の結果指定業種をしぼり、ｵﾏｰﾝ国の工業ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄとして可能性が存在するものとして以下のものが挙げられる。
(1)炭酸塩岩石とｾﾒﾝﾄを用いた製品（建築材料）
(2)銅製品（銅鉱山開発ﾀﾞｳﾝｽﾄﾘｰﾑ）
(3)製油所
(4)ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製氷ﾀﾝｸ等

　製油所建設の詳細については、個別ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄ要約表OMN 001　参照。
　ｵﾏｰﾝ商工省では、ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ策定後、ほぼ2
年毎に省独自にﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝのﾚﾋﾞｭｰを行ってい
る。JICAﾚﾎﾟｰﾄは工業開発計画策定実施の基
本資料として活用されている。

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
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2002年3月改訂
国　　　　名 オマーン 予 算 年 度 2～3 報告書提出後の状況

和
産業統計情報センター設立計画

実績額（累計） 212,657 千円
1.統計処理ｼｽﾃﾑのための短期専門家2名派遣
2.統計企画のための長期専門家1名派遣
3.通産省の調査統計部より短期専門家派遣
4.第1回の統計調査が終了するまで日本から専門家を派
　遣することになっている。
2000.11現在:計画に基づき、工業統計調査が実施され
ている。
2002.3現在:新情報なし。

案　件　名 英 The Study on the Establishment of the Industrial
Statistics Information Center

調 査 延 人 月 数 62.04 人月

調査の種類／分野 M/P／その他

最終報告書作成年月 1992.5

コンサルタント名 ＣＲＣ海外協力(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  丸山　満

所属  (株)CRC総合研究所 相手国側担当機関名 商工省
Kiyumi工業局長

調 査 団 員 数 10 担当者名（職位）

現地調査期間 91.3.17～92.3.27

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
1.調査の目的
　五ヶ年計画の重点施策とした工業振興を掲げているが、現状を把握するのに
十分な統計ﾃﾞｰﾀに欠け、政策の適切な具体化がなされていない。かかる状況
下、工業部門に関する統計の本格的整備のため、当ｾﾝﾀｰ設立を計画し、そのた
めの調査実施を要請してきた。

2.提言
　1994年からの第一回工業統計実施に向けて次の点に関する計画を策定し、提
　言した。
　　(1) 工業統計の実施主体となる「産業系統情報ｾﾝﾀｰ」自身の基本機能
　　(2) 工業統計調査の実施計画案策定
　　(3) ｵﾏｰﾝ商品分類ｺｰﾄﾞの作成

　最終報告書の提案に基づき、商工省内に
統計情報ｾﾝﾀｰが設立され、ここが中心と
なって統計調査が実施されている。
　また運営委員会も設置され、本件の実施
にあたって関係省庁の協力も得られる体制
が整ってきた。
　ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄの増員は計画通りに進んでい
ないが、日本からの専門家による指導によ
り、その能力の向上が見られる。
　同省では今後商業統計も実施したいとの
意向を持ち、将来、商工省の情報ｾﾝﾀｰとし
ての位置付けをしている。
　また、ｾﾝﾀｰの名称もIndustrial
Statistics and Information Centerとし
た。

 提言内容の現況に至る理由

1.相手国の推進体制
　出来るだけ早く調査を実施したいとの強力な要請があったが、実施母体となる工業
　統計ﾕﾆｯﾄの人員整備等がなされておらず、まず実施主体としてのｾﾝﾀｰの基本機
　能と人員整備が急務であった。

2.1994年実施に向けて1993年より大規模なﾊﾟｲﾛｯﾄ調査を行う必要性があり、かなり詳
　細な実施案策定が要求された。

 その他の状況
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2003年3月改訂
国　　　　名 オマーン 予 算 年 度 5～6 報告書提出後の状況

和 工業開発基本計画調査 実績額（累計） 144,034 千円 （契約額：135，875千
　提言「5」を取り上げ、その具体化のためにJICAに調
査を依頼(工業開発ｾﾝﾀｰ設立計画本格調査--1996年実施
済み)。
　1997年同提言実現へ向けて長期専門家の派遣要請あ
り、実現。その結果ｾﾝﾀｰ実現への予算措置も見込まれ
ている。但し、その具体的実現への技術的支援が更に
要請されている(商工省より要請済み)。

　投資促進のためOCPED設立。
　国際ｺﾝﾃﾅ幹線をｻﾗｰﾗに誘致。今後FZの開発が予定さ
れている。

2002．3現在:変更点なし
2003.3現在：情報なし

案　件　名 英 The Study on Master Plan for the Industrial
Development

調 査 延 人 月 数 35.94 人月

調査の種類／分野 M/P／工業一般
最終報告書作成年

月
1994.12

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  坂梨　晶保

所属  ユニコ　インターナショナル(株) 相手国側担当機関名 商工省
H. E, Khamis Bin
Undersecretary for Industry
Ministry of Commerce and Industry

調 査 団 員 数 8 担当者名（職位）

現地調査期間 93.11.7～93.12.27／94.2.13～94.2.23
94.6.25～94.7.29／94.11.6～94.11.12

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
1.輸出市場の確保
　1)輸出振興活動の組織化
　2)貿易会社の設立

2.外国投資の促進
　1)外国投資家にとってより魅力ある投資条件を整備するための法制整備
　2)外国投資促進のための組織整備
　3)ﾌﾘｰｿﾞｰﾝの設置振興

3.工業開発金融制度の強化

4.人材開発
　1)技術能力習得長期ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
　2)経営能力強化ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

5.技術基盤の確立
　1)技術研究および部品開発を支援する機能の確立

6.ｲﾝﾌﾗｽﾄﾗｸﾁｬｰの拡充
　1)湾岸施設
　2)工業団地

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
　商工省は本提言をﾍﾞｰｽとして、その開発計画を実施すべく努力している。予算措置
も徐々に実現しており、とりわけ技術面での更なる支援が期待されている。
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2003年3月改訂
国　　　　名 オマーン 予 算 年 度 7～8 報告書提出後の状況

和 工業開発センター設立計画本格調査 実績額（累計） 96,206 千円 （契約額：95，009千円
2002.3現在：進捗状況不詳
2003.3現在：情報なし

案　件　名 英 The Study on Establishment of  Industrial
Research Center

調 査 延 人 月 数 23.39 人月

調査の種類／分野 M/P／工業一般
最終報告書作成年

月
1996.7

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  坂梨　晶保

所属  ユニコインターナショナル㈱ 相手国側担当機関名 商工省
All Bin Masoud Al-Sunaidy
Director General of Industry
Ministry of Commerce & Industry

調 査 団 員 数 7 担当者名（職位）

現地調査期間 95.12～0.6ヶ月/96.2～0.9ヶ月

96.6～0.3ヶ月

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  遅延
(調査目的)
　商工省が第5次5か年計画(1996～)において設立を計画している技術支援機関
　である「工業開発ｾﾝﾀｰ」について、設立計画の策定を行う。
(ｾﾝﾀｰの活動内容)
1)既存産業のﾆｰｽﾞ、特に既存産業の向上、多様化、拡張のためのﾆｰｽﾞに応え
　る技術支援
2)有望工業ｾｸﾀｰにおける新規事業を始めるに当たっての技術的支援
3)上記1),2)を実施する上で必要とされる独自研究
(重点対象分野と技術支援内容)
1)衣料縫製技術分野
　・高付加価値製品生産・輸出市場価格競争力強化、製品ﾗｲﾝ多様化促進技術
　・生産ﾗｲﾝにｵﾏｰﾝ人技術者・技能者が参加てきる雇用機会送出
　・Cutting Center設置、CAD/CAMｼｽﾃﾑによるﾊﾟﾀｰﾝ作成等のｼｽﾃﾑ導入
　・ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ設置
2)食品・包装技術分野
　・特に輸出指向事業者に対して包装技術支援実施(当初は食品産業関連包装
に
　　焦点)
　・技術情報収集・提供、ｾﾐﾅｰ・窓口相談・巡回指導、包装資材ﾃｽﾄ等実施
　・独自研究実施
3)非金属鉱物開発・研究分野
　・非金属鉱物に関する開発研究を実施し、資源ﾍﾞｰｽの工業開発・採掘投資に
　　役立つ情報提供(当初はｾﾗﾐｯｸ原料開発に注力)
　・ｾﾗﾐｯｸ原料開発－ﾃﾞｰﾀ収集評価、組成分析・品質試験、結果の普及
(組織)
　行政としての政府からの独立性確保、国の工業開発政策との整合性確保に運
　営委員会設置、政府からの資金的支援の確保
(技術ｽﾀｯﾌ)
　独立当初は海外から招聘(海外からの技術協力確保)

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
提言内容の現況は暫定措置
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2003年3月改訂
国　　　　名 オマーン 予 算 年 度 9～10 報告書提出後の状況

和 電力合理化システム需給管理計画調査 実績額（累計） 104,073 千円
　緊急対策として提言したｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電機への注入の
実施についてMEWはﾒｰｶｰであるGEと技術を重ね、当社に
も意見を求めてきた。一部誤解のあった部分を説明
し、推進を強く勧めた。また、独立して運転していた2
つの電力系統の連系については着実に工事が進められ
ている模様。中央給電指令所計画も工事中である。
　ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟのため、電力系統解析が専門のJICA長期専
門家が赴任(1999.4～2000.4)し、提言の具体化を図っ
た。基本的には、JICA報告を高く評価し、着実に実施
していく姿勢である。
2003.3現在：ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝへの水注入以外は、ほぼ報告書
とおりに自国の資金で開発工事が行われている。

案　件　名 英 The Study on Demand Supply Management for Power
Sector in Sultanate of  Oman

調 査 延 人 月 数 29.07 人月

調査の種類／分野 M/P／エネルギー一般
最終報告書作成年

月
1998.11

コンサルタント名 プロアクトインターナショナル(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  大滝　克彦 (株)四国総合研究所

所属  ﾌﾟﾛｱｸﾄｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株)代表取締役 相手国側担当機関名 Salim Al-Rujaibi
Director of Planning and Statistics
Ministry of Housing, Electricity and
Water

調 査 団 員 数 10  （業務調整を含む） 担当者名（職位）

現地調査期間 97.10～98.9　（第1次～第4次）

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
1.電力需給
　1)ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電機について注水による出口増加を行う。
　2)ｺﾝﾃﾞﾝｻを多数設置して系統の安定度を向上させる。
　3)Muscat系統とWadi Jizzi系統を連系し、ｺｽﾄ削減を図る。
　4)各発電ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの運転ﾓｰﾄﾞを変更して燃料費の削減を図る。このためには
　　中央給電指令所の設置が望ましい。

2.電気料金制度について、料金区分の変更や定額料金の新設などにより、増収
　を図る。
　また、電力ﾒｰﾀｰの定期的な取替を行う。

1.
　1)(ﾒｰｶｰと交渉中)
　2)既に60MVA分以上のｺﾝﾃﾞﾝｻが設置済
み、系統安定度改善効果大。
　3)連系は政府計画にｵｰｿﾗｲｽﾞされた。着
工は遅れ気味だが、2003年完成目標。
　4)中央給電指令所の建設は決定。工事
発注済であり、完成予定は2003年(2003.3
現在）。

2.現在、電力ｾｸﾀｰの民営化が発電部門か
　ら本格化しており、料金問題について
　はその動きの中で検討されていくであ
　ろう。
2003.3現在：
1)コンデンサの増強によって系統安定度
の向上を実施。
2)Muscat系統とWadiJizzi系統の連携を工
事中。
3)中央給電指令所の工事が進行中。

 提言内容の現況に至る理由

　夏季の電力主要の急増に対処するため、ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電機の注水やｺﾝﾃﾞﾝｻの設置と
いった緊急対策をまず提言した。このうちｺﾝﾃﾞﾝｻ設置については直ちに実施された。
　一方、注水については、ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄであるMEW内部に技術に詳しいｽﾀｯﾌがほとんどお
らず、外部のﾒｰｶｰに聞くという体質のため、全ての判断が遅れ気味になってしまう。
現在も検討中とのことであるが、発電所の民間への売却の話が進んでいるため、これ
以上の進展は当面望めない。また、Barka発電所の新設という大ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが正式決定
され、系統連系や中央給電指令所の建設といった計画も、JICA報告による提言通り実
施されることとなった。このようにJICA報告のﾗｲﾝに沿って各種事業が実施されてい
る。
2003.3現在：オマーン政府は資金が豊富なため、開発のシナリオを求めていたが、本
調査により中期的にとるべき対策が明確になったことで、一斉にプロジェクトが動き
出している。

 その他の状況
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2003年3月改訂
国　　　　名 サウディ・アラビア 予 算 年 度 8～10 報告書提出後の状況

和 標準化機関強化計画（消費者保護） 実績額（累計） 119,608 千円
2002.3現在：標準化機関強化計画に関するプロジェク
ト完了後、SASOから情報の提供はない。
2003.2現在：情報なし案　件　名 英 The Study on the Master Plan for the

Development of the Saudi Arabian Standards
Organization Activities for  Consumer
Production

調 査 延 人 月 数 30.72 人月

調査の種類／分野 M/P／工業一般
最終報告書作成年

月
1998.5

コンサルタント名 (財)電気安全環境研究所

調
　
査
　
団

団長 氏名  富澤　一行 富士テクノサーベイ(株)

所属  (財)電気安全環境研究所 相手国側担当機関名 サウディ・アラビア王国標準化公団
（SASO）
Nabil A. Moulla(Deputy Director
General of SASO)

調 査 団 員 数 8 担当者名（職位）

現地調査期間 97.6.5～97.7.4
97.9.11～97.10.7
98.2.12～98.2.20

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
1)規格
　特に安全に関して、欠如しているｻｳﾃﾞｨｱﾗﾋﾞｱ規格(SSA)は早急に制定し、現
　存するSSAも直ちに見直すべきである。[要 技術者補充]

2)認証・登録・認定制度
　SASOは次の新しい認証制度を発足させるべきである。
　　a.国内製品に対する規格適合性ﾏｰｸ
　　b.輸入製品に対する試験後合格ﾃﾞｰﾀの確認制度

3)試験・検査
　試験の数と内容の増加に対応するため、SASOは自らの試験設備増強をすべき
　である。(具体的なﾘｽﾄ提言した)、また先進的なﾗﾎﾞ管理体制を取り入れるべ
　きである。[要 予算措置]IECEE-CB制度への参画は活動強化、国際社会での
　地位向上の為に有効な方法である。

4)消費者支援機関の設立と育成
　消費者教育、消費者苦情処理ｼｽﾃﾑ等を行う消費者支援機関を設立すべきであ
　る。[要 予算措置、省庁間協議]

5)広報活動と消費者教育
　雑誌「The Consumer」の内容をよりﾎﾟﾋﾟｭﾗｰにして購買者数の増加を図るべ
　きである。

　本報告書提出後の状況欄のとおり。  提言内容の現況に至る理由

　調査業務が完了した後、情報は提供されていない。SASOは、報告書提出時にマス
タープランの実施に向けて努力することを約束していたのでﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝの確実な実施
に向けて提言の内容を分析し、具現化するであろうと期待している。
　なお、SASOが具現化の段階で我々の経営資源が必要と判断した場合には、JICAを
通じて貢献することは可能と思われる。

 その他の状況
・市場品買い上げ試験等において技術移転の実施
・諸外国における消費者保護行政の仕組に関するｾﾐﾅｰ等の実施
・ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ研修の実施
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2003年3月改訂
国　　　　名 シリア 予 算 年 度 5～7 報告書提出後の状況

和 発電設備リハビリ・人材養成訓練計画調査 実績額（累計） 133,891 千円
1.発電所修復計画は1995年8月にOECFによってﾊﾞﾆｱｽ発
　電所3～4号機のSAFROF調査が実施され、修復工事が
　実施される可能性が高い。
2.電力訓練ｾﾝﾀｰは我が国の無償資金協力が実現し、
　1996年8月E/Nが締結された。

　電力需要の拡大に伴い設備増加の必要性が増してい
る。これに対し今後、約5bil.US$の総投資額が見積も
られている。発電関係は日本から、送変電に関しては
ﾖｰﾛｯﾊﾟからの融資を受けているが、現在近隣諸国との
総電線網の連携計画が進行中。

(2001年1～2月現地調査結果)
2002.3現在：変更点なし。
2003.3現在：情報なし。

案　件　名 英 Master Plan Study on Rehabilitation and
Manpower Training for Power Plants in the
Syrian Arab Republic

調 査 延 人 月 数 31.10 人月

調査の種類／分野 M/P／火力発電
最終報告書作成年

月
1995.7

コンサルタント名 八千代エンジニヤリング(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  千葉　規矩

所属  八千代エンジニヤリング(株) 取締役 相手国側担当機関名 電力省、発・送電公社
（オディ総裁、シャバニ発電部長）

調 査 団 員 数 9 担当者名（職位）

現地調査期間 94.10～95.6

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
(調査の目的)
　ｼﾘｱ国の発電設備の定格電力の合計は1994年現在約3,600MWであるがその内約
75%を火力発電に依存している。しかし火力発電設備は運転維持管理に携わる
要員の技術不足が主とした原因で、現有出力は約75%に低下している。
　本調査はその現有出力を向上させる為の既存設備の修復案を策定すると共
に、運転維持管理要員の育成と再教育を図る為の電力訓練ｾﾝﾀｰの設立計画を策
定するものである。

(提言内容)
1.発電設備の修復計画
・UNITのｸﾘｰﾆﾝｸﾞ実施、計装制御装置の更新
・高過剰空気率運転をしない(ﾎﾞｲﾗ効率低下及び低温腐食防止のために)
・損傷の早期対策修理実施
・ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ時の詳細点検項目の確実かつ早期の対策実施
・ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ時の性能試験実施、結果確認

2.電力訓練ｾﾝﾀｰ建設計画
・建設に当たっての「ｼ」国の発電事業の内での位置づけの明確化
・ｲﾝｽﾄﾗｸﾀｰの確保
・既設訓練校及び発電所等との連携を図る。
・訓練修了生待遇の向上を図り、訓練生の意欲を高める

（＊）から
3)電力訓練ｾﾝﾀｰの設立
　送電／変電用訓練ｾﾝﾀｰは2国間援助による11 Mil.Ecuの無償によりAdraに完
成している。しかし、ｲﾝｽﾄﾗｸﾀｰの技術、経験が不十分であることから日本での
研修を希望している。
(2001年1～2月現地調査結果)

　我が国の無償資金協力により「電力技
術研修所」が建設されることになった。
　1996年1月より基本設計調査が実施さ
れ、1996年9月にE/N(10.22億円)が締結さ
れた。
　1996年9月　　　実施設計を作成。
　1997年7月10日　6億4,900万円の無償資
　　　　　　　　 金協力実施の交換公文
　　　　　　　　 締結
　1999年初:　　　工事完了
1)発電施設のﾘﾊﾋﾞﾘ
　Banias No.3,4のﾘﾊﾋﾞﾘ(Overhaul)は、
　日本の無償資金(10億円)で完成。
　No.1,2に関しては国際入札でEnel(ｲﾀﾘ
　ｱ)でｺﾝｻﾙに選定。Mehardeh No.1,2に
　ついては、ﾄﾞｲﾂのﾗｰﾒｲﾔｰ社とｺﾝｻﾙ契約
　が結ばれており、数日中に業務開始の
　予定。
2)発電所の電気・計装ｼｽﾃﾑの改造・更新
　Banias No.3,4についてはﾘﾊﾋﾞﾘ工事と
　同時に完了。No.1,2及び他の発電所に
　ついては計画はあるがまだ始まってい
  ない。（＊）へ

 提言内容の現況に至る理由

　ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ調査に引き続き実施された基本設計調査に於いて我が国の無償資金協力に
よって訓練ｾﾝﾀｰが建設される必要性、妥当性、緊急性が我が国政府によって理解、承
認された為。

 その他の状況
　発電設備の運転維持管理技術に関するJICAｸﾞﾙｰﾌﾟ研修(1名)及び個別研修(1名)が実
施された。
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国　　　　名 チュニジア 予 算 年 度 51～52 報告書提出後の状況

和
電力長期計画調査

実績額（累計） 46,782 千円
　本調査で勧告したｶｾﾌﾞ揚水発電計画については1977、1978年度
にF/Sを実施しﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨありとの結果が得られている。1977年ﾗ
ﾃﾞｨｽ火力F/S実施。

案　件　名 英 The Survey for Electric Power Development Plan
in the Republic of Tunisia

調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 M/P／エネルギー一般

最終報告書作成年月 1977.10

コンサルタント名 (株)EPDCインターナショナル

調
　
査
　
団

団長 氏名  小池　仁

所属  (株)EPDCインターナショナル 相手国側担当機関名 Societ Tunisienne de l'Electricite et
du gaz (STEG)
テュニジア電力ガス公社調 査 団 員 数 6 担当者名（職位）

現地調査期間 77.2.8～3.9

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
1.計画の概要
(1)要請の背景
　ﾃｭﾆｼﾞｱ共和国は近年工業化を指向し、これに伴い同国の電力需要は大きく増加すること
が見込まれており、これに対処するため供給施設の増強が必要である。本計画は同国の要
請を受け、現在考えられているﾋﾟｰｸ電力供給のための揚水発電等の計画について最も適切
な計画を勧告するため、ﾃｭﾆｼﾞｱ電力ｶﾞｽ公社（STEG）の電力系統の長期計画を精査するとと
もに、今後の同国ｴﾈﾙｷﾞｰ事情等を含む総合的検討を行い、15ヶ年（1977～1991）の電力設
備計画の策定、長期計画での揚水発電計画の位置づけを明確にすることを目的とした。
(2)調査内容
　報告書内容の骨子は次の通りである。
 1)ﾃｭﾆｼﾞｱ国の一般事情（風土、経済、電力等）
 2)既設電力設備の検討
 3)長期電力需要想定及び需給ﾊﾞﾗﾝｽの策定
 4)新規供給投入の時期及び開発優先順位の検討
 5)ｶｾﾌﾞ揚水発電所計画の概要（予備設計、概算工事費）
 6)ｶｾﾌﾞ揚水発電所計画の経済性
 7)上記1)～6)にもとづく長期電力設計計画（1977年～1991年）
2.結論及び勧告
(1)電源開発計画の内容は、既に発生済みの発電設備計画を除けば、1983年以降ﾍﾞｰｽ供給と
して先ず150MWﾕﾆｯﾄのｽﾁｰﾑ火力を建設し、それとﾋﾟｰｸ供給力としてのｶｾﾌﾞ揚水発電計画
350MW（1期75MW×2台、2期100MW×2台）とを組合せ、開発することが最も適切である。
(2)ｶｾﾌﾞ揚水発電計画については、代替設備としてのｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝと比較して経済性があり、火
力発電設備が主力を占める電力系統内で運転予備力として、また、負荷追随運転による規
定周波数の維持offshore天然ｶﾞｽ開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとの関連で、ｶﾞｽ･ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝの設備利用率を向
上させる等最適な計画である。
(3)ｶｾﾌﾞﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄについては詳細な現地踏査にもとづくﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ調査を実施する必要が
ある。

(1)1977年当時のJICA Planの需要予測
　（JICA Plan　年率11％の伸び率）
1976年実績　1,350GWH（全ﾃｭﾆｼﾞｱ需要）
1985年予測　3,940
1990年予測　6,700
1992年の実績は5,740GWHであり、JICA Planの需
要予測は大きすぎたことになる。
(2)実施
　1基170MW×2基（JICA Planでは150MW×2基）の
ﾗﾃﾞｽ発電所が建設され、1985年に運転開始され
た。ｶｾﾌﾞ揚水発電所は、建設費用の増加・ｱﾙｼﾞｪﾘ
ｱからの天然ｶﾞｽ供給開始の遅延・ｶｾﾌﾞ以上の揚水
発電所用適地確認等により、未実現・中断となっ
た。
(3)今後（1995年以降）需要予測と設備投資計画
　STEGは2001年まで年率7.5％で需要が増加する
と予想しており、この需要に対応するには、
1,820MWの設備が必要と判断。現在の設備能力が
1,100MWだから、2001年までに、700MWの設備投資
が必要となる。
　この700MWは、340MWを汽力発電
（170MW×2基：STEGによるﾗﾃﾞｽ発電所の拡張）と
ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電（350～500NW）で供給することを計
画している。大規模水力発電所の増設・拡張は考
えていない。
　ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電はBOO方式により民間資本（外
資）導入を計画。従って将来、民間の発電会社が
設立されることになる。しかし、民営化は生産部
分だけであり、民間発電会社はSTEGに対して売電
するのみで、送配電はあくまでSTEGの独占を維持
する予定。 (*)へ続く

 提言内容の現況に至る理由

1.一連の調査の結果、ｶｾﾌﾞ揚水発電ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが技術的にﾌｨｰｼﾞﾌﾞﾙであることは相手方に充分納得さ
れた。しかし、調査時以降の石油等燃料市況の変化や、またｱﾙｼﾞｪﾘｱからの天然ｶﾞｽ供給が1982年か
ら予定されたことがあって、ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝに比べ建設コストが2倍以上となる揚水発電は当分見送りと
なった。
2.ﾍﾞｰｽ火力は提案されたｽｰｽ地点はその後の調査により、ﾗﾃﾞｽ地点に変更されたが、150MW2台のｽﾁｰ
ﾑ火力として実現した。

(*)より
(4)水力発電所
　水力発電は、現在は総発電量の1％を供給するにすぎない。これは、自然条件上の水力発電所適
地が少ないこと（落差・水量等）、火力発電に比べて大きな投資を必要とすること等による。
　水力発電所建設費：US$1,500～2,000/KWH（土木工事を除く）
　火力発電所建設費：US$  750～  900/KWH（土木工事を含む）
　従って、今後2001年まえの設備投資計画は、小規模水力発電の増設となる。具体的には3MW以内
の大小様々な規模のものを9基建設予定であり、内2基についてはすでに入札を行った。
　（1995年10月現地調査結果）

 その他の状況
本ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝの勧告を受けて
1)150MWﾗﾃﾞｽ火力のF/S実施後、建設された。（資金の一部は円借、ﾒｰｶｰは三菱重工）
　　1982年度68.4億円円借款供与。
2)ｶｾﾌﾞ揚水のF/Sが実施された。
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 実現／具体化された内容

マスタープランの中心的課題であったカセブ揚水計画は、諸事情の変化により中断となってしまった。しかし、もう一方の提言であったベース用火力発電所の建
設はその後「ＴＵＮ001火力発電開発計画」としてF/Sにつながり、最終的には円借款によりラデス火力発電所の建設として完成した。
STEG（電力ガス公社）は、本調査がその後の電力開発計画の基礎となり、有効に利用されていると考えている。またJICA調査団の具体的作業に対する評価は全般
的に良好と判断しているが、調査実施後かなり時間がたっているためSTEG側の関係者も少なく、現在明確な判断を下すのは困難である。
（2001年1～2月現地調査結果）
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国　　　　名 チュニジア 予 算 年 度 9 報告書提出後の状況

和 機械・電気産業生産性向上計画調査 実績額（累計） 174,443 千円
1.ﾁｭﾆｼﾞｱより投資促進大臣の来日(1998.5)時、JICAに
　てｾﾐﾅｰを予定。
2.CETIME改革のためのﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査を1998年後半に予
定。
提言に従い、まずCETIMEの機能強化は着実に実施され
ている。組織編成が行われ、CETIME職員も独自に企業
診断を実施できるよう、移転された技術の一層の向上
に励んでいる。また国立生産性ｾﾝﾀｰの準備として、
CETIME内に生産性本部を設立する計画も開始された。
一方、工業省を中心として、農業の生産性向上運動が
国家計画として推進されている。さらに民間も
UTICA(ﾁｭﾆｼﾞｱ経営者連合会)と政府と協力して運動を支
援している。この調査は、生産性向上の運動の一層具
体的な推進を確実にするために、「TUN104工業技術支
援組織強化計画」へと引き継がれた。(2001年1～2月現
地調査結果)
 2002.3現在：新情報なし、2003.3現在：情報なし

案　件　名 英 The Study for Development of Mechanical and
Electrical Industry in the Republic of Tunisia

調 査 延 人 月 数 39.77 人月

調査の種類／分野 M/P／機械工業
最終報告書作成年

月
1998.3

コンサルタント名 (株)サイエス

調
　
査
　
団

団長 氏名  渡部　陽 (財)素形材センター

所属  (株)サイエス 相手国側担当機関名 CETIME（機械・電気産業技術センター）
シヤバン氏（技術部長、プロジェクト責
任者）調 査 団 員 数 10  （通訳・調整員を除く） 担当者名（職位）

現地調査期間 97.6.10～6.29／97.9.13～10.12
97.11.9～11.30／98.2.7～2.16

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
　ﾁｭﾆｼﾞｱは2010年を目処として、拡大EUのへの加盟を決定、それまでに現在EU
製品にかけている関税障壁取り払う必要があり、自国産業の生産性をEU並に引
き上げる必要に迫られている。このためC/PであるCETIMEを中心に政府・民間
一体となった機械・電気産業分野の生産性向上提案を示し、理解された。

1.CETIMEに対する提言:民間への技術、経営管理、市場開発支援、具体的には
　生産性ｾﾝﾀｰ機能設立。
2.民間企業に対する提言:産・学・官協力、製造業協会結成、ｾｸﾀｰ情報収集ｼｽ
　ﾃﾑ改革。
3.政府に対する提言:中小企業対策(各種)、貿易構造改革、部品産業育成、税
制
　の見直し、科学技術振興。

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
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国　　　　名 チュニジア 予 算 年 度 9～10 報告書提出後の状況

和 テュニジア国産業廃棄物リサイクル計画調査 実績額（累計） 87,316 千円
　1998年11月にﾁｭﾆｼﾞｱ国工業省は、引続き電炉の本格
FSの実施を希望表明。1998年12月に報告書提出後、三
菱商事が関心を証明し、情報収集あり。
　1999年2月、共英製鋼㈱が関心があるとの情報を入
手。1999年2月以降、共英製鋼㈱と三菱商事等が開始す
るとの情報があった後、現在までﾌｫﾛｰしていない。
　2000年以降、共英製鋼㈱を含め電炉業界の低迷によ
り、進出への感心が失われている模様。2001年には、
機会を見つけて発展の可能性をﾚﾋﾞｭｰする予定。
調査の提言はまだ十分に実現に至っているとはいえな
いが、最近はﾘｻｲｸﾙに関して政府のﾊｲﾚﾍﾞﾙでの議論も多
く、政府の重要政策の一つとして認識されつつある。
(2001年終了の第9次5ヶ年計画で9箇所の廃棄物処理場
の整備が完了し、第10次計画では10番目の処理場が含
まれる予定)このように現在は本調査で提言された内容
に関して、制度的・社会的環境の整備段階と考えられ
る。(2001年1月～2月現地調査結果)　*へ

案　件　名 英 The Study on Recycle Plan for Industrial Waste
in Republic Tunisia

調 査 延 人 月 数 33.57 人月

調査の種類／分野 M/P／その他
最終報告書作成年

月
1997.12

コンサルタント名 エックス都市研究所(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  大野　眞里

所属  (株)エックス都市研究所 相手国側担当機関名 工業省産業振興課：
Mohamed Fadhel ZERELLI
LAROUSSIB. LAZREG
環境・国土整備省産業廃棄物課：
HASSINI Salah

調 査 団 員 数 8 担当者名（職位）

現地調査期間 97.9～98.11

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
1.資源の利用とﾏｸﾛ･ﾏﾃﾘｱﾙ･ﾊﾞﾗﾝｽ
2.産業廃棄物の処理実態
3.リン酸石膏の利用方法の検討
4.特定品目(鉄、紙、ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ、ｱﾙﾐﾆｳﾑ)のﾘｻｲｸﾙの可能性の検討
5.ﾌﾟﾚF/Sの背景、対象の設定及び目的
6.鉄のﾘｻｲｸﾙの推進(施設整備計画および事業性評価)
7.紙のﾘｻｲｸﾙの推進(施設整備計画および事業性評価)
8.ﾘｻｲｸﾙ促進のための政策・施策
9.結論と提言

　産業廃棄物ﾘｻｲｸﾙの有望品目として特に鉄と古紙を取り上げ、年10万ﾄﾝの電
炉、年5万ﾄﾝの再生ﾊﾟﾙﾌﾟ工場のﾌﾟﾚF/Sを行い、特に電路事業の事業性が高いこ
とを示した。
　また産業ﾘｻｲｸﾙを推進するための国家戦略とﾘｻｲｸﾙ政策について提案した。

1.相手国政府では、電炉工場に対する海
　外からの投資を期待しており、ｱﾌﾟﾛｰﾁ
　のあった企業に対して本成果の情報提
　供を行っている。
2.我が国での具体化した内容は、今のと
　ころない。

2002.3現在：変更点なし。
2003.3現在：変更点なし

*)・2001年以降、フォローしていない
が、テュニジア国では都市ゴミのリサイ
クルを進めることとしており、国家廃棄
物戦略に基づき。リサイクル施設の整備
を進めることにしており、その資金援助
をJBICに出されていると聞く。リサイク
ルが進んできた場合に、その資源化のた
めの受け皿向上の整備が重要になるはず
で、その動向を注視する必要がある。

 提言内容の現況に至る理由

・リサイクル施設（電炉、古紙再生）については、ヨーロッパでも設備能力に過剰感
があり、ダンピングすれすれの価格での供給が可能であり。市場規模の小さいテュニ
ジアに流入した場合に、小規模産業のそれらのサプライヤーはひとたまりもないとこ
ろに問題がある。一方,リサイクル製品は付加価値が高くないので、ローカルな市場
で生きていける余地もあり、そのバランスと経済の見通しを如何に判断して、新たな
ビジネスチャンスとして地元企業の側から投資マインドが形成されるかがポイントと
なる。

 その他の状況
　調査工程中、、予算化されたｾﾐﾅｰはﾄﾞﾗﾌﾄﾌｧｲﾅﾙの説明時の1回であったが、調査の
中間段階で1回、余分にｾﾐﾅｰを実施した。また調査の方法、ﾘﾝ酸石膏のﾘｻｲｸﾙ、有害物
質の処理、ﾘｻｲｸﾙ、ｲﾝﾍﾞﾝﾄﾘｰ調査、鉄・古紙のﾏﾃﾘｱﾙﾌﾛｰ、ﾘｻｲｸﾙ政策についての関係者
を集めたﾜｰｸｼｮｯﾌﾟを4回開催し、我々のﾉｳﾊｳ、現状の把握の方法、対策のあり方など
の考え方について技術移転を試みた。
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2003年3月改訂
国　　　　名 チュニジア 予 算 年 度 10～11 報告書提出後の状況

和 チュニジア工業技術支援組織強化計画 実績額（累計） 203,817 千円
　2000年、3人の専門家派遣実施中。

　生産性向上運動に関しては水準化事務局など、他に
も多くの組織が関係しており、来年には国立生産性ｾﾝ
ﾀｰ設立に向けてこれらの組織が集結する予定である。
　ﾁｭﾆｼﾞｱ側の理解では、水準化計画はほぼ予定通りに
進展中。また1999年より工業だけでなく、ｻｰﾋﾞｽ・流通
企業も計画の対象に含み始めた。
(2001年1～2月現地調査結果)
2002.3現在：新情報なし
2003.3現在：情報なし

案　件　名 英 調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 M/P／工業一般
最終報告書作成年

月
2000.4

コンサルタント名 (株)サイエス

調
　
査
　
団

団長 氏名  渡部　陽

所属  (株)サイエス 相手国側担当機関名 チュニジア工業省
機械・電気技術センター（CETIME）
OUAZAA Mchamed調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 99.2～00.2／4回

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
(1) 工業省機械・電気技術ｾﾝﾀｰ(CETILME)生産性部の設立についての提言
　1)CETIME生産部案
　　・診断技術の更なるﾚﾍﾞﾙ･ｱｯﾌﾟ及び品質管理と原価管理を今後重点的に強
　　　化する。
　　・投資計画診断能力の強化
　　・意識改革の継続
　　・CETIME内部の専門家と外部との専門技術の共有
　　2)CETIME生産性部の水平展開
　　・CETIMEが受けた診断技術を他の製造業ｾｸﾀｰに活用すべく技術の水平的拡
　　　散を図る。

(2) 政府に対する提言(製造業の生産性向上戦略に係る提言)
　　国立生産性ｾﾝﾀｰ設立とともに、次の7項目の提言を行った。
　1)生産性の定義と測定の標準化
　2)国家品質計画の戦略策定
　3)国際競争力の戦略的ｾｸﾀｰﾚﾍﾞﾙの比較評価
　4)経営改善技術の場の創設
　5)中小企業診断士育成と資格制度
　6)中小企業(SME)の産業構造改革に係る政府の支援
　7)企業経営改善の技術指導

　2000年度は3人の専門家をﾁｭﾆｼﾞｱに派遣
し、C/Pの更なる組織強化を実施中。まだ
進行中であるが相手先より非常に有益と
の評価をえている。

1)本調査の提言に従い、国立ｾﾝﾀｰの核と
　なるべきｾﾝﾀｰがCETIME内に既に設置さ
　れた。さらに国立ｾﾝﾀｰ設立のF/Sも実
　施されており、現在は2回にわたり実施
　されたJICA調査結果の成果の強化中。
2)経営者の意識改革ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ計画に関し
　ては、政府が活動中。最近5年間で経営
　者の意識は大きく変わり、今年1月から
　水準化運動の枠内で、経営者に対する
　新たな経営助成金制度が開始されてい
　る。
3)技術移転に関しては、基本的な企業診
　断技術の移転が行われ、調査終了後の
　現在も、ﾁｭﾆｼﾞｱ(CETIME)技師達が独自
　に企業診断を継続し、技術向上に向け
　た自助努力を行っている。
4)財務診断に関しては、調査期間が短
　かったこともあり、また多くのﾁｭﾆｼﾞｱ
　企業において財務諸表が不備であった
　為、期待された効果は明確でない。
(2001年1～2月現地調査結果)

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
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2001年3月改訂
国　　　　名 トルコ 予 算 年 度 7～8 報告書提出後の状況

和 エネルギー利用合理化計画調査 実績額（累計） 351,747 千円
2002.3現在：新情報なし
2003.3現在：新情報なし

案　件　名 英 The Study on Rational Use of  Energy 調 査 延 人 月 数 57.78 人月

調査の種類／分野 M/P／エネルギー一般
最終報告書作成年

月
1997.1

コンサルタント名 テクノコンサルタンツ(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  田中　恒二 三菱化学エンジニアリング(株)

所属  テクノコンサルタンツ(株) 相手国側担当機関名 トルコ共和国電力調査総局（EIE）

調 査 団 員 数 17 担当者名（職位）

現地調査期間 95.11.26～12.25／96.2.13～2.22
96.7.8～7.14／96.7.29～9.20

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
(主な結論と提言)
1.組織・機構
　・EIEは工業省のKOSGEBと協力して中小製造業の省ｴﾈﾙｷﾞｰを推進すべき
2.省ｴﾈﾙｷﾞｰ法・規制
　・現在の規制の適用範囲を500TOBまでの工場へ拡大、規則の義務はｴﾈﾙｷﾞｰ年間消費量の
報
　　告に止める
　・工業ｾｸﾀｰも対象とする省ｴﾈﾙｷﾞｰ基本法の制定
3.ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ作成
　・EIEはｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ作成に指導的役割を発揮すべき
4.特典、優遇措置
　・現行の税の減免措置、低金利融資、保証制度の広報充実
5.ｴﾈﾙｷﾞｰ管理者資格
　・EIE、その他機関で実施中のｴﾈﾙｷﾞｰ管理者ｺｰｽ拡充によるｴﾈﾙｷﾞｰ管理者候補の工場要員
の
　　訓練実施
　・3年後を目指してｴﾈﾙｷﾞｰ管理者の配備促進
　・ｴﾈﾙｷﾞｰ管理者有資格のｴﾈﾙｷﾞｰ管理者への任命・登録、ｴﾈﾙｷﾞｰ管理者へのEIEからの情
報
　　提供
6.省ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰ
　・EIE/NECC強化、ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ設置と中小製造業技術者に対する省ｴﾈﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ実施
7.EIE/NECCの組織と職務
　・監督機関としての機能強化、省ｴﾈ活動・教育・ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ促進
8.EIE/NECCの活動、ｴﾈﾙｷﾞｰAudit
　・中小工場に対する簡単なｴﾈﾙｷﾞｰAudit実施
　・大規模工場に対しては有料化検討、指定工場に対する確実な実施
9.技術情報配付
　・中小製造業に対するKOSGEBとの共同活動強化
　・ﾎﾟｹｯﾄﾌﾞｯｸ作成、配付
10.ｴﾈﾙｷﾞｰﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ作成
　・情報配付ﾙｰﾄ確立　　　　　(*)に続く
　

 提言内容の現況に至る理由

(*)より
・中小製造業に関する情報収集ｼｽﾃﾑ強化
　・海外の省ｴﾈﾙｷﾞｰ技術情報収集ﾁｬﾝﾈﾙ拡大
　・ﾊﾟｿｺﾝ通信によるﾃﾞｰﾀの供給、配付ｼｽﾃﾑ整備
11.省ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰ
　　・省ｴﾈﾙｷﾞｰ成功事例ｾﾐﾅｰの実施
　　・中小工場経営者・技術者に対する教育実施

 その他の状況
2002.3現在:本案件担当ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄは組織を解散。そのため追加情報の収集は不可能。



個別プロジェクト要約表 ＫＥＮ 101

2001年3月改訂

国　　　　名 ケニア 予 算 年 度 52～53 報告書提出後の状況

和
木材加工業近代化計画調査

実績額（累計） 41,494 千円
1999.10現在：新情報は入っていない。

案　件　名 英 Survey of the Modernization Plan of Wood
Processing Industries in the Republic of Kenya

調 査 延 人 月 数 19.24 人月 （内現地3.74人月）

調査の種類／分野 M/P／その他工業

最終報告書作成年月 1978.11

コンサルタント名 (社)日本林業技術協会

調
　
査
　
団

団長 氏名  繁沢　静夫

所属  (財)日本木材備蓄機構　調査役 相手国側担当機関名 商工開発公社

調 査 団 員 数 8 担当者名（職位）

現地調査期間 78.2.3～3.3

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  中止･消滅
1.計画の概要
(1)調査目的
　ｹﾆｱは森林資源の乏しい国でありながら、生産される木材は効率的かつ経済的
な方法で利用されていない。よって木材加工業とくに既存の製造工場の近代化
を見出し、新しい木材工業の導入の可能性を検討すると共にその実現のため
に、とらなければならない措置について示唆することであった。
(2)調査内容
　既存の製材工場の近代化および木材資源の有効利用策のため次の項目につい
て調査した。
　1)既存製材工場の機械設備・伐木運材設備・経営の近代化策
　2)新しい木材産業の導入
　3)ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ
　4)近代化のための訓練ｾﾝﾀｰの充実
　5)近代化計画と所要資金計画

2.結論及び勧告
　近代化の方向として
(1)製材工場の旧式な丸鋸機械から効率的な帯鋸機械に転換して、網率の向上と
歩止りの向上をはかる必要がある。
(2)残材特に鋸屑の利用のために「ﾌﾞﾘｹｯﾄ工場」の建設が適当である。
(3)木材産業の総合的な発展のために「木材二次加工工場」を建設し、家具部材
住宅部材等の供給することが適切である。
(4)茶の輸出振興に寄与するために「ﾃｨｰﾁｪｽﾄ工場」を建設することが適当であ
る。証左についてはさらに調査の必要がある。
(5)従業員の訓練の必要性が存在し、「訓練ｾﾝﾀｰ」の設備を充実する必要があ
る。
(6)およそ総額1,230万ﾄﾞﾙが調査対象16工場の近代化所要資金として必要であ
る。

 提言内容の現況に至る理由

　本案件の担当はIndustrial & Commercial Development Corporation(ICDC)である。
1978年に開発調査がなされた後、長期間特に融資等もなされなかったことで、当案件
の優先順位は下がってしまった。また、当案件はｹﾆｱ全体の森林資源に関わるKenya
Forestory Mater Planと関わりが出てくるようになり、当案件の実施は実質上
Ministry of Natural Resourceの管轄下におかれるようになった。
さらに1993年からは構造調整政策の実施に基づいて民営化が図られ、当案件のように
商業的に成功する見込みの低い案件は実施しなくなったということも重要な理由であ
る。また、現状ではこのﾚﾍﾞﾙの産業はKIEの融資案件であるとも言える。
　その理由は小規模産業に対してはKIEが融資を行うことになっているが、ICDCは現在
政府機関における、大中規模の産業に対して融資を行う金融機関に変化しつつある。
本来、KIEとICDCは一つの組織であったのが分かれたものであり、この2つで産業のほ
ぼ前提への融資が可能になっている。（1996年10月現地調査結果）

 その他の状況
ICDCにおいて現在進みつつあるﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄはHort culture、Tanary、Pipe Line等がある
が、今後は工作機械等の基本的な産業の育成に力を入れたいと考えている。（1996年
10月現地調査結果）
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2002年3月改訂
国　　　　名 ケニア 予 算 年 度 2～3 報告書提出後の状況

和
輸出振興計画調査

実績額（累計） 183,606 千円
2002.3現在：変更点なし。

案　件　名 英 The Study o the Master Plan for Trade Promotion
in the Republic of  Kenya

調 査 延 人 月 数 51.20 人月

調査の種類／分野 M/P／工業一般

最終報告書作成年月 1991.10

コンサルタント名 八千代エンジニヤリング(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  黒河内　恒 日本貿易振興会

所属  八千代エンジニヤリング(株)常務取締役 相手国側担当機関名 商務省、国際貿易局（Ministry of
Commerce, KETA)
Mr. R.O.Ogama(Ag. Director)調 査 団 員 数 11 担当者名（職位）

現地調査期間 90.9.7～90.12.5
91.3.7～91.3.25
91.9.14～91.9.23

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
　ｹﾆｱ国の貿易促進のために関連する制度、組織および産業について調査・分析
を行い、それを基に輸出振興ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝを作成し、実行の要として各種ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛ
ｸﾞﾗﾑを提案した。
　ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの内容は以下から成っている。

　・輸出振興制度の改善・開発について
　・輸出振興組織および機能の開発について
　・情報整備について
　・貿易斡旋、貿易研修、広報、展示活動について
　・在来型輸出産業の改善・拡大について
　・「戦略型中核工業」の育成について
　・産業育成に関する共通項目について

　輸出振興に関する専門家派遣要請があ
り、1992年2月よりJETROから1名派遣と
なった。
　1996年現在も派遣中であり今後も継続さ
れる予定である。

　報告書に基づいてExport Promotion
Council(EPC)が設立されている。この組織
は商務省国際貿易局(Ministry of
Commerce, KETA)の下部機関として設立さ
れた。移管後は実質的にはKETAの政策部は
商務省に残ったものの、それ以外はEPCに
移管され、現在は法律上も、実質的にもか
なり自立的な決定権を持っているようであ
る。
　その他、進行中の事業は、貿易に関する
情報の公開をｹﾆｱ人及びそれ以外の人々に
対して行うこと、業務におけるｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰの
導入、また講習会を実施し、必要な情報を
人々に提供することである。輸出保険等の
制度的な改革が報告書の大きな柱として挙
げられているが、今のところはあまり進行
していない。(1996年10月現地調査結果)

2000.10現在:進展なし

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
　現在はまだﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ進行のかなりの部分を専門家に依存しているように見える。
1993年2月よりJETROから1名専門家が派遣されており、現在は交代の専門家(JETRO)と
ともに1997年2月までは2名体制となる。ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄの更なる育成が重要に見える。
(1996年10月現地調査結果)
　また、円借款「輸出促進計画」(1993.10.26調印、82.49億円)が供与されている。
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2003年3月改訂
国　　　　名 モーリシャス 予 算 年 度 7～9 報告書提出後の状況

和
エネルギーセクター長期開発計画

実績額（累計） 233,060 千円 (契約額：229,574千円）
・ﾊﾞｶﾞｽ発電の活用について主要製糖工場においてF/S
が実施されている。
・中央電力公社の組織改革が進行中である。
・電力需要は引き続き堅調で2000年には1400Mkwhと
なった。
・カウンターパートの旧エネルギー省はMinistry of
Public Utilitiesの一部局となったが、電力分野の
BOO、BOT政策を強力に推進し、すでに675MkwhはIPPで
ある。
・バガス・コール発電については、主要精糖工場の
BelleVue（35MW×2）、Fuel　Co.（28MW）、Beau
Chump（28MW）と合計126MWが2000年までに完成し、稼
動している。さらに、Medine（30MW）、Union
（30MW）、Britania（30MW）の建設計画が進行中で
2005年までに90MWが稼動し、IPPのシェアは60％とな
る。　　　　　**)へ続く

2003.3現在：情報なし

案　件　名 英 A Study on Long Term National Energy Plan in the
Republic of Mauritius

調 査 延 人 月 数 57.12 人月

調査の種類／分野 M/P／エネルギー一般

最終報告書作成年月 1997.6

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名 市来　良英 電源開発(株)

所属 ユニコ　インターナショナル(株) 相手国側担当機関名 地方自治・公共用役省
Mr. Soccramanien Vithilingen,
Permanent
Secretary, Ministry of Energy, Water
Resources, Postal Services, Scientific
Research and Technology

調 査 団 員 数 13 担当者名（職位）

現地調査期間 96.3～97.7

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
報告書の内容
・ｴﾈﾙｷﾞｰｾｸﾀｰの開発と現状
・ﾊﾞｶﾞｽｴﾈﾙｷﾞｰの利用
・ｴﾈﾙｷﾞｰ政策と機構
・ｴﾈﾙｷﾞｰの需要予測ﾓﾃﾞﾙ
・ｴﾈﾙｷﾞｰ開発課題と対策
・最適投資計画
・ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ
・ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ
*）この結果、電力需要は長期予測通り、高い伸びをしている。中央電力公社
（CEC）が海外借入で投資すると、為替差額負担があり料金設定が高めになって
いた。地元の有力企業である精糖工場には砂糖輸出の伸び悩みによる投資余力
のあるところから、CECが適正料金で買電する仕組みができれば、精糖工場によ
る年間を通じる発電により、IPPで安料金で電力供給できる条件が整っていた。
本プロジェクトでは、エネルギーモデルによる長期需要予測を行い、発電所の
新規建設と廃棄のスケジュールとバガスの有効利用を提案し、その実施方法と
してのIPPの手法を紹介した。

・ｴﾈﾙｷﾞｰｾｸﾀｰの組織強化と法制の整備
・ﾊﾞｶﾞｽ発電の活用
提言にそって製糖工場のひとつが外国
（EU）より資金を調達し、ﾊﾞｶﾞｽ発電設備
を整備して、電力公社への外販を始めてい
る。
・IPP推進のための法制の整備
農業の主力である砂糖生産は横這い、減少
気味であり、繊維、エレクトロニクスなど
の製造業では外資のモーリシャス人による
take overが進み、モーリシャス人資本が
マダガスカル等に生産拠点を移している。
しかしSAFE（South　Africa-Far　East）
とWASC（West　African　Sub-Marine
Cable）の2大海底ケーブルが完成し、アジ
ア、ヨーロッパとの通信能力が飛躍的に伸
びた。観光、金融活動は引き続き4％前後
の成長を続けており、ITパーク作り、飛行
場、港湾、道路、下水道などの公共事業が
目白押しである。　*)へ続く

 提言内容の現況に至る理由

・ﾊﾞｶﾞｽ発電の活用は部分的に試みられているが、主要電力ｿｰｽとなるまでには至って
いなかった。エネルギー源として石油よりも石炭利用を提案していた。調査期間中
は、IPPに関する制度の整備が進行中で、IPP側のｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞが未だ不明の部分があっ
た。
・本調査はいいタイミングで実施され、堅調な電力需要を背景にこの4年間でモーリ
シャス政府が民間主導型に政策を大胆に進めたことから、報告書の提案がうまく実現
したことになる。
**）
・中央電力公社（CEC）は、従来、発電と送電を一元的に行なっていたが、政府の民間
活力活用政策の断行によって送電に特化した投資をすることとなった。今までに手が
けていたFort Geoge(26.5MW×4＋29MW)による135MWの建設は完成した。他の古い発電
設備は次々閉鎖していく予定である。BOO最初の大型発電所のBelleVueからの買電契約
は、建設コストのローン期間中の7年間は1.8ルピー/kwh、その後は1.1ルピーで買電す
ることが決まったが、CECのFortGeogeの発電コスト（1.5ルピー）を下回るものであ
り、電力民営化の成功例として世銀はプッシュしている。
・かねてからCECが自己建設に意欲を燃やしていたFortWilliamの発電所計画について
は、2007年以降にBOTが300MWを建設することが決まり、世銀がF/Sをすでに実施した。
今後BOTの候補企業の募集が行なわれるが、これが完成するとCECの発電シェアは10％
に低下する。

 その他の状況
提言は真摯に受け止められ、その大部分が検討ないし、実施されている。
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2003年3月改訂
国　　　　名 ナミビア 予 算 年 度 8～10 報告書提出後の状況

和 全国電力開発計画調査 実績額（累計） 14,183 千円
2000/06-M/Pを基にMME（The　Ministry　of Mines
and Energy）の指導により、Rural　Electricity
Distribution　Master　Plan　for Namibiaが全国の
Regional毎にNamPower（ナミビア電力会社）により作
成され、地方電化計画の実施準備が整っている。
(2003.2現在)

案　件　名 英 Study for the Electricity Master Plan in the
Republic of Namibia

調 査 延 人 月 数 48.23 人月

調査の種類／分野 M/P／エネルギー一般
最終報告書作成年

月
1998.9

コンサルタント名 (株)EPDCインターナショナル

調
　
査
　
団

団長 氏名  松井　正臣 八千代エンジニヤリング(株)

所属  (株)EPDCインターナショナル 相手国側担当機関名 Mr. S. C. Simasiku
Permanent Secretary
Electricity Division
Ministry of Mines and Energy

調 査 団 員 数 9 担当者名（職位）

現地調査期間 1997.1～3
1997.7～11
1998.2～3
1998.6～7

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
　本調査開始時、既にﾅﾐﾋﾞｱと南ｱﾌﾘｶ共和国の400kV電力連係が実施段階にあ
り、Cunene水力発電F/S及びKudu海底ｶﾞｽ利用のｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞ･ｻｲｸﾙ発電F/S進行中
(非公開)であったが、こうした状況を考慮して、短・中・長期の需給ﾊﾞﾗﾝｽに
対応する発電ｼｽﾃﾑ増設の最適ｼﾅﾘｵ(地方電化の実施ｽｹｼﾞｭｰﾙを含む)を提言し
た。電力ｾｸﾀｰの政策、制度、組織に関する改善策、環境保全型の再生可能ｴﾈﾙ
ｷﾞｰの採用についても提言してある。

　発電ｼｽﾃﾑ増設最適ｼﾅﾘｵに沿った形で、
400kV連係送電線（Aries南ア西部～
Kokerboomナミビア南部-1999/12竣工、
Kokerboom～Auasナミビア首都近郊-
2000/05竣工）が建設された。（総旦長
900km/一回線）
http://www.nampower.com.na参照。
2002/02現在Kokerboomナミビア南部-
Skorpion　Zinc　mineナミビア南西部
（旦長251km）の建設工事が開始されてい
る（工期52週間）。

 提言内容の現況に至る理由

首都圏の電力需要増及び地方の鉱物資源採掘・精錬需要増（5.5％-地方電化　12.0％
-2001）による。

 その他の状況
特になし。
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2001年3月改訂

国　　　　名 ナイジェリア 予 算 年 度 49～50 報告書提出後の状況

和
リバース州合成繊維工業開発計画調査

実績額（累計） 48,403 千円
（Mr.Ogoninより聴取）

　本調査を踏まえた計画は、石油化学工業の進展（1990
年以降）を持って再検討される模様。
1999.11現在：変更点なし

案　件　名 英 Survey on the Development of Synthetic Fiber
Industry in River State

調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 M/P／その他工業

最終報告書作成年月 1975.11

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  中川　芳一

所属  ユニコ　インターナショナル(株) 相手国側担当機関名 リバース州経済復興省

調 査 団 員 数 6 担当者名（職位）

現地調査期間 75.2.11～3.22

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  中止･消滅
1.計画の概要
　下記の内容に関し現地調査を実施し、相手国政府に中間報告を行い帰国し
た。
PartⅠ
　ﾅｲｼﾞｪﾘｱの現在に於ける繊維消費事情調査
　ﾅｲｼﾞｪﾘｱの国内合繊素材別需要量調査
　ﾅｲｼﾞｪﾘｱ国内加工工程合繊加工品生産可能量調査
　ﾘﾊﾞｰｽ州の加工工程合繊加工品生産可能量調査
PartⅡ
　ﾘﾊﾞｰｽ州の合繊加工品生産ｽｹｼﾞｭｰﾙの設定
　建設すべき工場の具体案作成
　経済性評価並びに社会に対する貢献度の評価
PartⅢ
　ﾘﾊﾞｰｽ州の合繊原糸、原綿製造について企業化可能性の検討
　ﾘﾊﾞｰｽ州での合繊原料製品について企業化可能性の検討
2.結論及び勧告
　当初計画通り、現地調査を実施し、中間報告を行い帰国（中間報告書内容は
次の通り）。
(1)現地調査に加え、国内作業を経て本件ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに関する検討詳細を報告す
る。
(2)現地調査終了段階に於ける調査団意見は次の通り（概要）。
　1)合繊需要は増加するだろう
（種類はpolyester steable fibar及びfilamentyarnが主体であろう）
　2)ﾘﾊﾞｰｽ 州内は合繊加工業創設はfeasibleであろう。
　3)合繊製造業・合繊原料製造業を加工業と同時に創設することは時期尚早で
はないか。
(3)今後国内作業実施に関する諸条件・方法等について相手政府の了承をとりつ
けた。

 提言内容の現況に至る理由

　合繊加工業は設備投資資金の制約があり、ﾘﾊﾞｰｽ州での企業化はなされていない。

 その他の状況
　ﾅｲｼﾞｪﾘｱ政府は、合成繊維開発については、現在なお強い関心を有しており、需要国
からは有望な分野である。なお、当国は1983年1月1日より完成品ならびに布類のｺﾝﾎﾟｰ
ﾈﾝﾄは輸入禁止、ﾔｰﾝはI/L（Import Licene）品に移行しており、国内産業保護政策が
とられている。1986年現在合繊加工会社は全国に約10社あるが、主としてI/Lの制限に
伴う原材料不足のため操業率は高くない。合繊を含む繊維製品は品不足のため、売手
市場となっている。1986年以降の状況変化については不明。
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2001年3月改訂

国　　　　名 タンザニア 予 算 年 度 49～50 報告書提出後の状況

和
キリマンジャロ州中小工業開発計画調査

実績額（累計） 30,356 千円
1.ｷﾘﾏﾝｼﾞｬﾛ州工業開発ｾﾝﾀｰ（KIDC）設立について、ﾀﾝｻﾞﾆｱ政府よ
り協力要請がなされ、1976.12に3名の個別専門家が派遣された。
2.その後、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術指導と無償案件として取り上げられ
ることになり、1978.9 実施協議ﾁｰﾑが派遣され、R/Dが結成され
た。
3.1979年度我が方の無償資金協力によりKIDCおよびKADCの両ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄに対し20億円で建物、ﾊｳｼﾞﾝｸﾞ、機械設備を完成
（1981.3.31）
4.R/Dによる4ヶ年の協力に引き続き、1982.9.13より、3ヶ年の
R/D延長が行われ、さらに1988.3まで機械加工、鋳造・鍛造、食
器の3部門についてﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ協力が行われることになった。
1999.10現在：新情報無し。

案　件　名 英 The Feasibility Study on Small Scale Industrial
Development in the Kilimanjaro Region

調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 M/P／工業一般

最終報告書作成年月 1975.8

コンサルタント名 (財)国際開発センター

調
　
査
　
団

団長 氏名  目良　浩一

所属  (財)国際開発センター 主任研究員 相手国側担当機関名 Joseph J. Mpiza
Regional Development Director
Kilimanjaro Region
経理府中小工業省
キリマンジャロ州政府

調 査 団 員 数 10 担当者名（職位）

現地調査期間 74.11.28～12.28

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
1.計画の概要
(1)関連資料の収集
(2)ﾀﾝｻﾞﾆｱに於ける中小工業の実態調査
(3)開発有望業種の選定およびﾌﾟﾚﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ調査
(4)工業開発基地の概念設計
(5)総合開発調査団によるﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝとの調整
2.結論及び勧告
　ｷﾘﾏﾝｼﾞｬﾛ州の中小工業の現状は、同州の大企業に較べ、技術、経営両面ではるかに遅れ
をとっており、かつ生産能力が十分に活用されていない。開発の戦略としては、
(1)既存の生産能力の活用化をはかるみと。
(2)緊急に必要とされている工業を重点的に開発すること。
開発ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑとしては、
(1)計画訓練およびｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰｻｰﾋﾞｽ
(2)工業団地開発
(3)工業協同組合への開発ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞの供与
(4)開発金融機関による中小工業貸付けの強化
　このうち(1)の機能を果たすため新たな組織（ｷﾘﾏﾝｼﾞｬﾛ州工業開発ｾﾝﾀｰ）を設立する。

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術協力
　1.案件名：ｷﾘﾏﾝｼﾞｬﾛ州中小工業開発
　2.ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ：ｷﾘﾏﾝｼﾞｬﾛ州地域開発局
　3.目的・内容：ｷﾘﾏﾝｼﾞｬﾛ総合開発計画の一環と
               してｷﾘﾏﾝｼﾞｬﾛ中小工業開発ｾﾝﾀｰ
               (KIDC)を設立し、機械加工、鋳
               造、鍛造、窯業及びﾌﾞﾘｹｯﾄ製造
               の分野において
　(1)適正技術の導入と改良
　(2)技術指導と普及
　　　 工業開発に係わる企画・調査
　(3)人材の育成のための技術協力を行う。
4.協力実績
　1985年度までの延人数
　　長期専門家　29名
　　短期専門家　28名
　　研　修　員　15名

　　機械供与　　238百万円

 提言内容の現況に至る理由

　ﾓｼ地区に溶鉱炉、鍛造、簡単な機械製作機器、設計・製図、ﾌﾞﾘｹｯﾄ製造、瓦・ﾌﾞﾛｯｸ製造が、ｻﾒ
地区には食器製造、硝子製造が教育的ﾚﾍﾞﾙで行える機材が設置されており、非常に細々とではある
が訓練は行われている。機材の大分は使用可能であるが、一部は故障しており、ｽﾍﾟｱﾊﾟｰﾂ不足のた
め利用できない。しかし、そのような故障機械も含め、保存は良くなされており、盗難等にあった
形跡はない。なお、現在 35 million Tshの電気料金未払い分のために一部の送電が止められてお
り、溶鉱炉は利用できない。
　現在、KIDC独自に抜本的なReconstruction Programが進められている。また、1994年に、KIDCを
管轄するPMOによって国内のｺﾝｻﾙﾀﾝﾄであるTanzania Industrial Studies and Consulting
Organization(TISCO)にF/Sが依頼されており、1996年に調査結果が提出されている。（1996年10月
現地調査結果）

(*)より
現在、それによって利益を上げようとしても生産は規模の経済に基づいたｺｽﾄ削減が不可能となっ
てしまっている。（1996年10月現地調査結果）

 その他の状況
　提言がﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄｱﾌﾟﾛｰﾁを採用したがために、KIDCによって技術を習得しても周辺にはその技
術を生かす場がないという状態が生まれている。また、開発計画後の詳細な計画がなされる際に、
ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄにおける「技術移転」のみに集中したために、導入されたそれぞれの設備は教育する
のに適当な規模に限定された。当初の開発計画においては同業者組合を結成し、同敷地内に生産設
備を建設することで周辺の中小企業育成をねらったが、その計画が進行しなかったため、ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟ
ﾗﾝﾄのみが残ることになった。(*)へ続く
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2003年3月改訂
国　　　　名 タンザニア 予 算 年 度 4～5 報告書提出後の状況

和 ダルエスサラーム市電力供給拡充計画 実績額（累計） 230,608 千円
　現在進行中の第一次、第二次ﾀﾞﾙｴｽｻﾗｰﾑ電力供給拡充
計画に続く無償案件として、第三次計画の申請が1998
年7月ﾀﾝｻﾞﾆｱ政府より日本大使館に提出されている。
　所要資金は約30億円。
　なお、第二次計画は1999年12月、完成予定が2000年6
月に延期されている。
（2001年2月～2002年8月）タンザニア国主要都市配電
設備リハビリテーション調査実施中(2002.3現在)。

案　件　名 英 Master Plan Study and Pre-feasibility Study on
Dar Es Salaam Power Supply System Expansion in
the United Republic of Tanzania

調 査 延 人 月 数 33.50 人月

調査の種類／分野 M/P／エネルギー一般
最終報告書作成年

月
1994.3

コンサルタント名 電源開発(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  北沢　仁 (株)三祐コンサルタンツ

所属  電源開発(株) 国際事業部 相手国側担当機関名 Managing Director
Tanzania Electric Supply Company LTD.
タンザニア電力公社（TANESCO）調 査 団 員 数 8 担当者名（職位）

現地調査期間 92.1～92.2（1.5M）
93.8～93.9（1.0M）

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
1.長期(15年)・短期(5年)ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝにおいて以下の内容で合意した。
　1)長期ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ
　　a.新設変電所(11ヵ所、設備容量175MVA)
　　b.既設変電所容量増加(19ヵ所、設備容量増加分510MVA)
　　c.132kV,33kV送電線の新設(18回線、約83km)
　　d.11kV配電線の新設(約57km)

　2)短期ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ
　　a.新設変電所(6ヵ所、設備容量80MVA)
　　b.既設変電所容量増加(3ヵ所、設備容量増加分165MVA)
　　c.132kV,33kV送電線の新設(8回線、約36.4km)
　　d.11kV配電線の新設(20回線、約20km)

2.勧告
　1)短期ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝで選定された9変電所については、資金調達の上、実施に移
　　す。
　2)基本案である為、経済活動・都市開発計画などにより、見直し修正が必要
　　となる。
　3)計画的な電源開発が不可欠である。

　TZA003「ﾀﾞﾙｴｽｻﾗｰﾑ送配電網計画調査」
と一体になった形で無償資金協力によ
り、短期ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝの内容に沿った拡充が
実施されている。
1996年　ﾀﾞﾙｴｽｻﾗｰﾑ電力供給拡充計画
（D/D）無償資金協力　0.45億円
1997年　ﾀﾞﾙｴｽｻﾗｰﾑ電力供給拡充計画
（1/2期）無償資金協力　12.01億円
1997年　第二次ﾀﾞﾙｴｽｻﾗｰﾑ電力供給拡充計
画（詳細設計）無償資金協力0.40億円
1998年　ﾀﾞﾙｴｽｻﾗｰﾑ電力供給拡充計画
（2/2期）無償資金協力　7.84億円
1998年　第二次ﾀﾞﾙｴｽｻﾗｰﾑ電力供給拡充計
画（1/2）無償資金協力　8.26億円
1999年　第二次ﾀﾞﾙｴｽｻﾗｰﾑ電力供給拡充計
画（2/2）無償資金協力　3.85億円
2001年　ﾀﾞﾙｴｽｻﾗｰﾑ電力拡充リハビリ計画
MP/FS（無償）(2003.3現在)

 提言内容の現況に至る理由

タンザニア国の社会・経済の中心地、首都ﾀﾞﾙｴｽｻﾗｰﾑ市の電力安定供給。

 その他の状況
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国　　　　名 南アフリカ共和国 予 算 年 度 12～13 報告書提出後の状況

和 中小企業振興計画 実績額（累計） 231,050 千円
2002. 6：
中央政府DTIは具体的行動計画として、提言にある「中小企業生

産技術センター」「PDI企業（あるいは事業協同組合）のための

インキュベータ」「One-Stop Shop型中小企業支援センター」の機

能を持つ総合的センターを設立する計画について、AIDC
(Automotive Industry Development Center) にその具体的計画策定を

依頼した。

2002. 7：
Durban Automotive Cluster's (ダーバン地区自動車部品企業により

構成される産業クラスター協議会) は、提言にある「中小企業生

産技術センター」実現のための引き続く支援を要請する旨、クワ
ズールナタール州経済観光局に要請状提出。

2002. 8：
上記を受けて、クワズールナタール州経済観光局はJICAあて、計

画具体化のためのフォローアップ支援を要請。

案　件　名 英 The Study on the Development of Small and Medium
Enterprises in KwaZulu-Natal,Republic of South
Africa

調 査 延 人 月 数 48.76 人月

調査の種類／分野 M/P／工業一般

最終報告書作成年月 2002.3

コンサルタント名 ユニコインターナショナル(株)

調
　
査
　
団

団長 氏名  猪岡　哲男

所属  ユニコインターナショナル(株) 相手国側担当機関名 貿易産業省(DTI)
クワズールナタール州経済観光省（DEDT)

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 01.3.12～3.28　　　01.10.17～11.29
01.5.27～6.15　　　02.2.20～3.7
01.7.8～8.26

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
(1) 中小企業振興の方向

  南アKZN州における中小企業振興の方向として次の方向を提言。

     ・中小企業に期待される社会経済的役割を活用

         - 南ア産業の競争力強化に中小企業の役割を活用する

         - 社会経済上の不均衡、貧富の差是正に中小企業の役割を活用する

     ・中小企業の困難な状況の改善を支援

     ・ PDIの中小企業開業・成立を促進

(2) 提言した中小企業開発上の戦略目標とアクション

  戦略目標 1: 機械産業裾野産業の高度化

      自動車部品企業の高度化を図り、南ア経済の持続的成長に貢献する。

       1-1  中小企業生産技術センターの設立

       1-2  自動車部品開発力向上のための開放型試験研究設備提供

       1-3  中小企業の設備機器高度化のための情報提供

       1-4  企業のApprenticeship制度余裕部分の公的活用

       1-5 コンピュータ・ネットワークを利用した職業教育・訓練e-learningシステムの構築

       1-6  技能検定体制の整備

       1-7  優良SME Databaseの構築と発信

  戦略目標 2: PDI企業の振興

      PDI (Previously Disadvantaged Individuals)の開業・企業活動を支援、経済の成長効果の国

民
     各層への均等化に貢献する。

       2-1  PDI企業（あるいは事業協同組合）のためのインキュベータ

  戦略目標 3: 中小企業支援環境の改善

    中小企業が大企業と対等な立場でビジネスを行うことができる支援環境を整える。

      3-1  One-Stop Shop型中小企業支援センターの設立

      3-2  情報面での中小企業支援機能の整備

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
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2003年3月改訂
国　　　　名 ジンバブエ 予 算 年 度 10 報告書提出後の状況

和 ジンバブエ中小企業振興計画調査 実績額（累計） 160,631 千円
　ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴは、2000年6月総選挙により野党(MDC)の議席が急上
昇し2大政党時代を出現させた。(以前は、150人議席の2名が野
党、これに対し今回の選挙で一気に57議席へ)これは、ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞ
ｴ独立の英雄であったﾑｶﾞﾍﾞ大統領の強行なるｺﾝｺﾞ出兵による失
政が原因で、経済の低迷が続いていること(製造業成長率1999
年-5%、2000年-4.2%)、食料不足による大規模な暴動発生(2000
年10月)、白人土地収用問題のこじれなど、社会不安が急速に
拡大したことによる国民の不満が一気に表面に現れたためであ
る。このような経済、政治上の不安定は、同国の国際収支を大
幅に悪化させ、今まで外国からの借入金(世銀等)の返済にﾃﾞﾌｫ
ﾙﾄのなかった優等生も本年はほとんど返済されていない。(外
貨収入の根幹であったﾀﾊﾞｺ収入1/3減)以上のような状況を鑑み
ると、来年には大きな政治的混乱が発生し、危険地域の一つと
なる可能性が大きくなると考えられる。このような時期にﾌｫﾛｰ
ｱｯﾌﾟ調整を行うことは非常に困難と思われる。従って今後1年
位は政治・経済の動向を見極める必要がある。
2002.3現在：新情報なし
2003.3現在：新情報なし

案　件　名 英 The Master Plan Study on the Promotion of Small
and Medium Scale Enterprises in the Republic of
Zimbabwe

調 査 延 人 月 数 人月

調査の種類／分野 M/P／工業一般
最終報告書作成年

月
1998.11

コンサルタント名 (財)素形材センター

調
　
査
　
団

団長 氏名  阿部　典文 (株)サイエス

所属  (財)素形材センター 相手国側担当機関名 商工業省　（MOIC）

調 査 団 員 数 8 担当者名（職位）

現地調査期間 98.3.15～98.3.26／98.5.16～98.6.14
98.7.18～98.8.16／98.10.13～98.10.29

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  遅延
調査の目的:
・ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ国中小企業振興のための包括的ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝの策定及び提言。
・調査重点4業種(金属加工・食品加工・繊維(縫製)製品・木製家具)発展のた
め
　のｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ策定。
・調査重点4業種ﾓﾃﾞﾙ企業(10社)に対する生産管理を中止とする企業診断。
振興に係わる提言:
現状認識を3つの断面(法制／機構／政策)より捉え、次の勧告を行った。
法制: 中小企業振興のための基本法及び近代化促進法を制定すること。
機構: 商工業省内に、振興政策担当部局を設立し、横通しを図ること。また、
　　　中小企業金融制度が整備されていないので、専門の金融機関及び信用保
　　　証機能を拡大すること。
政策: 中小企業特有の構造上の弱点を改善するための政策及び事業活動の不利
　　　の是正に係わる政策の大枠を定めること。
　次に経営及びﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ、技術及び人材、金融政策については、中小企業振興
の立場より提言を行い、また重点4業種についてはｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ国の原材料を活用
した産地立地型の企業の振興(金属及び食品加工)、輸出を対象とした企業の振
興(縫製及び家具)を目標としてｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの提言を行っている。

(提言実施のためのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ)
　提言実施は、新設が予定されている商工業省、政策担当部局が核となり、優
先度を定め順次実行に移されるが、提言の部分的な実現を一日も早く行うため
に、次のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実施を提案した。
　Project 1: 振興政策の企画・立案能力向上のための訓練・指導
　Project 2: 中小企業の技術課題の解決支援を目的とする中小企業支援ｾﾝﾀｰ
　　　　　　　の設置
　Project 3: 輸入機械・保守部品国産化のための試作品設計・生産ｾﾝﾀｰ(金属
　　　　　　　加工)
　Project 4: 食品加工(多目的真空冷凍乾燥方式)ﾊﾟｲﾛｯﾄ工場
　Project 5: ﾏｰｹｯﾄ開発支援ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ(繊維及び繊維製品)

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
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2003年3月改訂
国　　　　名 ジンバブエ 予 算 年 度 8～10 報告書提出後の状況

和 太陽光発電地方電化促進計画調査 実績額（累計） 245,012 千円
JICAより専門家が派遣されて提言の実現にむけて協力
している。
2000年7月：Mr.MzezewaがC/P研修で来日。
2002年2月：JICA専門家1名、DOEに駐在。
2003年3月：変更なし。

案　件　名 英 The Study on the Promotion of Photovoltaic Rural
Electrification in the Republic of Zimbabwe

調 査 延 人 月 数 47.17 人月

調査の種類／分野 M/P／エネルギー一般
最終報告書作成年

月
1999.3

コンサルタント名 (財)日本エネルギー経済研究所

調
　
査
　
団

団長 氏名  谷　　隆之

所属  (財)日本エネルギー経済研究所 相手国側担当機関名 Mr. C.T. Mzezewa (Director)
Department of Energy
Ministry of Transportation and Energy調 査 団 員 数 9 担当者名（職位）

現地調査期間 97.2.2～97.2.26／97.5.25～97.8.11
97.10.19～97.11.18／98.1.10～98.2.20
98.7.10～98.8.8／98.12.6～98.12.20

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  遅延
　太陽光発電ｼｽﾃﾑによる地方電化を促進するために、太陽光発電による地方電化計画
を策定し、ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ政府に以下の行動を早急に行う様に提言した。

　(1) 太陽光発電による地方電化計画は、ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ国現在の未電化家庭、約
　　　150万件の1割を対象とし、第1期計画15,000件、第2期計画135,000件の
　　　電化を行う。

　(2) 第1期計画15,000件の内、6,000件には無償資金により約3.5百万ﾄﾞﾙの導
　　　入を期待する。

　(3) 政府は太陽光発電による地方電化計画及び電力ｻｰﾋﾞｽ供給方式(ESCO方
　　　式)の採用を決定し、ZESA(ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ電力供給公社)を実施機関とする。

　(4) ZESAは、本調査のﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝで示した実施候補地域から実行地域を決定
　　　し、年度毎の電化計画を作り、計画に沿った資金計画を策定する。政府
　　　は早急に必要資金の手配をする。

　(5) 政府は、太陽光地方電化を推進するための支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ(技術ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ、
　　　供給部品の品質向上、融資制度の準備等)を実行できるように責任を持っ
　　　て各関係機関に働きかける。

　具体化事項なし  提言内容の現況に至る理由

　ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ国は現在、政治的、経済的に厳しい情勢にあり、新しいﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実行は
困難である。

 その他の状況
　本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ終了後、草の根無償資金により約200件分の戸別型ｼｽﾃﾑの機材が提供さ
れ、ORAPの協力により設置された。
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2001年3月改訂

国　　　　名 アルゼンティン 予 算 年 度 60～61 報告書提出後の状況

和
経済開発調査

実績額（累計） 316,353 千円
　1986年7月来日したｱﾙｾﾞﾝﾃｨﾝ大統領と中曽根首相（当時）との
合意に基づき日ｱ賢人会議が設立された（日本側議長：大来団
長）そこでの審議の中でもまず、本調査の報告書が出発点として
活用された。

1999.10現在：新情報無し。

案　件　名 英 Study on Economic Development of the Argentina
Republic

調 査 延 人 月 数 102.00 人月

調査の種類／分野 M/P／その他

最終報告書作成年月 1987.3

コンサルタント名 (財)国際開発センター

調
　
査
　
団

団長 氏名  大来佐武郎

所属  (財)国際開発センター 相手国側担当機関名 企画庁　　　　グリンスプン次官
工業貿易庁　　ガルシア次官

調 査 団 員 数 29 担当者名（職位）

現地調査期間 85.8.27～87.3.15

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

1.調査の目的
　本調査の目的は、ｱﾙｾﾞﾝﾃｨﾝ経済の現状を踏まえ、工業活性化に重点を置く経済活性化と
輸出復興のための政策手段策定に資する基礎資料を作成することにある。調査は、ﾏｸﾛ経
済、農業、工業、運輸および輸出の5部門と経済全般にわたっている。

2.提言
1)ﾏｸﾛ経済部門：農業品加工業・石油化学・ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ関連産業等の振興、および、中・長期
計画の策定と経済目標の提示とその実行。また、中・長期計画策定の際の留意点として
は、現実的な目標値の設定、統計の整備、行政組織の簡素化、及び民活導入などを指摘。
2)農業部門：作物部門では生産性・物流の効率の向上、畜産部門では家畜飼育の安定と収
益性の確保、及び食肉加工業の再活性化、漁業では漁獲・加工段階でのｺｽﾄﾀﾞｳﾝを骨子に指
摘。
3)工業部門：工業復興のためのｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝとして、官民協調体制確立、合理的外資政策の導
入、技術開発支援体制確立、及び長期資本市場整備等の必要性を指摘。
4)輸出部門：輸出振興制度の整備、輸出のためのﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ・情報ﾈｯﾄﾜｰｸの構築、及び人材
養成体制整備等を指摘。
5)その他：石油化学ｾｸﾀｰの総合計画の策定、金融制度の整備、及び中小企業支援策の策定
等の必要性を指摘。

　報告書が提出された1987年は、同国でﾊｲﾊﾟｰｲﾝﾌ
ﾚが始まったまさに最初の年であったため、直ちに
提言内容が同国の経済政策に活用されることはな
かった。その後、1990年代当初から、ﾒﾅﾑ政権が
実施してきた経済改革の一環として、本調査のﾏｸ
ﾛ経済編で述べられた提言の多くが実現されてきた
という認識が一般的である。特に輸出振興・産業
多様化・流通の整備などの面で、同調査結果は、
「ｱ」国指導者層の「参考書」として活用された。
　実現・具体化されたﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとしては、工業技
術院（INTN）内のﾊﾟｯｹｰｼﾞｾﾝﾀｰがある。ﾊﾟｯｹｰｼﾞﾝ
ｸﾞｾﾝﾀｰ必要性に関しては、本経済開発調査におい
て農産品加工物の品質管理の向上、ﾊﾟｯｹｰｼﾞﾝｸﾞ研
究充実の重要性が提言される中でふれられてい
る。同ｾﾝﾀｰは現在も機能を続けており、技術院予
算により建物の増築等、施設の拡充が続けられて
いる。他方、更に絞り込んだ提言を行うことを目
的に第二次経済開発調査（大来2）が実施され、
1996年に報告書が完成した。当該ﾚﾎﾟｰﾄはここで
議論している経済開発調査ﾚﾎﾟｰﾄ（第一次調査ﾚ
ﾎﾟｰﾄ）と共に、大来財団の主催ｾﾐﾅｰ、また日本政
府関係者等を通し、中央政府のみならず、同国内
州政府、及び民間企業に対しても披露されてい
る。
（1997年9月現地調査結果）

 提言内容の現況に至る理由

　一国の経済運営のあり方に言及し、かつ活用された同調査ﾚﾎﾟｰﾄの意義は高いというのが多くの
見方である。「ｱ」国にとって幸いなもとは、経済環境の悪化が起こっていた当時、政府が参考に
できる唯一の経済政策に関する指針書として本調査ﾚﾎﾟｰﾄが存在したことである。大統領を含めた
指導者が緊急事態を乗り切るための道具として活用したことでまさに国民的評価を受けた。一方、
もしﾊｲﾊﾟｰｲﾝﾌﾚが収まらず、経済状況が好転しなかったならばいまだ机の下に押し込まれている可
能性もある。このように、経済的に苦しい時期に、我が国の提言がﾀｲﾐﾝｸﾞよく提出されたことが評
価された好事例の一つと考えられる。
　ところで同国内の研究機関との面談において、本調査に以下のような若干の批判的ｺﾒﾝﾄが述べら
れることもあった
●工業振興・政策金利の設定など、国家財政に大きな負担のかかる政策は提言されるべきではな
かった。
●中小企業についての言及が弱い。
●市場をより開放し民営化を更に進めるという提言に加え、徴税ｼｽﾃﾑの整備が提言されるべきで
あった。
●日本側調査団が「ｱ」国の行政機構について十分な情報収集を行わなかったため、同国の実態と
は矛盾した提言が行われた。その例として、「ｱ」国側ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄの問題がある。ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄは、民
間企業と政府の間をとりもつことが可能で、双方からの意見の聴取、調整を行いつつ、経済政策の
作成が可能な権限をもつ人々によって構成されるべきであった（ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄに偏りがあった）。
（1997年9月現地調査結果）

 その他の状況
1)調査の最終段階で、ﾌﾞｴﾉｽｱｲﾚｽ市内で主要な調査結果をふまえ公開のｾﾐﾅｰが開かれた。
2)1987年5月に開かれたｱﾙｾﾞﾝﾃｨﾝ州立銀行協会年次総会において、大来団長の代理として調査団側
副総括が記念講演を行った。
3)団員の1名がﾊﾟｯｹｰｼﾞﾝｸﾞｾﾝﾀｰ協力のための調査団員として、再度ｱﾙｾﾞﾝﾃｨﾝを訪問した。
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2001年3月改訂

国　　　　名 アルゼンティン 予 算 年 度 62～1 報告書提出後の状況

和
工場省エネルギー計画調査

実績額（累計） 318,963 千円
　本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの次期事業としてﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術協力「ｱﾙｾﾞﾝﾃｨﾝ
工業分野省ｴﾈﾙｷﾞｰﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」の正式要請がｱﾙｾﾞﾝﾃｨﾝ政府からあ
り、1994年4月に事前調査、1994年8月に長期調査を実施し、1995
年3月にR/Dを締結した。ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ開始は1995年7月とし、協力期
間は5年間である。1995年10月から順次、長期専門家4名を派遣す
るとともに、研修員の受入を実施している。
　1996年3月に計画打合調査を実施し、1996年11月には計測制御
の短期専門家1名を派遣した。1997年5月に巡回指導調査団を派
遣。1997年3月1名（ﾌﾟﾛｾｽ制御）、1997年6月2名（食油工業、工
場管理）計3名の短期専門家を派遣した。1997年10月1名（食油工
業）1998年2月1名（石油工業）1998年3月5名（実習装置試運転）
1998年9月2名（石油工業）の計9名の短期専門家を派遣した。
1997年10月に2名研修員を受入れた。1998年5月に実習装置が完
成、使用開始した。
1998年7月に巡回指導調査団を派遣した。1998年11月及び1999年1
月に各1名の研修生を受入れ、実習中心の研修を実施した。1998
年10月以降、合計6名の短期専門家を派遣した（石油、炉、ﾎﾞｲ
ﾗｰ、情報等）

案　件　名 英 The Study on the Rational Use of Energy in
Industry in the Argentina Republic

調 査 延 人 月 数 70.20 人月 （内現地26.47人月）

調査の種類／分野 M/P／エネルギー一般

最終報告書作成年月 1989.10

コンサルタント名 (財)省エネルギーセンター

調
　
査
　
団

団長 氏名  新倉　隆／井口光雄

所属  (財)省エネルギーセンター 相手国側担当機関名 Instituto Nacional de Tecnologia
Industrial
（INTI：国立工業技術院）
Lic. Jorge R. Fucaraccio (Direccion)

調 査 団 員 数 2,7,6,5,6 担当者名（職位）

現地調査期間 87.12.8～12.23／88.2.22～3.31
88.9.26～10.26／88.10.20～11.9
88.11.3～12.3

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用
1.中小規模製造部門における省ｴﾈﾙｷﾞｰ推進の促進強化を目的として、9業種10工場に対する
省ｴﾈﾙｷﾞｰ診断により、ｴﾈﾙｷﾞｰ使用実態を把握し、国ﾚﾍﾞﾙでの推進施策と工場ﾚﾍﾞﾙでの省ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ改善方法の提言を行なった。
2.工場の省ｴﾈﾙｷﾞｰを推進するためのｴﾈﾙｷﾞｰ使用合理化ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝのための資料を作成して提
出した。

1.1989年に経済政策の一環としてｴﾈﾙｷﾞｰ価格の政
府補助が廃止され国際価格に上昇したため、省ｴﾈ
ﾙｷﾞｰ推進の必要性が更に増大した。
2.「ｱﾙｾﾞﾝﾃｨﾝ国経済成長3ヵ年計画」（1993～95
年）に、省ｴﾈﾙｷﾞｰ技術導入による中小企業振興を
掲げた。INTIがその実行部隊として今後の政策を
つくるべく、ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの作業をしている。
3.国家ｴﾈﾙｷﾞｰ計画（1998～2000年）に、ｴﾈﾙｷﾞｰ政
策、省ｴﾈﾙｷﾞｰ推進を掲げた。具体的には、ｺｽﾄ削
減、品質向上、及び環境保護を中心に競争力ｱｯﾌﾟ
を企業が得られるよう、
a.工場診断（省ｴﾈ診断、機材の効率的活用の指
導）
b.発電事業の環境基準遵守調査を事業として行っ
ていくことを明示、実行している。
4.1995年3月、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術協力「ｱﾙｾﾞﾝﾃｨﾝ
工業分野省ｴﾈﾙｷﾞｰﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」（1995.7-2000.6）
のR/Dが締結された。ﾌﾟﾛ技協力1995.3～1997.8ま
での投入実績は、専門家派遣19名、C/P受入れ8
名、機材供与418,296千円である。
5.報告書は工業「省ｴﾈﾙｷﾞｰ改善」の資料として活
用されている。

 提言内容の現況に至る理由

　本調査終了後、経済の好転、石化ｴﾈﾙｷﾞｰの開発・増産、及びそれに伴うｴﾈﾙｷﾞｰ政策の変更によ
り、「省ｴﾈの徹底による国際収支の改善」という当初目的の必然性が後退し、提言内容の実現にも
勢いがなくなった。一方、当時のC/PであるINTIは省ｴﾈ工場診断を通し、省ｴﾈ文化の普及を図ろう
と現在でも活動を続けている。しかしながら、各種分野における“民営化”の流れにあって、INTI
にも独立独歩の組織運営が求められつつある。（1997年9月現地調査結果）
　・研修生受入：2000年3月（計測診断1名）
　・短期専門家派遣：1999年7月製紙工場、9月ﾓﾃﾞﾙ工場（ｻﾆｰﾃｯｸｽ）、
                    2000年1月製紙工場、5月石油製油所、9月省ｴﾈ管理、
                    10月ﾋﾞｰﾙ工場
　・終了時評価調査実施：2000年6月、10月31日ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ完了

［その他の状況］
技術移転
1.ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄに対して、現地において調査団携帯機材を使用した工場ｴﾈﾙｷﾞｰ診断技術をOJTにより指
導した。
2.ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄの日本での研修内容は以下のとおり。
(1)日本の省ｴﾈﾙｷﾞｰ政策研修　(2)産業界での省ｴﾈﾙｷﾞｰ推進方法研修
(3)工場の省ｴﾈﾙｷﾞｰ優秀事例研修　(4)ｴﾈﾙｷﾞｰ診断機材取扱研修
(5)ｴﾈﾙｷﾞｰﾃﾞｰﾀ解析方法研修　　(*)へ続く

 その他の状況
(*)より
3.ｱﾙｾﾞﾝﾃｨﾝがわの要請に基づき、1992年2月中旬、10日間省ｴﾈﾙｷﾞｰ短期専門家を派遣。
4.ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ側の要請に基づき、1994年2月、1年間の省ｴﾈﾙｷﾞｰ長期専門家を派遣予定。
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2002年3月改訂

国　　　　名 アルゼンティン 予 算 年 度 1～2 報告書提出後の状況

和 品質管理評価改善計画 実績額（累計） 223,718 千円 　調査後しばらくの間は景気の悪化に伴い自動車生産量
が伸びず、品質管理どころではなかった。しかし、ﾒﾙｺ
ｽﾙの発足を契機に自動車産業は急激に拡大をはじめ、
あらためて品質管理・品質向上に真剣に取り組む状況と
なっている。工業標準化に関しては、
1)工業規格は、自動車メーカー主導（自動車規格）で
  行われているため、国が行う必要性が薄いこと、
2)業界と政府間での当該分野における連携が薄いた
  め、品質システム認証機関を設置していないこと、
3)実施機関たるINTIに権限等が与えられなかったこ
　と、などから当初より進展する余地はなく、現在に
  至っている。なお、当時実施的なC/Pであった
　CIFARA(中小企業自動車部品業界)は大企業の支援
  する協会 に吸収され、現在はAFACという新組織と
  なっている。(1997年9月現地調査結果)
2002.3 現在：変更点なし。

案　件　名 英 The Study on the Promotion of Total Quality
Control in Small and Medium Scale Industries and
Certification System for Industrial Export
Products in the Argentina Republic

調 査 延 人 月 数 70.30 人月 （内現地28.74人月）

調査の種類／分野 M/P／工業一般

最終報告書作成年月 1990.11

コンサルタント名 ＣＲＣ海外協力（株）

調
　
査
　
団

団長 氏名  竹下　輝雄

所属  （株）ＣＲＣ総合研究所 相手国側担当機関名 Ruben Zeida

調 査 団 員 数 12 担当者名（職位） （中小企業局長）

現地調査期間 89.8.7 ～ 89.10.5

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
提言の概要
　1.自動車産業及び一般産業における品質管理の必要性
　2.輸出認証制度の必要性
　3.自動車部品ﾒｰｶｰにおけるTQC導入のｽﾃｯﾌﾟと要領
　4.自動車部品の輸出振興のための提言．
　5.国家的品質管理普及のための提言
　6.輸出認証制度の導入
　7.技術交流ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄと対処すべき課題

　本調査の目的は、「ｱ」国において工業製品の輸出拡大を図る上で重要となる
「工業標準化認証制度」の導入、及び工業界の大多数を占める中小企業におけ
る品質向上に貢献する「TQC(総合的品質管理)導入推進ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」の策定にあっ
た。具体的には、2つの作業が行われた。1つは、同国自動車業界の品質管理に
関する問題点を明らかにし、解決方法の提言を行い、品質管理改善ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを作
成すること。もう1つは、同国の工業標準認証制度の実態を把握し、日本の制度
の実態を踏まえた上で同認証制度確立計画を策定することであった。

　その後、ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄの要請により、日本
から専門家が派遣され、同国の自動車部品
工業会の品質管理についての実施指導が行
われ、大きな成果をあげた。

　本調査がもとで、実現・具体化されたﾌﾟ
ﾛｼﾞｪｸﾄとしては、1997年1月に実施された
QS9000に係わる研修ｾﾐﾅｰがある。部品協会
を同ｾﾐﾅｰを継続的に行っていくといってい
たが、講師は米国ﾋﾞｯｸﾞｽﾘｰより招聘されて
いる。なお、最近研修ｾﾝﾀｰも建設してい
る。(1997年9月現地調査結果)

 提言内容の現況に至る理由

　調査後、景気低迷により一時は本調査に対する関心は薄れていたようであるが、近
年になって自動車産業が活性化したため、あらためて本調査が評価を受けている。特
に品質に対する考え方は研究体制の変更へと結びついた。換言すれば、「品質を意識
する」という思考方法を啓発し得たという点で同調査が活用されたものと考える。ま
た、当時日本からきた調査団は、実際に自動車部品工場へと踏み込み、現場を実際に
見ていた。そのような「現場主義的」活動が、実質的ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄである、部品協会所属
の人間を感銘させた、ともいわれていた。
(1997年9月現地調査結果)

 その他の状況
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2003年3月改訂

国　　　　名 アルゼンティン 予 算 年 度 4～6 報告書提出後の状況

和 火力発電所大気汚染防止対策調査 実績額（累計） 327,670 千円 (契約額：184,579千円）　当該調査の結果は、各発電所が民営化された後の大
気汚染問題に対する対策をｴﾈﾙｷﾞｰ庁が見極めるための
ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝという意味においては十分な貢献を行ったも
のと考える。また、将来のｴﾈﾙｷﾞｰ計画の参考書、なら
びに汚染数値測定の技術移転という面でも活用されて
いる。(1997年9月現地調査結果)
　2000年度事業団開発調査案件として「火力発電所設
置に係る排出基準設定調査」が実施される。これは、
選定された環境問題重点地域をモデル地域として、環
境測定値、排出測定値等を解析することにより、現在
の排出基準を再評価し、地域ごとの環境面の条件の違
いを考慮した、ｱﾙｾﾞﾝﾃｨﾝ国全域に適用可能な総合的な
火力発電所の新設・増設の可否判断基準を確立するこ
とを目的としている。2000.11より｢火力発電所設置に
かかる排出基準設定調査｣が実施されており、2002年3
月終了。
2003.3現在：変更なし

案　件　名 英 The Study on Air Pollution Control for Thermal
Power Plants.

調 査 延 人 月 数 48.85 人月

調査の種類／分野 M/P／火力発電
最終報告書作成年

月
1994.9

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル（株）

調
　
査
　
団

団長 氏名  市来　良英 三洋テクノマリン

所属  ユニコ　インターナショナル（株） 相手国側担当機関名 Carlos Bastos

調 査 団 員 数 10 担当者名（職位） Secretary

現地調査期間 93.3 ～ 計1ヶ月 Secretaria de Enegia

エネルギー庁

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
1.政府の役割
　1)ばい煙発生施設の把握
　2)発電所周辺大気環境監視体制の確立
　3)発電効率向上対策の管理・指導
　4)新設・増設・再設ﾕﾆｯﾄ建設前の環境審査体制強化
　5)調査研究機関の充実(大気汚染防止技術、新燃料技術)

2.個別発電所の役割
　1)ばい煙発生状況及び周辺地域のﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ
　2)排気系統施設の保守・管理体制強化
　3)使用燃料の管理
　4)運転管理の強化
　5)石炭使用時の粉塵飛散防止対策及び石炭灰の適正処理処分

3.汚染物質低減の為の燃料技術の改善

4.ばい煙ｲﾝｽﾍﾟｸｼｮﾝ･ｼｽﾃﾑ導入
　1)地域ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｽﾃｰｼｮﾝ
　2)中央ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ
　3)人的開発計画

　当調査は、ﾌﾞｴﾉｽｱｲﾚｽをはじめとする主要都市周辺地域に偏在する火力発電
所より排出される環境汚染物質の排出の量的、及び質的把握(測定方法等)に関
して技術的側面から助言を行い、かつ、ｴﾈﾙｷﾞｰ庁の行政的役割について提言を
行うことを1つ目の目的としていた。2つ目の目的は、同国における大気汚染に
係わる火力発電所の影響の現状と中・長期的解析を行うことで、同庁の大気汚
染防止に関連する施策への提言を行うことであった。

　調査時の提言の一つに、電力会社の民
営化に際した入札条件の一つとして、
NOx, CO2の排出水準規制の設定があっ

た。発電所の民営化後、落札した企業の
発電所での検査が行われたが、該当した
全企業（発電所）において基準はｸﾘｱされ
た。
この数年で発電の効率性が上がり、NOx,
CO2の排出量自体が下がっているのが現状

である。仮に排出水準をｸﾘｱしない場合に
は、一定期間内での改善を求め、その期
間内に改善できなければ罰金が課される
仕組みが作られた。
(1997年9月現地調査結果)

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
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国　　　　名 アルゼンティン 予 算 年 度 12～13 報告書提出後の状況

和 火力発電所設置にかかる排出基準設定調査 実績額（累計） 173,163 千円
2003.3現在：政治・経済面で国内が混乱状態にある。
排出基準の設定が主提案であったが、ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ機関のﾎｰ
ﾑﾍﾟｰｼﾞ等からも、政令等が発行された様子はない。案　件　名 英 Environmental Criteria for Installation and

Extension of Thermal Power Plants in Argentina
調 査 延 人 月 数 43.30 人月

調査の種類／分野 M/P／電力

最終報告書作成年月 2002.3

コンサルタント名 (株)数理計画

調
　
査
　
団

団長 氏名  野口　雅章 東電環境エンジニアリング(株)

所属  (株)数理計画 相手国側担当機関名 国家電力事業規制機構(ENRE)
原子力委員会(CNEA)

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 00.6.26～7.10　　　　01.6.16～8.17
00.11.25～12.21　　01.12.1～12.15
01.1.17～3.17

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用
1. 目的：地域ごとの環境面での条件の違いを考慮した総合的な火力発電所の新設、増設の
可否判断基準の確立。判断基準として守るべき排出基準を各地域の環境の特性を考慮して
見直し、新たに設定するとともに、地域特性を考慮した大気環境保全計画を提言。
2. 対象地域と火力発電所
1) ブエノス・アイレス市：ヌエボ・プエルト、プエルト・ヌエボ、セントラル・テルミ
カ・コスタネラ、セントラル・ブエノス・アイレス
2) サン・ニコラス地域：セントラル・テルミカ・サンニコラス、AESパラナ
3) ルハン・デ・クジョ地域：セントラレス・テルミカス・メンドサ
3. 提案
・ 排出基準の設定手法の提案
・ 排出基準検討
・ 排出基準運用計画の提案（地域排出基準の必要性の判断、大気モニタリングの必要性）
・ 大気保全行政（排出基準体系の整備、大気環境モニタリングの実施、発生源インベント
リーの整備）
・ 環境保全計画（３５項目提案）

2003.3現在：政治経済の混乱から、調査の主
題である（排出基準設定）については、ENRE
での進展は報告されていない。
JICA機材を供与されたCNEAは、
1)JICA機材を使用して、煙道ｶﾞｽを測定。実
施箇所は、ﾒﾝﾄﾞｰｻ中央火力他、合計6箇所。
2)ﾌﾞｴﾉｽｱｲﾚｽ州にてSPMの測定を実施。
3)ﾌﾞｴﾉｽｱｲﾚｽ市でもSPMと2.5ﾐｸﾛﾝ以下の粒子
状物質や自動車排気ｶﾞｽの大気汚染を測定。
4)その他CNEAでは、JICA機材を使用し、移転
した技術を使用して活発に活動中。

 提言内容の現況に至る理由

供与された機材が十分に活用されている。

 その他の状況
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